
　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考

1

特定事業主行
動計画の推進
（知事部局）

主要 有 0 0

　職員の職務遂行を通した能力、業
績、勤務態度等の評価を総合的に判断
し、管理職への女性職員の登用を推進
するもの。

【事業目標】
　令和８年度までに管理職（課長級以上）及び係長級以上に占める女性職員の割合を、それ
ぞれ１５％以上、３０％以上とする。

【実施状況】
　令和８年４月１日現在の課長級以上の女性職員数は７２人となり、課長級以上に占める女
性職員の割合は１２．１％（前年度１０．４％）となった。また、係長級以上の女性職員数
は９１８人となり、係長級以上に占める女性職員の割合は２８．４％（前年度２７．９％）
となった。

○

　「管理職（課長級以上）」及び「係長級以
上」ともに目標未達成であるが、登用を着実
に進めた結果、令和６年度と比べて「課長級
以上」は５人（割合で０．８％）、「係長級
以上」は８人（割合で０．６％）の増となっ
ている。また、課長補佐級以上の女性割合も
着実に増加している。
（Ｒ７．４．１：４３１人、２３．５％）
（Ｒ６．４．１：４２９人、２２．４％）

　「管理職（課長級以上）」及び「係長級以
上」ともに目標未達成であるが、登用を着実
に進めた結果、令和７年度と比べて「課長級
以上」は９人（割合で１．７％）、「係長級
以上」は２６人（割合で０．５％）の増と
なっている。また、課長補佐級以上の女性割
合も着実に増加している。
（Ｒ８．４．１：４６３人、２４．７％）
（Ｒ７．４．１：４３１人、２３．５％）

　職員構成の男女比が７：３（３１７０
人：１５５６人）と女性の絶対数が少な
く、特に管理職への昇任適期である５０
歳代の女性（４２９人）の構成比率が２
７．５％と特に低くなっている。

　職員構成の変化や女性職員のキャリア
には比較的時間を要することから、施策
の性質上、現在の取組を長期間にわたり
着実に進めていく必要がある。

人事課

2

特定事業主行
動計画の推進
（教育委員
会）

主要 無 0 0

　次世代育成支援対策推進法及び女性
の職業生活における活躍の推進に関す
る法律に基づき、教育委員会における
特定事業主行動計画を策定している
（現在の計画期間は、令和７年度から
令和１１年度まで）。これらの計画に
より、教職員の子育て支援と仕事と家
庭生活の両立（ワークライフバラン
ス）の向上に向けて取り組むもの。

【数値目標】
〇育児休業取得率→男性職員：８５％、女性職員１００％
〇男性職員が取得できる育児に係る特別休暇の取得率→配偶者出産補助休暇：１００％、育
児参加休暇：８０％
※目標は令和１１年度まで

【実施状況】
　令和７年度においては、男性職員の育児支援に係る取組を継続し、イクメン計画書の改正
や服務だより等により育児関係制度の周知を改めて図った。
　また、男性職員の育児に関する休暇等の周知及び取得促進を図るため、男性職員の育児参
加計画書（以下、イクメン計画書）について、引き続き所属長への計画書の提出の義務化、
面談の実施について求め、所属長が職員の育児休業等の取得予定等を把握することで、当該
職員の業務負担への配慮を行い、職場における環境整備に取り組むよう促した。

○

　特定事業主行動計画において公表している
男性職員の休暇等の取得率について、令和５
年度の育児休業取得率は２５．０％であり、
前年度の１２．８％から大きく上昇し、目標
数値に近づいた。
　その他の取得率は、出産補助休暇は６８．
５％、育児参加休暇は４６．０％となり、そ
の取得率が上昇した。

　特定事業主行動計画において公表している
男性職員の休暇等の取得率について、令和６
年度の育児休業取得率は４８．０％であり、
前年度の２５．０％から上昇し、目標数値に
近づいた。
　その他の取得率は、出産補助休暇は７０．
１％と取得率が上昇したが、育児参加休暇は
４３．９％と減少している。

　男性職員の育児休業取得率は大きく上
昇し、本取組における一定の成果がみら
れたが、未だ４分の１程度の取得率と
なっていることから、引き続き、育児休
業等の取得についての意識の醸成に向け
た取組みが必要である。
　併せて、教職員の多忙化解消に係る業
務改善等についても、長期的な取組みが
必要である。

　男性職員の育児に関する休暇等につい
ては、職員が自身の休暇等の取得を具体
的にイメージできるよう、育児休業取得
者の経験談を周知するなど、様々な機会
を捉えて周知していく。
　また、教職員の多忙化解消に係る業務
改善等についても継続して取組み、ワー
ク・ライフ・バランスの意識の向上を促
していく。

教職員課

3

特定事業主行
動計画の推進
（警察本部）

主要 有 0 0

　次世代育成支援対策推進法及び女性
活躍推進法に基づく特定事業主行動計
画として、平成28年３月に５年間を計
画期間とする「宮城県警察における
ワークライフバランス等の推進のため
の行動計画」を策定、必要に応じて改
正を行い、令和８年４月に第３期行動
計画を策定し、職員のＷＬＢと女性職
員の活躍を推進するための取組を推進
するもの。

【事業目標】
○職員の年次有給休暇の平均取得日数が、各年において年間14日以上となることを目指す。
○配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得率が、各年においてそれぞれ100パーセ
ントとなることを目指す。
○男性職員の育児休業取得率が、各年において50パーセント以上となることを目指す。
○全警察官に占める女性警察官の割合を、令和８年４月１日までに12パーセント程度とする
ことを目指す。

【実施状況】
　「宮城県警察におけるワークライフバランス等の推進のための行動計画」に基づき、目標
達成の取組として、「働き方改革の推進」、「子育て・介護との両立に資する職場環境の構
築」、「女性職員の活躍推進に向けた取組」、「その他の次世代育成支援」等の各種施策を
実施し、職員の休暇取得、男性職員の育児参加のための環境整備、女性の適切な採用・登用
等を推進し、目標をおおむね達成している。

◎

○職員の年次有給休暇の平均取得日数１４．
８日（＋１．５日）
○男性職員の出産補助休暇の平均取得率９
５．３パーセント（令和５年確定値９６．０
パーセントから－０．７ポイント）、育児参
加のための休暇の平均取得率９１．８パーセ
ント（令和５年確定値８５．９パーセントか
ら+５．９ポイント）
○男性職員の育児休業取得率４０．０パーセ
ント（＋２１．９ポイント）
○女性警察官の割合１１．５パーセント（＋
０．３ポイント）
※女性警察官割合は令和７年４月１日現在の
数値
※（括弧）内は前年との比較

○職員の年次有給休暇の平均取得日数14.7日
（－0.1日）
○男性職員の出産補助休暇の平均取得率96.6
パーセント（令和６年確定値95.3パーセント
から＋1.3ポイント）、育児参加のための休暇
の平均取得率89.4パーセント（令和６年確定
値91.8パーセントから－2.4ポイント）
○男性職員の育児休業取得率79.3パーセント
（＋39.3ポイント）
○女性警察官の割合12.1パーセント
※女性警察官割合は令和８年４月１日現在の
数値
※令和８年度より、女性警察官の割合算出方
法が変更されたためポイント増減を表記して
いないもの。
※（括弧）内は前年との比較

　男性職員の育児休業取得率が前年比で
39.3ポイント増加し、取得者数とともに
年々増加傾向にあるものの育児休業の男
女間の取得率、取得期間に格差が生じて
いることが課題である。
　原因としては対象職員が「長期間の休
業により職場に迷惑をかけたくない」な
どと周囲への業務負担の増加等を理由と
した心理的抵抗感を感じていることが考
えられる。
　また、配偶者が育児休業中であること
や、親族から支援が受けられることなど
そもそも家庭環境により育児休業を取得
する必要がないと考える男性職員がいる
ことから、男性の主体的な育児参加の必
要性について意識改革を継続して進めて
いく必要がある。

　全職員に対し、ワークライフバランス
の実践について更なる意識醸成を図るた
めの教養を実施し、男女が対等に子育て
を分担し、社会全体で子育てに関わって
いく「共育て」の実現及び女性の活躍推
進に向けた意識改革を推進する。　配偶
者が出産予定の男性職員に対し、休暇取
得計画等を記載した「出産予定用コミュ
ニケーションシート」を作成させ、育児
のための制度利用の計画を上司と共有す
ることで、計画的な取得に向けた業務の
マネジメントを行う。
　また、育児休業取得に伴う周囲の職員
の業務を支援する制度を導入しており、
同制度を効果的に運用することで、育児
休業の取得等男性職員が主体的に育児に
取組みやすい職場環境を構築する。

警務課

4

県の審議会等
委員への女性
登用の推進
（行政経営企
画課）

主要 有 0 0

　男女共同参画社会の形成に当たって
は、女性の政策・方針決定過程への参
画が重要である。
　女性の意見や考えを活かした豊かで
住みよい社会を築いていくために、県
の各種審議会等委員への女性登用を推
進する。また、女性委員のいない審議
会等の解消に努めるよう鋭意努力す
る。

【事業目標】
　「附属機関等の設置・運営に関する基本方針」に基づき、附属機関等における男女の登用
の均等の促進に努める。

【実施状況】
　附属機関等を設置しようとする場合、事前に当該審議会における男女の登用の均等を図る
ための措置内容や構成員の選任計画を確認し、女性の登用推進に関する助言等を行った。 ○

　附属機関の構成員数は、前年度から６０名
減少し、そのうち、女性委員数は前年度から
１４名減少した。
　全構成員に占める女性委員の割合は３４．
３％となり、前年度から微増した。

　附属機関の構成員数は、前年度から５４名
減少した。一方、女性委員数は前年度から１
０名増加し、全構成員に占める女性委員の割
合は３６．１％となり、前年度から微増し
た。

　専門性が求められる審議会等において
女性の適任者が分野によっては極めて少
ないことや、委員の推薦を依頼する各団
体での女性役員の登用が進んでいないこ
となどが要因と考えられる。
　各分野で活躍する女性の増加により、
必然的に附属機関等への女性委員の登用
も増加していくものと考えられるため、
各分野において男女共同参画が進んでい
くことが不可欠と考える。

　所管課で委員の委嘱替えをする際に、
女性委員の選任が図られるよう、女性委
員名簿の整備・提供に努める。また、附
属機関等を新規に設置する際に、所管課
に対し女性の登用推進に関する助言等を
行っていく。 行政経営

企画課

5

県の審議会等
委員への女性
登用の推進
（共同参画社
会推進課）

主要 有 0 0

　男女共同参画社会の形成に当たって
は、女性の政策・方針決定過程への参
画が重要である。
女性の意見や考えを活かした豊かで住
みよい社会を築いていくために、県の
各種審議会等委員への女性登用を推進
する。また、女性委員のいない審議会
等の解消に努めるよう鋭意努力する。

【事業目標】
　令和７年度末までに目標指標である県の審議会等委員における女性の割合４５％を達成す
る。
　（令和３年３月宮城県男女共同参画基本計画（第４次））

【実施状況】
○審議会委員の改選に伴う事前協議において、女性の登用について積極的に働きかけ、登用
率の向上を図った。
○男女共同参画施策推進本部会議（本部長：知事）において、登用状況を報告するととも
に、各部局に対し女性委員の積極的な登用について働きかけた。

○

　令和７年４月１日時点の審議会等委員への
女性の登用率は３８．６％と、前年度から
０．２ポイント増加した。一定程度、政策・
方針決定過程への女性の参画促進が図られて
はいるが、さらに取組を進めることが必要で
ある。

　令和８年４月１日時点の審議会等委員への
女性の登用率は４０.1％と、前年度から１.５
ポイント増加した。一定程度、政策・方針決
定過程への女性の参画促進が図られてはいる
が、さらに取組を進めることが必要である。

　専門性が求められる審議会等において
女性の適任者が極めて少ないことや、団
体によっては女性の役員等への登用が進
んでいないこと等による。

　今後も女性委員の登用推進に向けた取
組を行うとともに、女性人材リストの提
供等の取組も併せて行う。
　また令和８年３月に策定した宮城県男
女共同参画基本計画（第５次）では、令
和１２年度末までに目標指標である県の
審議会等委員における女性の割合４５％
を達成するとしており、目標に向け、更
に取組を強化していく。

共同参画
社会推進

課

6

学校における
管理職への女
性登用の推進

関連 無 0 0

「宮城県男女共同参画基本計画（第５
次）」における施策４「学校教育にお
ける男女共同参画の実現」の達成に向
けて、小・中・義務教育・高等・特別
支援学校における女性管理職の割合を
高め、男女共同参画に関する理解を深
めるとともに、児童生徒に適切な進路
や職業を選択することができるように
情報提供・意識の啓発を推進する。ま
た、児童生徒の様々な心身の問題に対
応するため、学校における健康に関す
る教育の充実を図るとともに、健康及
び性に関する正しい知識や情報を身に
付けられるよう発達段階に配慮しなが
ら適切かつきめ細やかな対応を行う。

　令和７年度実施の管理職選考を経て、教員の女性管理職については、新たに校長２５名、
副校長２名、教頭３０名を登用した。これにより、県内の女性管理職は校長８５名、副校長
５名、教頭１２５名の計２１５名となった。管理職総数に占める女性管理職の割合が２３．
１％となり、昨年度と同様、過去最高となった。令和７年度末までに女性の管理職に占める
割合を校長２０％（令和８年度４月１日現在２０．１％）、副校長・教頭２５％（同２５．
９％）とする数値目標について、校長、副校長・教頭とも目標値を上回ることができた。今
後も数値目標の趣旨を踏まえ、女性管理職の登用を積極的に行うため、各校種で校長会など
を通じて若手・女性教員の昇任試験受験を促進していくとともに、各種研修会への参加や主
任等への任用などを働き掛け、将来管理職となり得る人材育成に引き続き取り組む。また、
各教育事務所や市町村教育委員会を中心とした校長会議や教頭会議等において、人権及び男
女共同参画に関する意識を高める学習の一層の充実を図るよう、呼び掛けているところであ
り、今後も継続していきたい。 ○

　令和６年度に実施した管理職選考におい
て、昇任の候補者となる名簿登載者数は、全
校種の合計で、校長３０名（昨年度２２
名）、副校長２３名（昨年度１８名）、教頭
５４名（昨年度５３名）で、昨年度より増加
している。管理職選考全体の受験者数はここ
数年減少傾向にある中、女性の名簿登載者数
は、年々増加しており、実際の昇任者数も増
えていることから、今後も女性管理職の増加
が期待できる。
　学校現場において、女性が家庭を持ちなが
ら仕事を続ける環境が整ってきていることに
加え、女性管理職の割合が増えていること
で、女性管理職が身近な存在として認識され
てきており、管理職選考受験に対する壁が以
前より低くなってきていることがうかがえ
る。

　令和７年度に実施した管理職選考におい
て、昇任の候補者となる名簿登載者数は、全
校種の合計で、校長１８名（昨年度３０
名）、副校長１２名（昨年度２３名）、教頭
５９名（昨年度５４名）で、昨年度より減少
しているが、県教委や市町村教委からの転昇
を含めると、管理職全体に占める女性の割合
は昨年度と同様で過去最高となった。一昨年
度から課題であった校長全体に占める女性の
割合も初めて２０％を超える成果が上がって
いる。管理職選考全体の受験者数はここ数年
減少傾向にあるが、女性の昇任者数も増えて
いることから、今後もさらに女性管理職の割
合の増加が期待できる。
　学校現場において、女性が家庭を持ちなが
ら仕事を続ける環境が整ってきていることに
加え、女性管理職の割合が増えていること
で、女性管理職が身近な存在として認識され
てきており、管理職選考受験に対する壁が以
前より低くなってきていることがうかがえ
る。

　職場環境における理解や管理職選考に
対する意識は高まってきているが、出産
や育児、介護など様々な事情により、一
時的に教職を離れたり、早期に退職をす
る職員も見られる。また、管理職登用
後、転勤等による家庭環境の変化を心配
して、受験を断念する場合もある。管理
職候補となる人材の育成に努めるととも
に、職場環境の改善をより一層、進めて
いく必要がある。

　各種研修会や各校の職員会議などを通
して、男女共同参画に関する理解や、教
員のキャリアにおける選択肢の一つとし
て、管理職があることについて、今後も
啓発を進める。さらに管理職選考におい
て、市町村教育委員会や学校長が将来有
望な女性を発掘し、人材育成にも努める
ことで積極的に受験する女性を増やして
いく。また、働き方改革を進め、管理職
の勤務時間を適正に管理することで、女
性が管理職を目指すことにもつながると
思われることから、総合的な対策を講じ
ていきたい。

教職員課
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　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考

7

市町村の審議
会等委員及び
管理職への女
性登用の拡大
の働きかけ

主要 無 0 0

　男女共同参画社会の形成に当たって
は、女性の政策・方針決定過程への参
画が重要である。女性の意見や考えを
活かした豊かで住みよい社会を築いて
いくために、市町村の各種審議会等委
員への女性登用を推進していくことが
必要であることから、市町村に対して
登用拡大の働きかけを行う。

【事業目標】
　指標目標に基づき、令和７年度末までに女性の登用率を３５％以上の登用率を目指す。
【実施状況】
　市町村における審議会等委員への女性の登用状況について調査し、公表するとともに、各
市町村へ女性人材リストの情報提供や女性登用拡大について働きかけた。
○市町村の審議会等委員における女性の割合：３０．８％（前年度３０．５％）

○

　市町村における審議会等委員への女性委員
の登用率は前年度から０．８ポイント増加
し、３０．４％となった。

　市町村における審議会等委員への女性委員
の登用率は前年度から０．３ポイント増加
し、３０．８％となった。

　内閣府が調査する「地方公共団体にお
ける男女共同参画社会の形成又は女性に
関する施策の推進状況（令和７年度）」
において令和７年４月１日現在における
市区町村の平均割合が３１.２％となっ
ており、本県における登用率は概ね同水
準である。県内においては、５割を超え
る自治体がある一方、１割台の登用率が
続く自治体も散見され、全体的には微増
である。専門性が求められる審議会等に
おいて、女性適任者が地域に少ないこと
や依頼する役員等が男性中心であること
が原因と思慮される。

　各審議会委員等の構成や登用方法の見
直し等、さらなる女性委員の登用推進に
係る働きかけを行うとともに女性人材リ
スト活用促進等、市町村との連携を密に
し、登用率の向上を図る。

共同参画
社会推進

課

8

子育て等と仕
事の両立のた
めの多様な働
き方支援事業

関連 有 35,602 34,500

　家庭と仕事の両立に悩む女性が、自
らの能力を発揮し安定的な雇用のもと
で働く環境を提供するための相談窓口
「みやぎ女性のキャリア・リスタート
支援センター」を設置し、キャリアコ
ンサルタントによる就職相談やキャリ
アデザイン研修等のセミナー、企業と
求職者のマッチングイベントなど各種
就職支援業務を実施する。
　また、男性の育休取得や仕事と家庭
の両立などに積極的に取り組む企業を
「みやぎ働き方改革実践企業」として
認証する。

【事業目標】
　出産や育児等の事情により離職した女性の再就職を支援するほか、県内企業の働き方改革
への理解を促進・取組普及を図る。

【実施状況】
○子育て期等の女性向けの就職相談窓口「みやぎ女性のキャリア・リスタート支援セン
ター」の運営
　新規利用登録者数：４８５人、就職決定報告数：延べ１１４件
○みやぎ働き方改革実践企業　認証企業：２５社（令和８年４月１日現在）

◎

　令和６年度は、新規利用登録者数、就職決
定報告者数ともに目標値を上回った。
　オンライン等相談枠を増設したほか、新た
に、デジタル・ＩＴスキルのリスキリング支
援と、子育て等と仕事の両立に取り組む企業
向けのコンサルティング業務も追加し、支援
内容の充実を図った。

　令和７年度は、新規利用登録者数、就職決
定報告者数ともに令和６年度より高い目標値
としたが、それを上回った。また、デジタ
ル・ＩＴスキルのリスキリング支援を拡充す
るなど、支援内容の充実を図った。
　みやぎ働き方改革実践企業認証は、令和７
年度からゴールドとシルバーの２段階による
新制度に移行した。

　本センターの相談実績の多くが仙台市
内在住者であり、仙台市外からの利用拡
大が課題となっている。
　令和６年度で受付を終了した旧制度で
の認証を受けている企業の有効期間が令
和８年度で切れることから、新制度への
移行が課題である。

　市町村との連携や、仙台市外で開催さ
れる各種行事等への参加を強化してい
く。
　引き続き、新制度の周知広報に努める
とともに、旧制度での認証企業への移行
の働きかけも継続していく。

雇用対策
課

9

みやぎの女性
活躍促進連携
会議の運営お
よび事業実施
（地域女性活
躍推進事業）

主要 有 0 0

女性の活躍による地域経済の活性化や
多様な地域課題の解決に期待が高まっ
ている中、経済団体や各種団体との連
携体制を調整し、女性が活躍しやすい
環境の整備を推進する。

○みやぎの女性活躍促進連携会議の運営
　平成２７年６月に設立した経済団体や各種団体で構成するみやぎの女性活躍促進連携会議
の「本体会議」「担当者会議」を開催し、事業計画等の審議や事業実施結果の評価等を行う
とともに、女性活躍推進の普及啓発に係る取組の情報交換等を行った。
　また、女性活躍関連イベント１件の後援承認を行った。
（平成２７年６月１１日設立、平成２８年６月に女性活躍推進法の協議会として位置付け、
１５団体参加、会長は宮城県知事）
○地域における女性の活躍促進に向けた各種イベントの主催
　女性活躍やアンコンシャス・バイアスに係る講演を実施するとともに、取組に関する後援
等を行った。

○

　「みやぎの女性活躍促進連携会議」を通じ
て女性活躍推進に関する各団体の取組につい
て情報共有が図られた。また、男女の賃金格
差や女性登用に関する現状や取組の方向性に
ついても意見交換を行い、各団体との課題に
対する認識を共有することができた。
　女性活躍促進に関するイベントや研修会で
のアンケート結果では全体的に満足度が高
く、女性活躍推進の理解が深まったものと考
える。

　「みやぎの女性活躍促進連携会議」を通じ
て女性活躍推進に関する各団体の取組につい
て情報共有が図られた。また、育児休業制度
の改正等についても情報交換を行い、各団体
と課題に対する認識を共有することができ
た。
　また、女性活躍に関する講演のアンケート
結果では全体的に満足度が高く、女性活躍へ
の理解が深まったものと考える。

　当会議設立から一定期間経過し、設立
当初と比べて活動量が低下している状況
にある。
　また、県事業の改廃が進んだ結果、県
事業に対する当会議の関わりが一部不明
瞭なものとなっている。

　当会議加盟団体である市町村や経済団
体等と全体ないし個別の意見交換を行
い、今後の女性活躍に係る県政の展開に
必要な活動について吟味し、県内におい
て女性が活躍できる気運の醸成や環境整
備が進むよう継続して事業に取り組む。
　また、当会議で主催や共催、協力を行
う事業・イベントについて再整理し、本
会議で得られた知見を事業に効果的に反
映する仕組みを再構築する。

共同参画
社会推進

課

10

みやぎの男女
共同参画広報
紙「とらい・
あんぐる
ニュース」の
発行

主要 無 0 0

　男女共同参画の現状や県の取組・イ
ベント情報について広く県民・市町村
役場職員等に周知・啓発するため、定
期的な広報誌「とらい・あんぐる
ニュース」を発行するもの。

【事業目標】
　男女共同参画に関する施策や推進状況、各事業の取組について、広報誌を通じた定期的な
情報発信を図る。

【実施状況】
　男女共同参画に関する各種行事や事業に関する広報紙を発行し、関係機関及び団体へ配布
するとともに、ホームページへの掲載を通じ、継続的な啓発を実施した。
○第５０号
宮城県男女共同参画基本計画（第５次）を策定しました／とらい・あんぐるニュース発行祝
５０号／令和７年度男女共同参画事業の振り返り
○第４９号
「～関わることで見えてくる～みやぎ企業訪問バスツアー」を開催しました／令和７年度今
後の予定／「女性のチカラを活かす企業認証制度」の改正について

○

　県民をはじめ、各市町村や県職員向けの広
報手段として、非予算事業の中で男女共同参
画に関する多様な情報を発信した。

　県民をはじめ、各市町村や県職員向けの広
報手段として、非予算事業の中で男女共同参
画に関する多様な情報を発信した。

　非予算事業であるため、広報手段が県
ホームページやダイレクトメール等の限
定的な発信に留まっていることから、Ｓ
ＮＳや女性応援ポータルサイトなど多様
な広報媒体を活かした発信により広報範
囲の拡大を図る必要がある。

　引き続き、継続的な広報啓発活動に努
める。

共同参画
社会推進

課

主要

みやぎの女性
応援プロジェ
クト推進事業

11 ◎

【事業目標】
　県内に定着しやすい環境の整備を促進するために、女子学生には県内で女性活躍や多様な
働き方やワーク・ライフ・バランスに取り組む企業情報を積極的に届け、県内就職の機会創
出を提供するとともに大学生や短期大学生から選ばれる魅力ある企業を増やすために、企業
の就労環境の改善への支援や女性活躍に関する研修会を開催する。

【実施状況】
○女性が働きやすい職場へのバージョンアップ事業
　女性の採用や活躍ができる環境の整備に意欲的な企業に対し、社会保険労務士や中小企業
診断士の専門家を派遣して、現状の分析や目標の設定、就業規則改正等の指導・助言を行う
とともに、女性が働きやすい環境とするための施設・設備の整備に要する費用の一部に補助
を行った。
○みやぎ女性活躍企業訪問バスツアー及びキャリアプランセミナー
　女子学生が、県内企業の魅力を認識し自身のキャリアを考える契機として、女性活躍や多
様な働き方などに積極的に取り組む県内企業を訪問し、就業現場の見学や会社で働く方々と
の意見交換を行うバスツアーや、学生を対象に、これからのキャリアやライフプランを考え
る機会を提供した。
○女性応援ポータルサイト「ずうっと宮城」の運営
　女子学生への広報・周知の強化として、女性の定着の向上を目指す女性応援ポータルサイ
ト「ずうっと宮城」の更新と拡充を行い、県内で女性活躍に取り組む企業や、地域で活躍す
る女性などを紹介し、県内での就職や生活の充実に結びつく情報を発信した。
○女性活躍研修
　県内企業等における女性活躍の促進を図るため、女性活躍の成功事例や支援制度紹介のほ
か、働く女性自身の能力向上やイクボス推進に関する研修会を開催した。
○みやぎの輝く女性人材育成事業
　地域において起業やNPO団体等の設立を目指す女性の掘り起こしや、地域で活躍する女性
人材育成のために、研修会や講座、交流会を開催した。

　みやぎの女性が豊かでいきいきと生
活することができるよう、県内企業が
女性活躍や多様な働き方、ワーク・ラ
イフ・バランスなどを取り入れ 、女
性が輝く魅力のある会社が増え、多く
の女性が県内に定着することを目指
す。

80,00027,390無
共同参画
社会推進

課

　令和８年度は各事業の拡充を行い、学
生の県内就業促進に向け、大学と連携し
た地元定着への取組を強化するほか、県
内企業における女性が働きやすい職場環
境づくりへの支援や、女性起業家の育
成、地域で活躍する人材育成など、女性
が生き生きと幸せを感じて活躍できる環
境を整備に取り組む。

　事業の実施により、学生は県内企業の
魅力を認識する機会が多くないことや、
県内企業においても、女性の活躍を推進
するための環境づくりを必要としている
ことが明らかとなった。

　女性が働きやすい職場へのバージョンアッ
プ事業では、１２事業者に専門家を５１回派
遣して支援を行うとともに、施設整備等につ
いて１０事業者に補助を行い、制度や施設面
での環境改善を図った。
　みやぎ女性活躍企業訪問バスツアー及び
キャリアプランセミナーでは、３大学と連携
し、県内で女性活躍や多様な働き方などに積
極的に取り組む県内企業を３回に分けて計６
社を訪問、計６６人の学生が就業現場の見学
や会社で働く方々との意見交換を行い、県内
企業の魅力などを認識し、後日バスツアー訪
問企業とトークセッション等を行い県内への
就職意識を高めた。
　女性応援ポータルサイト「ずうっと宮城」
において企業情報２１社などを追加掲載して
情報発信を行った。
　女性活躍研修では　人手不足が深刻化する
地域における人材定着と生産性の向上を図る
ため、イクボスと女性活躍の推進に関するセ
ミナーを開催し、９６人の参加があった。
　みやぎの輝く女性人材育成事業では、地域
で活躍する女性人材育成のために、研修会等
を開催し、５２人の参加があった。

　女性にやさしい職場環境づくりモデル事業
では、１３事業者に専門家を５２回派遣して
支援を行うとともに、施設整備等について１
０事業者に補助を行い、制度や施設面での環
境改善を図った。
　みやぎ女性活躍現場訪問では、県内で女性
活躍や多様な働き方などに積極的に取り組む
県内企業２回に分けて計４社を訪問、３８人
の女子学生が就業現場の見学や会社で働く
方々との意見交換を行い、県内企業の魅力な
どを認識した。
　女性応援ポータルサイト「ずうっと宮城」
において企業情報１８社などを追加掲載して
情報発信を行った。
　女性活躍研修では　人手不足が深刻化する
地域における人材定着と生産性の向上を図る
ため、イクボスと女性活躍の推進に関するセ
ミナーを開催し、８２人の参加があった。。
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　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった
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13

男性にとって
の男女共同参
画推進事業

主要 無 442 453

　男女共同参画社会の実現を図るた
め、男性の意識向上を目的に次のよう
な事業を行うもの。
○男女共同参画に対する男性の理解促
進や意識啓発を図る事業
○男性が家事や育児、介護等へ前向き
に参画できるよう企業や地域等におけ
る男性に対する固定的な性別役割分担
意識等について変革を促す事業
○男性自身が持つ、いわゆる男らしさ
の縛りを解消し、仕事だけではなく、
個人の生活や家庭、地域活動などに充
実して取り組める気運を醸成する事業

【事業目標】
　宮城県内の様々な分野、組織で活躍している男性が、男女の働き方や家庭生活等に関する
現状と課題を理解し、男女が共に活躍できる社会について考え理解を深める。

【実施状況】
○県主催
・ハラスメント防止セミナー（１１９名参加）
・男性の育児休業取得促進セミナー（５９名参加）
○市町村との共催事業（５市町と共催）
・角田市　　男女共同参画普及啓発事業
・東松島市　キッズ＆ファミリーわくわくフェスタ
・大崎市　　令和７年度大崎市男女共同参画研修会「子育てからの男女共同参画」
・大河原町　男性にとっての男女共同参画地域推進事業
・亘理町　　渡り塗油育児休業取得促進研修

◎

　県事業では、ハラスメント防止セミナーと
男性の生きづらさについて考える講座を開催
し、計１７８名の参加があった。アンケート
の結果では「ハラスメントの定義や具体的内
容が理解できた」「性別関係なく自分らしく
生きることが大切だと感じた」「日々の言動
を振り返るいい機会になった」等の感想が寄
せられ、参加者の９割以上が「参考になっ
た」と回答があった。
　市町村との共催では、６市町と共催し、家
庭における男女共同参画や男性にとっての男
女共同参画推進等をテーマに地域の課題に合
わせた啓発活動を実施した。

　県事業では、ハラスメント防止セミナーと
男性の育児休業取得促進セミナーを開催し、
計１７８名の参加があった。アンケートの結
果では「受けて側の感じ方次第でハラスメン
トになることを改めて感じた」「、働きやす
い環境づくりのため、コミュニケーションを
大切にしたい」等の感想が寄せられ、参加者
の９割以上が「参考になった」と回答があっ
た。
　市町村との共催では、５市町と共催し、家
庭における男女共同参画や男性にとっての男
女共同参画推進等をテーマに地域の課題に合
わせた啓発活動を実施した。

　コロナ渦以降の特徴として、企業等を
対象とした啓発事業はオンライン開催が
参加率が高まる傾向にある。県主催のセ
ミナーでは合計で１３０名がオンライン
参加であり、会場の参加者が減少傾向に
ある。

　令和８年度は県主催で２回のセミナー
等を開催予定。また、市町村との共催事
業は継続して実施し、男女共同参画に対
する男性の理解促進や意識啓発を図る。

共同参画
社会推進

課

14

みやぎの男女
共同参画サイ
ト「とらい・
あんぐる・み
やぎ」の運営 主要 有 0 0

　男女共同参画や女性の活動事例など
の情報を収集し、男女共同参画サイト
において情報提供を行う。
○収集及び提供する情報
○男女共同参画に関する基本情報
○各種相談機関の紹介
○男女共同参画の視点での防災に関す
る情報

　平成２４年度に開設した男女共同参画サイト「とらい・あんぐる・みやぎ」において、毎
月「女性のチカラを活かす企業」認証制度の更新や、みやぎの男女共同参画情報「とらい・
あんぐるニュース」の掲載、各種イベントや研修会等の情報に関する広報を行った。

○

　男女共同参画のポータルサイトとして、各
種制度やイベントの周知広報、男女共同参画
に係る啓発資料等の掲載等、多様な場面で利
活用されるサイトの運営管理を行い、日々の
問い合わせや、セミナー等の参加者には、当
課のホームページで情報を得たとの回答もあ
るなど、活用の広がりが見られている。

　男女共同参画のポータルサイトとして、各
種制度やイベントの周知広報、男女共同参画
に係る啓発資料等の掲載等、多様な場面で利
活用されるサイトの運営管理を行い、日々の
問い合わせや、セミナー等の参加者には、当
課のホームページで情報を得たとの回答もあ
るなど、活用の広がりが見られている。

　女性のみならず、男性及び若い世代に
対しても、男女共同参画に関する意識を
深める意味から、更なる意識啓発を行う
必要があると思われる。

　男女共同参画サイトを活用し、男性及
び若い世代に対しての情報発信を積極的
に行い、意識啓発を図っていく。

共同参画
社会推進

課

15

若い世代への
少子化対策強
化事業「ライ
フプラン形成
支援事業」 主要 有 6,309 6,309

　若い世代が妊娠・出産・不妊に関す
る正しい知識を身につけることによ
り、妊娠・出産の適齢期を意識したラ
イフプラン形成を支援するもの。

【事業目標】
　若い世代が妊娠・出産・不妊に関する正しい知識を身につけることにより、妊娠・出産の
適齢期を意識したライフプラン形成を支援するもの。

【実施状況】
　大学６校/８回、高校１０校/１０回で実施

◎

　妊娠・出産適齢期や不妊（男性不妊含む）
に関する知識と、男女共に仕事と家庭を両立
しやすい社会づくりなどの内容で実施した。
受講者からは「普段考えることのない結婚や
出産について考える貴重な時間になりまし
た。」などの感想も寄せられ若い世代がライ
フプランのことを考えるきっかけづくりがで
きた。

　妊娠・出産適齢期や不妊（男性不妊含む）
に関する知識と、男女共に仕事と家庭を両立
しやすい社会づくりなどの内容で実施した。
受講者からは「普段考えることのない結婚や
出産について考える貴重な時間になりまし
た。」などの感想も寄せられ若い世代がライ
フプランのことを考えるきっかけづくりがで
きた。

　結婚・妊娠・出産を希望する方が、希
望するとおり実現できる社会づくり（共
同参画社会の実現）が必要。

　今後もセミナーを開催し、妊娠・出産
の適齢期を意識したライフプラン形成を
支援していく。

子育て社
会推進課

16

子育て県民運
動推進事業
（「いきいき
男女・にこに
こ子育て応援
企業」知事表
彰）

主要 有

子育て県
民運動推
進事業費
の一部

子育て県
民運動推
進事業費
の一部

　仕事と子育ての両立支援として、男
性も女性も働きやすく、子育てしやす
い環境づくりに取り組む企業を表彰す
るもの。

【事業目標】
　男性も女性も働きやすく、子育てしやすい環境づくりの普及・啓発を行う。

【実施状況】
○最優秀賞
・大和電設工業株式会社
○優秀賞
・株式会社ＹＳ diagram
・株式会社柴清工業
・株式会社建設技術研究所

◎

　男性も女性も働きやすく、子育てしやすい
環境づくりに取り組む企業を表彰し、その取
組事例を紹介することで、男女が共にその個
性と能力を十分に発揮し、仕事と家庭生活と
を両立できるような就業環境を促進する気運
の醸成が図られた。

　男性も女性も働きやすく、子育てしやすい
環境づくりに取り組む企業を表彰し、その取
組事例を紹介することで、男女が共にその個
性と能力を十分に発揮し、仕事と家庭生活と
を両立できるような就業環境を促進する気運
の醸成が図られた。

　仕事と家庭生活を両立させる上で、未
だに家事・育児・介護等の負担が女性に
偏っていることや、職場において男性が
育児休暇等を取得しづらい雰囲気、労働
時間の長さ等が課題となっている。

　今後も表彰制度や取組事例の周知を図
りながら、男性も女性も働きやすく、子
育てしやすい職場づくりの普及・啓発に
努める。

子育て社
会推進課

17

介護研修セン
ター運営事業

関連 無 30,121 30,121

　「高齢化社会は国民全体で支えるも
の」という考え方を地域住民に広く啓
発するため、県民向けに介護知識や介
護技術の講座を開催するほか、福祉用
具の展示・相談業務を行う。

【事業目標】
　県民向けの介護講座について広報・周知等を工夫し、男性の受講割合を２０％台とするこ
とを目標とする。

【実施状況】
　介護従事者・在宅介護者等のスキルアップ講座（専門・テーマ別講座、初級者・中級者向
けを含む）　年２３回

○

　目標である男性の受講割合２０％台を達成
することができた。

全受講者数 ８５６名（前年度１，０１８名）
男性受講者数 １７２名（前年度１８４名）
男性受講者数割合 ２０％（前年度１８％）

　目標である男性の受講割合２０％台を達成
することができた。

全受講者数 １，０３６名（前年度８５６名）
男性受講者数 ２７８名（前年度１７２名）
男性受講者数割合 ２７％（前年度２０％）

　令和６年度は介護研修センターの大崎
市から大和町への移転に伴い、講座数を
減らして開催していたが、令和７年度は
移転前の開催数に戻したことにより、受
講者数が増加した。
　男性受講割合の目標は達成したもの
の、来年度以降も安定して目標を達成す
るためには、引き続き、福祉・介護業界
の従事者に加え、一般県民対象の共催研
修においても広報、周知を工夫し、男性
の受講者数の増加に向けて取り組みを行
う必要がある。

　各種講座の概要や開催日程等につい
て、引き続き、市町村等への案内やホー
ムページ等の活用により広報する。

長寿社会
政策課

男女共同参画
地域推進プロ
グラム

12

【事業目標】
　男女共同参画基本計画や男女共同参画条例の制定を促進するため、市町村と共催で啓発事
業を行い、市町村における男女共同参画基本形計画の策定や男女共同参画条例の制定を促進
し、男女共同参画の気運醸成や男女共同参画にかかる住民意識の向上に向け、地域のリー
ダーとなる人材を養成する。
【実施状況】
○男女共同参画地域推進プログラム事業（１１市町と共催）
・石巻市　　令和７年度石巻市性的マイノリティ研修
・塩竃市　　地域に寄り添い、人に寄り添う　コミュニケーションを学ぶ
・気仙沼市　地域・家庭における男女共同参画講座
・白石市　　宮城県・白石市共催男女共同参画講座
・岩沼市　　令和７年度宮城県・岩沼市共催男女共同参画推進研修
・栗原市　　令和７年度栗原市男女共同参画推進サポーター養成講座「いち・にの参画講
座」
・大崎市　　令和７年度ステップアップ講座
・七ヶ浜町　男女共同参画推進セミナー
・大郷町　　イクボスに学ぶマネジメント術～ワーク・ライフ・バランスが生み出す「風通
しのよい職場」～
・加美町　　加美町男女共同参画啓発推進事業
・美里町　　男女共同参画地域推進プログラム
○市町村男女共同参画パネルキャラバン（２３市町村と共催）
　石巻市、塩釜市、角田市、多賀城市、岩沼市、栗原市、東松島市、富谷市、蔵王町、七ヶ
宿町、大河原町、柴田町、川崎町、丸森町、亘理町、山本町、松島町、七ヶ浜町、利府町、
色麻町、涌谷町、女川町、南三陸町

　男女共同参画社会の実現を目指し、
市町村の男女共同参画施策の推進を図
るため、市町村と共催で次のような啓
発事業を行い、県は講師等の謝金を負
担するもの。
○男女共同参画基本計画の策定や男女
共同参画条例の制定を促進するために
行う事業
○男女共同参画の気運醸成や住民意識
の向上に向け、地域のリーダーとなる
人材を養成するために行う事業

1,045575無主要

Ｒ６～事業
名変更、旧
「市町村
パートナー
シップ事
業」

共同参画
社会推進

課

　啓発事業等の実績が無い市町村を中心
に、共催事業を活用し、地域における男
女共同参画の普及啓発活動に取り組まれ
るよう、各事業の目的や趣旨について、
担当者会議等において積極的に働きかけ
ていく。

　講師が特定の方に偏ってしまう傾向が
ある。より多くの市民の皆さまに男女共
同参画を普及していくには、さまざまな
講師の方にご登壇いただくことが望まし
いと考える。
そのため、今後依頼する講師候補につい
て検討する。

　申請のあった全ての市町村と共催し、男女
共同参画の普及啓発に関する事業を実施し
た。
　実施テーマは、男女共同参画や性的マイノ
リティ、多様な視点での防災等幅広く対応
し、地域や対象者に応じた意識醸成が図られ
た。

　申請のあった全ての市町村と共催し、男女
共同参画の普及啓発に関する事業を実施し
た。
　実施テーマは、男女共同参画や性的マイノ
リティ、多様な視点での防災、ＬＧＢＴ研修
会等幅広く対応し、地域や対象者に応じた意
識醸成が図られた。

◎
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ＮＰＯ等との
連携によるイ
クボス推進事
業

主要 有 75
453の一

部

　共に働く部下や職場スタッフのワー
ク・ライフ・バランスを考え、キャリ
アと人生を応援しながら、組織の業績
も結果を出しつつ、自らも仕事と私生
活を楽しむことができる上司を指すイ
クボスの取組推進は、誰もが働きやす
い職場環境づくりにつながるという点
で、男女共同参画社会の実現に寄与す
る観点から次のような事業を行うも
の。
○イクボス関連セミナーの開催などイ
クボス普及推進事業。
○みやぎイクボス同盟の事務局である
ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン
東北及び加盟団体と共に、県内におけ
るイクボスの推進。

【事業目標】
　女性活躍推進や育児、親族の介護など社員が多様化する時代において、「イクボス」の必
要性を認識し、積極的に管理職の意識改革を行って、新しい時代の理想の上司・イクボスを
育てる。
【実施状況】
○イクボス普及推進事業（男性にとっての男女共同参画推進事業）
・男性の育児休業取得促進セミナー
　日時：令和７年１０月１６日
　講師：NPO法人ファザーリング・ジャパン　副代表理事　川島高之　氏
　参加：５９人
○みやぎイクボス同盟の取組
　事務局を務めるＮＰＯ法人ファザーリングジャパン東北と連携し、以下の活動を実施し
た。
・第１回みやぎイクボス同盟定例会（令和７年５月２８日）
　加盟団体紹介、ミニセミナー：男性育休について

◎

　少子高齢化や若年層の県外流失によって慢
性化している人手不足の解消を目的として、
就労環境の改善と女性活躍の環境整備を推進
するセミナーを開催し、県内企業におけるイ
クボスの普及推進を図った。
　みやぎイクボス同盟の定例会を通じ、イク
ボスの推進を図る県内企業や団体と意見交換
を行い、それぞれの取組と課題を共有し、同
盟間の連携を強化した。また、令和５年度末
時点で８５団体まで加盟が広がり、着実にイ
クボスの理念に賛同するネットワークが広
がっている。

　少子高齢化や若年層の県外流失によって慢
性化している人手不足の解消を目的として、
就労環境の改善と女性活躍の環境整備を推進
するセミナーを開催し、県内企業におけるイ
クボスの普及推進を図った。
　みやぎイクボス同盟の定例会を通じ、イク
ボスの推進を図る県内企業や団体と意見交換
を行い、それぞれの取組と課題を共有し、同
盟間の連携を強化した。また、令和７年度末
時点で９１団体まで加盟が広がり、着実にイ
クボスの理念に賛同するネットワークが広
がっている。

　イクボスの意識を普及していくため、
役員・管理職の意識改革と、職場や社会
での実践を一過性のものとせず、継続的
に取り組んでいく必要がある。また、定
例会に出席する企業や団体の固定化等、
みやぎイクボス同盟の活動規模縮小が懸
念される。

男性にとっての男女共同参画推進事業に
おけるセミナーとしてイクボス普及推進
を目的としたセミナーを開催する。ま
た、事務局であるＮＰＯ法人ファーザー
リング・ジャパン東北と連携し、みやぎ
イクボス同盟における活動の活性化を図
る。

共同参画
社会推進

課
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配偶者暴力
（ＤＶ）被害
者支援対策事
業

主要 有 38,169 38,043

　配偶者からの暴力を防止し、被害者
を支援することにより自立の促進に努
め、かつ配偶者からの暴力を容認しな
い社会の実現を図る。

【事業目標】
　配偶者間その他男女間におけるあらゆる暴力的行為の根絶

【実施状況】（令和８年３月３１日現在）
○一般向けリーフレットの作成・配布（８，５００部）
○中・高校生向け啓発資料の作成・配布（リーフレット５，０００部、パンフレット　３
１，５００部）
○ＤＶ・デートＤＶ・性教育に関する出前講座の実施（県内中学校、高等学校、専門学校等
４６校　　　５，０８５名参加）
○夜間・休日ＤＶ電話相談の実施
○女性自立支援施設退所者への自立生活援助として、電話相談等の実施
○民間支援団体と連携したＤＶ被害者支援の取組を実施（ＳＮＳ相談・相談員研修・民間
シェルターなど、連携団体：３団体）

◎

　ＤＶ防止啓発資料を作成し、県民及び関係
機関等に配布したことにより、ＤＶの予防啓
発が図られた。また、デートＤＶ防止講座の
開催により、若年層に対するＤＶ予防教育の
推進が図られた。さらに、民間支援団体と連
携し、ＳＮＳを活用した相談体制の拡充や、
シェルターの整備を図った。障害者支援を行
う民間団体と連携し、障害を持つ方を民間
シェルターへ保護する体制を構築した。

　ＤＶ防止啓発資料を作成し、県民及び関係
機関等に配布したことにより、ＤＶの予防啓
発が図られた。また、デートＤＶ防止講座の
開催により、若年層に対するＤＶ予防教育の
推進が図られた。さらに、民間支援団体と連
携し、ＳＮＳを活用した相談体制の拡充や、
シェルターの整備を図った。障害者支援を行
う民間団体と連携し、障害を持つ方を民間
シェルターへ保護する体制を構築した。

　ＤＶ加害者の更生に関する取組の視点
が弱い。

　ＤＶ関係の相談件数は、高水準を推移
していることから、女性にに対する暴力
の根絶を図るため、民間団体等との連携
を図る。

子ども・
家庭支援

課
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職員及び県民
への意識啓発

主要 無 0 0

　男女共同参画社会を実現するために
は、女性の権利を不当に侵害し、か
つ、女性に対する暴力を容認しない社
会的認識を醸成する必要がある。
　職員に対しては、ＤＶ事案への的確
な対処等について教養を実施する。広
く県民に対しては、いわゆるＤＶ防止
法の周知を図るとともに、ＤＶは心身
を著しく傷付けるものであり、犯罪で
あるとの認識を各種広報媒体を利用し
て県民に浸透させる。

【事業目標】
　女性に対する暴力を根絶させるため、職員への教養及び県民に対する意識啓発の実施

【実施状況】
○警察署においてＤＶに対応する機会を有する職員を対象とした研修会を実施したほか、警
察学校における教養及び県内の警察署を巡回しての指導、教養資料の発行等を実施した。
○各種会合等における講話、交番・駐在所だよりの発行及び各種リーフレット等の配布並び
に各関係機関と連携した意識啓発活動を実施した。さらに、相談受理時には、ＤＶ被害者等
に対し被害防止に関する意識啓発を行い、加害者に対する指導警告等の際にはＤＶを根絶す
るための指導警告を実施した。

◎

  職員に対する教養の徹底により、適正な相
談対応を行い、ＤＶに関する重大事件の発生
を未然に防止した。
　県民のＤＶに対する意識が高まり、ＤＶは
犯罪であるとの認識が浸透したことによっ
て、重大な被害に遭う前に相談するという意
識形成がなされている。

　職員に対する教養の徹底により、適正な相
談対応を行い、ＤＶに関する重大事件の発生
を未然に防止した。
　県民のＤＶに対する意識が高まり、ＤＶは
犯罪であるとの認識が浸透したことによっ
て、重大な被害に遭う前に相談するという意
識形成がなされている。

特になし 　ＤＶ関係の相談件数は高水準で推移し
ていることから、女性に対する暴力の根
絶を図るため、今後も広報啓発活動を推
進するとともに、職員に対する指導教養
を実施し、適正な事案対応を図る。

県民安全
対策課
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リベンジポル
ノを含めたＳ
ＮＳ被害等非
行防止活動の
推進

主要 有 747 745

　スマートフォンの普及に伴い、青少
年が（リベンジポルノを含めた）ネッ
トトラブルに巻き込まれる危険性が増
大している。このことから、インター
ネットの安全利用について啓発を図る
べく、各種施策を展開する。

【事業目標】
　リベンジポルノを含めたＳＮＳ被害等非行防止活動を推進する。

【実施状況】
○自画撮り被害防止等の内容が含まれている啓発リーフレット「ネットにひそむ危険からみ
なさんを守るために」を２５，０００部作成し、県内の小学６年生に配布。
○自画撮り被害防止等の内容が含まれている啓発リーフレット「ネットにひそむきけんから
みなさんをまもるために」を２５，０００部作成し、県内の小学１年生に配布。
○児童・生徒、保護者、青少年健全育成関係者向けにＳＮＳの安全利用等を含めたインター
ネット安全利用啓発講話を年２５回実施。
○小・中・高学校に向けにインターネット安全利用啓発ＤＶＤを８１回貸出。

◎

　インターネット安全利用啓発講話につい
て、中学校・高校・大学・一般の各団体から
幅広く依頼が寄せられ、一定の啓発効果が
あったものと思料された。
　インターネット安全利用啓発ＤＶＤを貸し
出し、貸出先団体において防犯授業で活用し
た等の連絡を受けた。
　また、啓発リーフレットについては、配布
先の関係機関から、小学校の授業で活用した
等の連絡があり、児童生徒に対する一定の啓
発効果があったものと思料された。

　インターネット安全利用啓発講話につい
て、中学校・高校・大学・一般の各団体から
幅広く依頼が寄せられ、警察とコラボするな
どして実施したことで一定の啓発効果があっ
たものと思料された。
　インターネット安全利用啓発ＤＶＤを貸し
出し、貸出先団体において防犯授業で活用し
た等の連絡を受けた。
　また、啓発リーフレットについては、配布
先の関係機関から、学校の授業で活用した等
の連絡があり、児童生徒に対する一定の啓発
効果があったものと思料された。

　ネットトラブルの態様が年々高度化・
複雑化していることから、講話内容をブ
ラッシュアップするとともに、県民への
広報・周知の方法について検討していく
必要がある。

　法整備による青少年のＳＮＳ利用制限
の動きを注視しつつ、リベンジポルノ、
青少年の自画撮り被害、ＳＮＳ上の知人
からの誘い出し等のインターネットトラ
ブル防止等の啓発活動を継続して行って
いく。 共同参画

社会推進
課
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配偶者暴力相
談支援セン
ター事業/ネッ
トワーク連絡
協議会設置・
運営

主要 有 1,933 1,986

　困難な問題を抱える女性への支援に
関する法律に基づく要保護女子や配偶
者からの暴力の被害者への相談・保
護・指導について、的確で迅速な対応
を行うため、関係機関の緊密な連携と
情報の共有を図る。

【事業目標】
　配偶者間その他男女間におけるあらゆる暴力的行為の根絶

【実施状況】
○女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会の開催
○一時保護委託の実施

◎

　関係機関を一堂に会して協議会を開催し、
各機関の取組状況等の共有を図り、顔の見え
る関係の構築につながった。関係機関間の課
題認識の共有とともに、連携の強化が図られ
た。

　関係機関を一堂に会して協議会を開催し、
各機関の取組状況等の共有を図り、顔の見え
る関係の構築につながった。関係機関間の課
題認識の共有とともに、連携の強化が図られ
た。

　特になし。 　引き続き民間団体等との連携強化を図
る。

子ども・
家庭支援

課

「女性相談
員設置事業/
配偶者暴力
相談支援セ
ンター事
業」の一部
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　家庭教育上の諸問題について必要な
情報や学習の機会の提供、家庭教育に
関する相談対応、子育て支援者の育成
及び市町村の家庭教育支援チームの普
及・定着等を図ることを通して、地域
全体で親の「学び」と「育ち」を支え
る環境づくりを進め、家庭教育の充実
と振興を図る。父親の家庭教育参画に
は支援が必要であることから、令和７
年度より「父親の家庭教育支援事業」
を「家庭教育支援チーム派遣事業」に
統合し、夫婦で参加する等、より参加
しやすい形態とした。
　自然体験事業では、県立自然の家を
会場に親子での自然体験や生活体験、
読書体験などの共通体験及び感動体験
を通して、親子間の愛着形成を図るこ
とをねらいとする。

4,120
の一部

4,429
の一部

有主要

みやぎらしい
家庭教育支援
事業「家庭教
育支援チーム
派遣事業」
「自然の家体
験事業（学ぶ
土台づくり事
業）」

生涯学習
課

　地域全体で子育て中の親の支援ができ
る環境づくりを進めるため、親子で参加
するイベントだけではなく、保護者を対
象とした参加型ワークショップを企画
し、家庭教育支援チーム員を派遣し、親
の学びを深めていく。
  自然体験事業では、自然体験活動に期
待している参加者が多く、荒天時のプロ
グラム変更の伝え方を工夫する必要が
あった。クマ対策は喫緊の課題である。
誰もが安心して参加できるプログラム開
発にあたっては、活動内容を変更しても
本事業の目標が十分に達成できるよう、
３公所及び国立花山青少年自然の家と連
携を強化し、タイムリーに情報共有を行
うようにする。

　ＳＮＳでのイベント告知があったもの
の、観覧者の多くは、「図書館に来たら
偶然読み聞かせ会があることを知った」
とのことだった。リフノスは、図書館以
外にも、調理室やスタジオ等様々な部屋
がある。図書館の利用者以外の参加も見
込めることから、事前告知の仕方に工夫
が必要であると考えられる。また、午後
の来館者数自体が少なかったことから、
時間帯も考慮する必要があった。
　自然体験事業では、抽選で参加者が決
定した後のキャンセルが見られた。幼稚
園や保育所の行事と重なったという理由
が多く、落選した方への追加募集も行っ
たが定員に満たない事業もあった。秋季
開催の事業では、募集開始が夏季休業と
重なり、広報活動が不十分であったとい
う反省点も挙げられた。募集の際には、
幼稚園・保育園の行事を確認するととも
に、チラシ配布の日程等の調整を行うこ
とで、地元からの応募者がもっと増える
と予想される。

　利府感動倶楽部主催の事業「本の日」の事
業の一つとして、宮城県家庭教育支援チーム
から石垣氏を派遣し、本課事業を実施した。
観覧に来た子どもたちは、次の展開に期待し
て目を輝かせていた。また、昔の紙芝居屋で
使う拍子木を鳴らしてもらう等、親子で楽し
む様子が見られた。
　自然の家体験事業では親子延べ２８６人が
参加した。「親子・家族で充実した体験がで
きた」という感想が多かったことから、親子
での自然体験を通して、絆を深めながら円滑
な親子の関わり方を学ぶ機会を提供すること
ができた。延べ人数は減ったものの、前年度
に比べて、申込数が大きく増加した事業もあ
る。前年度良好な評価を得たことで、今年度
の内容の魅力アップに繋がったと考えられ
る。

　父親の家庭教育参画支援事業では、３５名
が参加した。１６名の保護者が基調講演を聞
いている間、子供たちは「遊び」を楽しんで
いた。子供たちの見守りは大崎市の家庭支援
教育チームが担い、安全に活動することがで
きた。参加者はからは「遊びながら学べる環
境が良かった」「家庭で話し合う時間をつく
りたい」の感想があり、父親の家庭教育参画
の重要性、両親がともに家庭教育に携わるこ
とが重要だと考える機会となった。
　自然の家体験事業では親子延べ３２２人が
参加した。親子での共同作業を通して、家庭
での手伝いや体験活動の大切さを話題にされ
る保護者が多くいたことから、家庭内におけ
る生活体験のあり方等についての考えを深め
るきっかけを与えることができた。

○

○家庭教育参画支援事業
・一人一人がライフワークを考え、生きがいをもって子育てできるように、父親が育児に積
極的に参画するきっかけを作る。また、地域のイベントに家族で参加することで、子育て中
の保護者と子供の愛着形成の一助となる機会を提供する。
【令和７年度】・・・１回実施
　「お父さんによる読み聞かせ会」
　日　　時：令和８年１月１８日（日）　１３：００～１３：３０
　場　　所：利府町文化交流センター「リフノス」
　観覧者数：１０人（ 大人７人 、子ども３人）
  主な内容：お父さんによる紙芝居の読み聞かせ
　　　　　　読み手　宮城県家庭教育支援チーム 協議委員 石垣 政裕 氏
○自然の家体験事業（学ぶ土台づくり）
・自然の家で幼児を対象とした自然体験活動を行うとともに、子育てサポーター等を活用し
た親の「学び」と「育ち」の機会を提供する。
【令和７年度】・・・６回実施
　志津川自然の家（洋上巡り、夜間ハイキング他）：第１回４０人（親子２０組）、第２回
３８人（親子１９組）
　蔵王自然の家（ニジマスつかみ、親子遊び他）　：第１回７８人（親子３９組）、第２回
４４人（親子２２組）
　松島自然の家（ネイチャーゲーム、おやつ作り他）：第１回４６人（親子１８組）、第２
回４０人（親子１４組）
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　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考
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ＤＶ被害未然
防止のための
相談体制の確
立及び関係機
関の連携強化

主要 有 849 849

　男女共同参画社会を実現するために
は、女性の権利を不当に侵害し、か
つ、社会進出を阻害する要因となる女
性に対する暴力を許さず、女性が安心
して生活できる社会を構築する必要が
ある。
　よって、ＤＶ被害の未然防止に向け
た相談体制を確立し、迅速かつ的確な
対応を図るとともに、被害者等の適切
な保護対策の確立に向けた関係機関と
の連携を強化する。

【事業目標】
　ＤＶ被害未然防止のための相談体制の確立及び関係機関の連携強化

【実施状況】
○県民安全対策課において、県内のＤＶ事案及びＤＶに発展する危険性のある男女間トラブ
ル等を一元管理し、相談への適切な対処と被害防止に向けた指導警告を行うとともに、女性
自立支援施設への一時避難、住民基本台帳閲覧制限に係る援助等、関係機関と連携した保護
対策を推進した。
○女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会などを通じ、各関係機関との相互理解と協
力体制を強化した。
○60台保有している位置情報通報装置をＤＶ被害のおそれのある相談者に貸与し、ＤＶの未
然防止と保護対策を図った。

◎

  ＤＶ相談に適切に対応するための体制を確
立するとともに、関係機関との協力体制を構
築し、被害の未然防止のための対応を徹底し
たことによりＤＶ被害の未然防止が図られ
た。

　ＤＶ相談に適切に対応するための体制を確
立するとともに、関係機関との協力体制を構
築し、被害の未然防止のための対応を徹底し
たことによりＤＶ被害の未然防止が図られ
た。

特になし 　ＤＶ事案の未然防止を促進するため、
相談受理時の対応について、関係機関と
の連携をより一層強化するとともに、Ｄ
Ｖ事案の危険性に対する共通認識を持
ち、対策を推進する。

県民安全
対策課

25

女性相談支援
員設置事業/配
偶者暴力相談
支援センター
事業

主要 有 32,775 36,751

　「困難な問題を抱える女性への支援
に関する法律」第１１条、「配偶者か
らの暴力の防止及び被害者の保護等に
関する法律（ＤＶ防止法）」第４条に
基づき、保健福祉事務所及び女性相談
センターに女性相談員を配置し、要保
護女子等の相談に応じ、援助、指導等
を行う。
　女性相談支援センターは、ＤＶ防止
法に基づく「配偶者暴力相談支援セン
ター」としての機能を有し、被害者を
保護するため、関係機関への一時保護
委託等を行う。

【事業目標】
　配偶者間その他男女間におけるあらゆる暴力的行為の根絶

【実施状況】
○女性相談支援員設置事業
・各保健福祉事務所及び女性相談支援センターに配置（配置人数：１０名）
○配偶者暴力相談支援センター事業
・諸問題を抱える女子の相談に応じ、援助、指導等及び一時保護委託等を実施
・被害者からの保護命令等の申し立てに応じ、地方裁判所に必要な資料を提供

◎

　女性相談支援センター（配偶者暴力相談支
援センター）において、要保護女子及び配偶
者等からの暴力に関する相談に応じ、助言や
必要な調査及び心理学的面接等を実施したほ
か、一時保護等を実施し、適切に被害者支援
を行った。

　女性相談支援センター（配偶者暴力相談支
援センター）において、要保護女子及び配偶
者等からの暴力に関する相談に応じ、助言や
必要な調査及び心理学的面接等を実施したほ
か、一時保護等を実施し、適切に被害者支援
を行った。

　ＤＶ被害の訴えは男性からも寄せられ
るものの、県の一時保護は女性限定であ
り、男性の一時保護は困難である。

　ＤＶ事案の未然防止を促進するため、
相談受理時の対応について、関係機関と
の連携をより一層強化するとともに、Ｄ
Ｖ事案の危険性に対する共通認識を持
ち、対策を推進する。

子ども・
家庭支援

課

配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業/
ネットワー
ク連絡協議
会設置・運
営
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性暴力被害相
談支援セン
ター宮城の設
置・運営

主要 有 33,705 33,065

　性暴力の被害者は、心に深刻な影響
を与えるにも関わらず、羞恥心や加害
者からの報復を恐れる等の理由から警
察への被害届出を行わない場合も多
く、潜在的な被害者が少なくない。そ
こで、平成２６年４月から「性暴力被
害相談支援センター宮城」を設置・運
営し、性暴力の被害者やその家族等に
対し、専門的な研修を受けた相談員が
性暴力被害者の要望に応じた支援の
コーディネートを行い、被害者の二次
被害の軽減と心身の早期回復を図ると
ともに、被害の潜在化を防止する。

【事業目標】
　性暴力被害者の二次被害の軽減と心身の早期回復

【実施状況】
○公益社団法人みやぎ被害者支援センターに「性暴力被害相談支援センター宮城」の運営を
委託し、性暴力の被害者及び家族等に対する以下の支援を行った。
・電話相談・面接相談・メール相談
・関係機関への引継ぎ及び付き添い支援
・公認心理師・臨床心理士等や弁護士の紹介、無料カウンセリングの提供
・医療機関の紹介・初診料、性感染症検査費用及び緊急避妊措置料、人工妊娠中絶措置料等
の助成
・２４時間３６５日相談支援体制（オンコール体制）構築
・外国語通訳による相談
・ＡＶ出演被害防止・救済法に係る出演者の相談・支援
○「性暴力被害相談支援センター宮城」の周知を図るため、以下の広報を行った。
・リーフレットの制作、地下鉄広告

○

　性暴力被害者一人ひとりの要望に応じた適
切な支援を行うことを通じて、心身の健康の
回復を図った。
【令和６年度取扱件数】
　８４７件（電話相談　５５６件、面接　４
２件、メール相談　４６件、直接支援　２０
３件）

　性暴力被害者一人ひとりの要望に応じた適
切な支援を行うことを通じて、心身の健康の
回復を図った。
【令和７年度取扱件数】
　８４５件（電話相談　５７５件、面接　６
０件、メール相談　５１件、直接支援　１５
９件）

　性暴力被害者は、潜在化することが少
なくないとされるため、一人でも多くの
方が支援につながるよう、性別を問わ
ず、広く相談窓口の周知を行うことが必
要である。

　県民の「性暴力被害相談支援センター
宮城」の認知度の向上に努めるととも
に、性別を問わず相談を受け付けている
ことを周知する。今後も、性暴力の被害
者等の要望に応じた支援のコーディネー
トを行う拠点として、関係機関と連携し
ながら支援を行っていく。

共同参画
社会推進

課

28

配偶者暴力
（ＤＶ）被害
者支援対策事
業「ＤＶ防止
啓発事業」 主要 有 2,366 2,399

　配偶者からの暴力を防止し、被害者
を支援することにより自立の促進に努
め、かつ配偶者からの暴力を容認しな
い社会の実現を図る。

【事業目標】
　配偶者間その他男女間におけるあらゆる暴力的行為の根絶

【実施状況】（令和８年３月３１日現在）
○一般向けリーフレットの作成・配布（８，５００部）
○中・高校生向け啓発資料の作成・配布（リーフレット５，０００部、パンフレット　３
１，５００部）
○ＤＶ・デートＤＶ・性教育に関する出前講座の実施（県内中学校、高等学校、専門学校等
４６校　５，０８５名参加）

◎

　中高生向けのデートＤＶ防止講座につい
て、参加者の約７０％デートＤＶや性に関す
る関心が深まったとの回答であり、ＤＶや性
に関する予防教育として一定の効果があっ
た。

　中高生向けのデートＤＶ防止講座につい
て、参加者の約７０％デートＤＶや性に関す
る関心が深まったとの回答であり、ＤＶや性
に関する予防教育として一定の効果があっ
た。

　特になし。 　ＤＶ防止に関する県民の認知度の向上
を図るとともに、中高生などに対して
デートＤＶ防止講座により、若年層への
ＤＶ防止啓発を行う。 子ども・

家庭支援
課

配偶者暴力
（ＤＶ）被
害者支援対
策事業の一
部
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配偶者暴力
（ＤＶ）被害
者支援対策事
業「ＤＶ被害
者等セーフ
ティネット強
化支援パイ
ロット事業」

主要 有 30,000 30,000

　配偶者からの暴力を防止し、被害者
を支援することにより自立の促進に努
め、かつ配偶者からの暴力を容認しな
い社会の実現を図る。

【事業目標】
　配偶者間その他男女間におけるあらゆる暴力的行為の根絶

【実施状況】（令和８年３月３１日現在）
　民間支援団体と連携したＤＶ被害者支援の取組を実施（ＳＮＳ相談・相談員研修・民間
シェルターなど、連携団体：３団体）

◎

　障害をもつ方のシェルター受入れ体制を構
築した。

　引き続き、障害をもつ方のシェルターを含
めた受入れ体制を整備した。

　ＳＮＳ相談は、女性支援を行う民間団
体が実施しているため、男性からの相談
は困難である。

　民間団体との連携を強化し、暴力行為
根絶に向けて対応を行う。

子ども・
家庭支援

課

配偶者暴力
（ＤＶ）被
害者支援対
策事業の一
部

6,6214,724有主要

性犯罪被害者
等の支援及び
情報提供

26 警務課

  性犯罪被害者等のニーズに応じた、各
種支援施策について積極的に取り組むと
ともに、広報啓発活動を継続的に実施す
る。

　性犯罪被害者は、被害の相談等を躊躇
している場合が多く、潜在化しているこ
とから、相談窓口等に関するあらゆる広
報活動を繰り返し行い、相談窓口等を知
る機会を広げることにより、性犯罪被害
者等の精神的負担の軽減を図っていく必
要がある。

　「性犯罪被害相談電話」の全国共通短縮ダ
イヤル「＃８１０３」を令和元年７月１日か
らフリーダイヤルとして導入し、性犯罪被害
者等がより相談しやすい環境を整備した。
　令和７年度の性犯罪被害相談電話の受理件
数は350件、心理カウンセラー等によるカウン
セリングの実施回数は246回であり、それぞれ
性犯罪被害者の心情等に応じて関係機関と連
携した的確な対応を行い、性犯罪被害者の精
神的負担の軽減に成果を上げた。
　令和７年度の性犯罪被害者に対する、性感
染症検査料や初診時における処置料等の公費
負担延べ170件（1,543,086円）を迅速的確に
適用し、経済的負担の軽減に成果を上げた。
　令和７年度の性犯罪被害者に対する、カウ
ンセリング費用の公費負担を延べ268件
（446,372円）適用し、性犯罪被害者等の精神
的・経済的負担の軽減に成果を上げた。

　「性犯罪被害相談電話」の全国共通短縮ダ
イヤル「＃８１０３」を令和元年７月１日か
らフリーダイヤルとして導入し、性犯罪被害
者等がより相談しやすい環境を整備した。
　令和６年度の性犯罪被害相談電話の受理件
数は229件、心理カウンセラー等によるカウン
セリングの実施回数は186回であり、それぞれ
性犯罪被害者の心情等に応じて関係機関と連
携した的確な対応を行い、性犯罪被害者の精
神的負担の軽減に成果を上げた。
　令和６年度の性犯罪被害者に対する、性感
染症検査料や初診時における処置料等の公費
負担延べ192件（1,734,293円）を迅速的確に
適用し、経済的負担の軽減に成果を上げた。
　令和６年度の性犯罪被害者に対する、カウ
ンセリング費用の公費負担を延べ177件
（727,122円）適用し、性犯罪被害者等の精神
的・経済的負担の軽減に成果を上げた。

◎

【事業目標】
○心理カウンセラー等によるカウンセリング体制の充実
○支援制度の適切な情報提供
○被害者の平穏な生活の確保（公費負担制度の運用）

【実施状況】
○心理カウンセラー等によるカウンセリング体制の充実
・各警察署に指定被害者支援要員及び部内相談員を設け、性犯罪被害者等に対する適切な助
言指導及び支援を行った。
・精神的ダメージの大きい被害者やカウンセリングを希望する被害者に対し、心理カウンセ
ラーによる面接相談を実施した。
・性犯罪捜査指定捜査員研修会において、性犯罪被害者の特徴や対応ポイント等の指導及び
教養を実施した。
○支援制度の適切な情報提供
・性犯罪被害者に対して支援制度等が記載された「被害者の手引」を適時適切に交付し、制
度の教示を行った。
・「性犯罪被害相談電話」や「性暴力被害相談支援センター宮城」について、県警のホーム
ページへの掲載、ポスター掲示、リーフレット配布、ラジオ放送等による情報提供を行っ
た。
○被害者の平穏な生活の確保（公費負担制度の運用）
・性感染症検査料や初診時における処置料等を公費で負担した。
・被害者の精神的・経済的負担を軽減し、早期回復を図るため、性犯罪被害者等に係るカウ
ンセリング費用を公費で負担した。

  性犯罪は、個人の尊厳を踏みにじる
卑劣な犯罪である。
　性犯罪被害相談電話を設置し、「誰
にも知られたくない。」「どうしたら
いいのか分からない。」等と思い悩む
性犯罪被害者等の相談を、臨床心理士
の資格を持つ心理カウンセラーや警察
官などが電話対応する。
　また、性犯罪被害により重度のスト
レスにさらされ、日常生活に支障を来
すような様々な心身反応があらわれた
性犯罪被害者等に対し、心理カウンセ
ラー等がカウンセリング等による支援
を行い、精神的負担の軽減を図るとと
もに、部外の精神科医や早期援助団体
との連携体制を整備し、途切れること
のない充実した支援体制を構築してい
る。
　さらに、性感染症検査料や緊急避妊
措置料等を公費負担する制度を充実さ
せることで、経済的負担の軽減につい
ての支援も行う。
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　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考

30

みやぎの女性
つながり型サ
ポート支援事
業

主要 無 15,000 15,000

　様々な課題や不安を抱え、孤立して
いる女性に対して、社会的なつなが
り・絆を回復するため、地域の実情を
把握するＮＰＯ法人へ委託し、相談内
容を聞き取り自立支援や就業支援機関
との連携を行うもの。

　様々な課題や不安を抱え、孤立している女性に対して、社会的なつながり・絆を回復する
ため、地域の実情を把握するNPO法人へ委託し、相談内容を聞き取り自立支援や就業支援と
の連携を行った。
  委託に際しては、県内を５地域に分け、それぞれ個別の団体（計５団体）へ委託して事業
を実施した。なお、相談件数は５地域合わせて２，２４９件であった。

◎

「みやぎの女性つながりサポート型支援事
業」を実施し、一定の相談件数があり、自立
支援や就業支援等につなげることができたと
考えられる。

　特定の分野に限らない、困難を抱える女性
の相談について実施し、各種福祉機関・医療
機関等の専門機関へ繋ぐとともに、これら機
関への相談が難しい相談者の受け皿ないし居
場所としての役割を果たした。また、長期的
な事業継続の結果、相談者に対する長期の伴
走型支援が実現しており、相談者について家
庭環境の修復、DV被害からの脱却、離婚の成
立、社会復帰等に至ったケースも散見されて
いる。

　同一の相談者からの長期に亘る相談が
寄せられていることから、引き続き同相
談者の居場所として機能させるととも
に、社会とのつながり回復をより促す必
要がある。
　また、出張相談等のアウトリーチ型相
談において、事業の周知・広報の効果が
想定を下回った結果、相談者の数が伸び
悩んだ。

　引き続き、市町村をはじめとする関係
機関と連携し、切れ目のない支援を実施
する。
　また、当事業の周知広報について市町
村等との連携をさらに強化し、相談を必
要とする住民の掘り起こしを図る。

共同参画
社会推進

課
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男女共同参画
社会の形成又
は女性に関す
る施策の推進
状況調査

主要 有 0 0

　宮城県及び市町村における男女共同
参画の現状及び施策の推進状況を把握
し、とりまとめた結果を情報提供する
ことにより、今後の施策の展開に資す
るもの。

【事業目標】
　男女共同参画の現状及び施策の推進状況について調査し、結果を公表するとともに、関係
機関に周知することで、施策推進を図る。

【実施状況】
　宮城県及び市町村における男女共同参画の現状及び施策の推進状況について、内閣府が実
施する全国調査と県独自の調査をもとに、その結果や課題等をまとめＨＰを通じて公開する
とともに、各市町村に情報提供した。
（主な調査項目）
○県
・各施策に係る関連事業の実施状況や指標目標の進捗状況
・男女共同参画に関係する統計的数値　など
○市町村
・条例の制定状況、基本計画の策定状況
・講演会（イベント・研修会・相談事業など）開催状況
・審議会等委員への女性の登用状況　など

◎

　当該調査結果から、男女共同参画に関する
推進状況や県内市町村の進捗状況を把握し
た。
　　特に取組が進んでいない市町村に対して
は、個別訪問による情報収集と県の支援体制
について説明を行い、市町村における男女共
同参画に関する施策推進に貢献した。

　当該調査結果から、男女共同参画に関する
推進状況や県内市町村の進捗状況を把握し
た。
　　特に取組が進んでいない市町村に対して
は、個別訪問による情報収集と県の支援体制
について説明を行い、市町村における男女共
同参画に関する施策推進に貢献した。

特になし 　当該調査を継続し、施策の推移を把握
するとともに、男女共同参画の推進に向
けて考察し、関係各課と各市町村への
フィードバックする。

共同参画
社会推進

課
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労働実態調査

関連 無 585 584

　県内における民間事業所の労働条件
等の実態を把握し、事業所の労務改善
の基礎資料として提供するほか、労働
行政運営の基礎資料とする。

【事業目標】
　県内事業所に働く労働者の労働条件等を把握し、データとして県民等に提供する。

【実施状況】
　県内２，０００事業所を抽出し、労働実態調査を実施した。（回収率２９．５％、有効回
答率２４．３％）
　男女共同参画の視点に関連する項目は、男女別賃金、産前産後休業、育児・介護休業、次
世代育成支援対策推進法への取組、子どもを持つ労働者に対する支援制度の実施状況等。

○

　県内民間事業所の育児休暇取得率など男女
共同参画に関する実態を把握し、データを課
ホームページ等を通じて提供することによ
り、労務改善の検討に資する資料提供という
役割を果たすことができた。

　県内民間事業所の育児休暇取得率など男女
共同参画に関する実態を把握し、データを課
ホームページ等を通じて提供することによ
り、労務改善の検討に資する資料提供という
役割を果たすことができた。

　標本の変化により、年度により調査結
果に変動が見られる。

　今後も、関連項目を含めた実態調査を
実施し、情報発信していく。

雇用対策
課
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みやぎ男女共
同参画相談室
の運営及び相
談対応

主要 無 8,426 9,044

　男女共同参画に関する諸問題につい
て、県民が気軽に相談できる相談窓口
（一般相談、男性相談、法律相談、Ｌ
ＧＢＴ相談）を設置し、他の機関と連
携を図りながら適切な助言等を行うこ
とより、真の男女共同参画社会の実現
を目指す。

【事業目標】
　男女共同参画の実現に向けて、みやぎ男女共同参画相談室において、男女共同参画に関係
する相談を受け付け、適切な助言等を行う。

【実施状況】
○みやぎ男女共同参画相談室で、男女共同参画に関する苦情及び相談を受け付けた。
・相談件数(令和８年３月３１日現在)　１，１６７件　（内訳：一般相談９３３件、法律相
談４３件、男性相談１４８件、ＬＧＢＴ相談４３件）
○複雑化・多様化している男女共同参画に関する相談に的確に対応するための研修を１回実
施した。
・ＬＧＢＴ理解増進セミナー　令和７年６月１３日（参加者：９１人）

◎

　家庭をはじめ、職場・地域など身近な所
に、様々な男女共同参画に関する問題が潜在
していることへの気付きを促すとともに、そ
れらの問題に対する適切な対処を行い、互い
に支え合う社会に向けた機運醸成を図った。
また、基本計画（第３次）から開設したＬＧ
ＢＴ（性的マイノリティ）相談についても、
家庭や職場などにおける様々な悩みに適切に
対応した。

　家庭をはじめ、職場・地域など身近な所
に、様々な男女共同参画に関する問題が潜在
していることへの気付きを促すとともに、そ
れらの問題に対する適切な対処を行い、互い
に支え合う社会に向けた機運醸成を図った。
また、基本計画（第３次）から開設したＬＧ
ＢＴ（性的マイノリティ）相談についても、
家庭や職場などにおける様々な悩みに適切に
対応した。

　みやぎ男女共同参画相談室は性別を問
わず相談を受け付けており、一般相談及
び男性相談件数はほぼ前年度と同数程度
で推移している。男性相談やＬＧＢＴ相
談については、対応窓口や社会的支援先
の情報が少なく限られているため、各相
談機関とのさらなる連携を図り、相談者
の悩みに寄り添う必要がある。

　引き続き、複雑化・多様化している男
女共同参画に関する相談に的確に対応す
るため、相談員や行政職員等を対象とし
た研修によるスキルアップを行い、各機
関との連携を図りながら対応していく。 共同参画

社会推進
課
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子ども・若者
支援体制強化
事業

主要 有 25,069 29,500

　様々な問題により社会生活を円滑に
営む上で困難を有する子ども・若者
（概ね３０歳代まで）に対する支援を
効果的かつ円滑に実施するため、子ど
も・若者支援地域協議会を開催し、関
係機関等のネットワークの構築、強化
を図る。また、「石巻圏域子ども・若
者総合相談センター」及び「県南圏域
子ども・若者総合相談センター」を運
営し、ワンストップ相談サービスを実
施する。

【事業目標】
・社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者に対する支援を効果的かつ円滑に実
施するため、各支援機関のネットワークづくりの構築、支援体制の強化を図る。
・石巻・県南圏域において、ワンストップの相談体制や訪問支援等による支援の充実を図
る。

【実施状況】
・宮城県子ども・若者支援地域協議会を年間で１１回（協議会１回・実務者会議１０回）実
施した。
・石巻圏域子ども・若者総合相談センターを運営し、９３４件の相談があった。
・県南圏域子ども・若者総合相談センターを運営し、１，１６４件の相談があった。

◎

　社会生活を円滑に営む上で困難を有する子
ども・若者の相談の受け入れ窓口として一定
の役割を果たすことができた。また、子ど
も・若者支援地域協議会を通して関係機関の
情報共有や関係強化を図ることができ、相談
体制の充実につなげることができた。
　加えて、個別ケース検討会議の実施に向け
たガイドライン等を作成し、より対応が困難
なケースについても支援できる体制を整備し
た。

　社会生活を円滑に営む上で困難を有する子
ども・若者の相談の受け入れ窓口として一定
の役割を果たすことができた。また、子ど
も・若者支援地域協議会を通して関係機関の
情報共有や関係強化を図ることができ、相談
体制の充実につなげることができた。
　加えて、石巻圏域において、個別ケース検
討会議を開催し、相談者にとってよりよい支
援を提供することができた。
　さらに、県南圏域子ども・若者総合相談セ
ンターの運営を週３から週５に増やしたた
め、より多くの相談に対応することができ
た。

　石巻子ども・若者支援地域協議会を県
協議会に統合し、実務者会議の開催回数
を増やすことで、圏域ごとの関係性の強
化を図ることができた。
　しかし、未だ圏域によっては協議会の
参加機関数の少ないエリアがあることか
ら、協議会の開催内容等について検討を
重ねていく必要がある。

　圏域ごとのニーズや課題感をアンケー
トなどを基に分析し、国の講師派遣事業
を活用しながら、協議会の開催内容の充
実を図ることで、支援体制のより一層の
強化を図る。

共同参画
社会推進

課
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精神保健福祉
センターにお
ける「こころ
の健康相談」
事業

主要 無 3,809 4,254

  県民の精神的健康の保持増進を図る
ため、電話相談窓口を設置して対応す
る。

【事業目標】
　県民の様々な心の悩みに対する相談対応の継続的な実施。

【実施状況】
　Ｒ３年度　：２，４８７件
　Ｒ４年度　：２，９５９件
　Ｒ５年度　：２，９４２件
　Ｒ６年度　：２，７８６件
　Ｒ７年度　：２，５１６件

○

　Ｒ６年度は、相談件数は前年度より１５０
件程度減少しているものの、一日平均１１．
５件の相談を受けており、開設時間中はほぼ
切れ目なく電話対応を行っている。男女比で
は女性からの相談が７割近くを占めており、
本事業の効果は主に女性のメンタルヘルスに
寄与する面が大きいものと考えられる。

　Ｒ７年度の相談件数は２，５００件程度。
一日平均１０．４件の相談を受けており、開
設時間中はほぼ切れ目なく電話対応を行って
いる。女性からの相談は約１，５００件で６
割程度、男性からの相談は約１，０００件で
４割弱となっている。本事業は男女問わず県
民のメンタルヘルスの保持増進に寄与してい
ると考えられる。

　開設時間中はほぼ切れ目なく電話対応
を行っている。相談希望者から「電話が
つながりにくい」という意見をいただく
ことがある。繰り返し電話をいただく方
に対しては、ある程度時間を区切って対
応しているが、相談時間を一律には決め
られないので、一件あたり６０分以上相
談対応することもあり苦慮するところで
ある。

　相談件数が多く、県民ニーズは高いと
思われる。引き続き、電話相談窓口を設
置し、県民の様々な悩みに答えること
で、心の健康の保持増進を図る。

精神保健
推進室
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ひとり親家庭
支援員設置事
業/母子父子寡
婦福祉資金貸
付事業/児童扶
養手当給付事
業/母子・父子
医療費助成事
業

主要 無 1,505,468 1,573,439

　ひとり親家庭が抱える各種問題の相
談に応じ、その自立に必要な指導と支
援を行うとともに、扶養している児童
の福祉増進のための貸付や市町村が行
う医療費助成への補助を行う。

【事業目標】
　母子家庭及び父子家庭等ひとり親家庭の生活の安定と子どもの健全育成

【実施状況】
○ひとり親家庭支援員設置事業：配偶者のない女子・男子等で現に児童を扶養しているもの
等に対し、各種相談に応じ、その自立に必要な指導等を行う。
・各保健福祉事務所に配置（配置人数：１１名）
○母子父子寡婦福祉資金貸付事業：ひとり親等に対し、経済的自立と生活意欲の助長等を図
るため、貸付を行う。修学資金、就学支度資金等１２種類。
○児童扶養手当給付事業：父または母と生計を同じくしていない児童を育成する家庭の生活
安定と自立を促進するため、児童を監護する父母等に対して支給する。
○母子・父子家庭医療費助成事業：母子・父子家庭及び父母のいない児童の家庭の医療費に
係る経済的負担の軽減を図る。
Ｒ８年予算内訳
ひとり親家庭支援員設置事業：３９，２２９
母子父子寡婦福祉資金貸付事業：９４，２１０
児童扶養手当給付事業：１，２５０，０００
母子・父子医療費助成事業：１９０，０００

◎

　ひとり親家庭を対象とする相談体制の整備
を図ったほか、医療費助成や児童扶養手当等
の経済的支援を通して母子家庭及び父子家庭
等ひとり親家庭の自立促進が図られた。

　ひとり親家庭を対象とする相談体制の整備
を図ったほか、医療費助成や児童扶養手当等
の経済的支援を通して母子家庭及び父子家庭
等ひとり親家庭の自立促進が図られた。

　特になし。 　相談件数が多く、県民ニーズは高いと
思われる。引き続き、電話相談窓口を設
置し、県民の様々な悩みに答えること
で、心の健康の保持増進を図る。

子ども・
家庭支援

課

6／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考
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みやぎらしい
家庭教育支援
事業「宮城県
家庭教育支援
チーム派遣事
業」

関連 有
4,429
の一部

4,120
の一部

　家庭教育上の諸問題について必要な
情報や学習の機会の提供、家庭教育に
関する相談対応、子育て支援者の育成
及び市町村の家庭教育支援チームの普
及・定着等を図ることをとおして、地
域全体で親の「学び」と「育ち」を支
える環境づくりを進め、家庭教育の充
実と振興を図る。
　また、少子高齢化、核家族化が進む
現代社会において、中高生が乳幼児と
関わりをもつ機会は少なくなっている
ため、誰もが将来親になる可能性があ
ることを考え、親になる前の学びの機
会を提供する。
  

○宮城県家庭教育支援チーム派遣事業
・県家庭教育支援チーム員を派遣し、地域で家庭教育支援に携わる方や子育て中の保護者、
将来親になるであろう中高生を対象に、宮城県版親の学びのプログラム「親のみちしるべ」
を活用した学びの場を提供する。
・令和７年度　２２回実施（高等学校９校、特別支援学校３校、中学校１校、小学校１校、
幼稚園１校、その他２施設）

◎

令和６年度は「親のみちしるべ」のプログラ
ムを更新し、新たなプログラムとして提供し
た。18回の派遣で延べ１,０３１人が参加（令
和５年は１,０３７人）将来、親になる１０代
を中心に出産や子育て等について疑似体験を
通して考える機会を提供できた。

　２２回の派遣で延べ１，０３３名が参加し
た。
　多感な１０代にとって、深い学びができる
疑似体験は大変効果的であった。リュック
サックやエプロン等で赤ちゃんの重さを体験
し、妊婦の苦労を体験したことで、親になる
ことの責任に気付く生徒が多くかった。ま
た、親への感謝の気持ちをもつ生徒もいた。
　就学前の子どもをもつ保護者対象の事業で
は、子どもとの向き合い方について改めて考
えてもらうとともに、保護者同士がつながる
機会を提供することができた。

　前年度の課題を踏まえ、１校２００名
以上で申込があった学校については複数
回に分けて実施し、受講人数の調整を
行った。その一方で、妊婦の疑似体験を
したものの、子育てを自分事としてイ
メージし理解することは難しい面があっ
た。事前・事後アンケートを協議委員や
実施校と共有し、次年度の事業内容に生
かしていきたい。
　保護者の中には、仕事の時間を割いて
事業に参加することは難しいという意見
もあった。保護者のニーズを把握した上
で、実施時間や内容を検討し、参加しや
すい事業にしていく。

　中高生へ親になるための学びの機会を
提供するだけではなく、親子へ切れ目の
ない支援をするため、子育て中の親に寄
り添い、親自身が学ぶ機会を提供するこ
とも必要である。今年度は保護者向けへ
のプログラムを用意し募集したが、幼稚
園１校、小学校１校の実施に留まった。
次年度は、これまで本課が担っていた保
護者対象プログラムを、各教育事務所と
役割分担して実施する。地域のことをよ
く知っている地域実践リーダー、協議委
員、チーム員との連携を強化し、地域の
実情や保護者の気持ちに寄り添った派遣
事業にしていきたい。

生涯学習
課
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学ぶ土台づく
り推進事業

主要 無 8,723 2,859

「宮城県幼児教育推進指針みやぎの学
ぶ土台づくり」の普及啓発の取組を推
進するとともに、幼児教育の主たる担
い手である市町村・設置者等の理解と
協力を得ながら、幼稚園・保育所・認
定こども園等における幼児教育の内容
面の質の向上を図る。

公私・施設類型の区別なく、幼児教育の主たる担い手である市町村・設置者等の理解と協力
を得ながら、幼稚園・保育所・認定こども園等における幼児教育の内容面の質の向上を図
る。
○研修
・保幼小合同研修会（広域型）（小単位型）
・ＩＣＴを活用した研修材提供
・市町村担当者研修会
○支援
・幼児教育アドバイザー派遣（施設要請型）（定期巡回型）
・幼児教育アドバイザー育成（養成講習）
・ポータルサイトによるワンストップの情報提供
○研究
・幼稚園教育課程宮城県研究協議会
・幼児教育に関わる実態調査・アンケート
・架け橋プログラム拠点地域における実践研究

○

　男女の別なく、人や社会とかかわる中でよ
りよい生き方を求めていくための基盤づくり
を幼児教育段階から進めていくために、研
修、支援、研究を充実させ、内容面の質の向
上を図った。

　男女の別なく、人や社会とかかわる中でよ
りよい生き方を求めていくための基盤づくり
を幼児教育段階から進めていくために、研
修、支援、研究を充実させ、内容面の質の向
上を図った。

　幼児教育の段階から男女共同参画の視
点をさらに取り入れ、一人一人がよりよ
い生き方を求めていくための基盤づくり
を一層推進していく必要がある。

　男女共同参画の視点から幼児教育の一
層の充実を図る。また、幼児教育に関わ
る人材の男女共同参画に係る内容面の質
の向上を図るため、市町村独自の幼児教
育アドバイザーの人材確保に向けた養成
講習の実施と架け橋プログラム拠点地域
における実践研究により、幼児教育の主
たる担い手である市町村の幼児教育推進
体制の整備に取り組む。

義務教育
課
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人権教育の推
進

主要 無 65 65

　人権尊重の精神を基盤として、様々
な偏見や差別をなくし、異文化や多様
性を理解し、互いに認め合い、支え合
い、共によりよく生きようとする「共
生の心」を育成する。

　人権尊重の精神を基盤として、様々な偏見や差別をなくし、異文化や多様性を理解し、互
いによりよく生きようとする「共生の心」を育成するために、「学校教育の方針と重点」に
人権教育の重点を示し、人権教育の充実を図る。
○人権教育が学校として組織的・系統的に推進されるよう、児童生徒の実態や発達の段階を
踏まえ、明確な目標や指導方針を設定した全体計画を作成するとともに、その取組の点検・
評価に努めるよう促してきた。
○「学校教育の方針と重点」に心の教育の重点事項として、人権教育との関連を掲げ、人権
尊重の精神を基盤として互いに助け合って生活する態度を養うことを促すとともに、教職員
自らが人権教育の実践者であるという意識を高め、共生の心や実践的な態度を育成するため
の学習教材の開発や指導方法の研修に努めるよう促した。

○

　各学校の教育計画に人権教育が位置付けら
れ、人権及び男女共同参画に関する意識の醸
成に配慮した指導等の充実が図られている。
　人権についての理解を深め、「人権感覚」
を身に付けるために、道徳を中心に各教科等
の学習内容と関連を図った指導計画を作成
し、取組の評価・点検に努めている。

　各学校の教育活動全体を通して、互いの人
権や個性を尊重し合い、一人一人を大切にし
た温かい人間関係を育成する指導の充実に努
めている。
　児童生徒の実態や発達段階を踏まえ、各教
科等との関連を図った全体計画を作成してい
る。
　各教科等において、児童生徒の実態や発達
段階に応じて、自分で考え正しく判断し、具
体的な人権問題を解決しようとする実践的な
態度を育む学習活動が展開されている。

　教職員自らが人権意識を高め、自らの
言動を振り返りつつ、人権に配慮した教
室環境及び言語環境の整備、望ましい集
団づくり、人間関係づくりなど、一人一
人の児童生徒の基本的人権を大切にした
指導及び支援に一層努める。

　「学校教育の方針と重点」に示した人
権教育の具体的な視点・留意点を踏まえ
た指導をする。
　いじめ問題及び人権並びに男女共同参
画に関する意識の醸成に配慮した指導
等、人間関係の大切さを意識した指導を
充実させていく。
　さらに、家庭・地域及び異校種間、関
係諸機関と連携・協力し、学校の内外を
通じて多様な学習活動が展開できるよう
に改善を図る。

義務教育
課
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子育て県民運
動推進事業ほ
か子育て支援
事業

関連 無 3,486 1,746

　安心して子こどもを生み育てること
ができる地域社会の実現を図るため、
地域全体で子育てしやすい環境の整備
と気運の醸成を推進するもの。

【事業目標】
　県民全体で子育てをする気運を醸成するとともに、子育てしやすい地域づくりを推進す
る。

【令和７年度　実施状況】
○子育て支援を進める県民運動推進事業
・みやぎ子育て支援パスポート事業の実施等
○次世代育成支援対策事業
・子ども・子育て会議・次世代育成支援対策地域協議会の合同開催：１回
○地域子ども・子育て支援事業　（１３事業）
・放課後児童健全育成事業　３４市町　　　８４２（支援の単位）
・病児保育事業　　１９市町村　　　４４施設
・延長保育事業　　２６市町村　　６２９施設
○待機児童解消推進事業
・保育所等整備事業
・家庭的保育事業
・待機児童解消加速化プラン強化事業
・保育施設整備緊急加速化事業

◎

　地域全体で子ども・子育てを支援する気運
の醸成と、子育て世帯の多様なニーズに応じ
た地域の体制整備のための施策の実施によ
り、子育てしやすい地域づくりに一定の成果
が出ている。

　地域全体で子ども・子育てを支援する気運
の醸成と、子育て世帯の多様なニーズに応じ
た地域の体制整備のための施策の実施によ
り、子育てしやすい地域づくりに一定の成果
が出ている。

　核家族化や地域のつながりの希薄化に
よる子育て環境の変化に伴い、地域で求
められる子育て支援も多様化しているこ
とから、安心して子育てができる支援の
一層の充実が求められる。

　「子育て支援を進める県民運動」に継
続して取り組むとともに、さらに、地域
において子育て世帯を支援する体制が整
備されるよう支援していく。

子育て社
会推進課
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私立幼稚園預
かり保育支援
事業

関連 有 287,330 267,460

　私立幼稚園の教育時間終了後や休業
日及び長期休業日において、預かり保
育を実施する幼稚園に対して補助を行
うことにより、預かり保育事業の増進
を図るとともに、幼稚園の経営の健全
性を高め、もって子育て支援の機能の
充実と幼児の福祉の増進を図る。この
ことにより、女性の就労促進、さらに
は男女間の家事に関わる時間の変化に
より、家庭における男女共同参画の推
進が期待できる。

　私立幼稚園預かり保育支援について、「私立学校教育改革推進特別経費補助金交付要綱」
及び「私立幼稚園預かり保育推進事業補助金交付要綱」に基づき、６８学校法人（９４幼稚
園）及び４宗教法人等（４幼稚園）に対して、その実績に応じ補助金を交付した。
　幼稚園数１６１園（学校法人立及び非学校法人立（Ｒ７.５.１時点、休園中を除く、幼稚
園から移行した幼保連携型認定こども園含む））のうち、令和７年度の実施状況は以下のと
おり。
・預かり保育推進事業補助金支給幼稚園数　　　　９４園（１５９，４６０千円）
・長期休業日預かり保育推進補助金支給幼稚園数　９７園（　４７，２４０千円）
・休業日預かり保育推進補助金支給幼稚園数　　　８２園（　４３，４９０千円）
※このほか、Ｈ２７．４から子ども・子育て支援新制度の実施により、一時預かり（幼稚園
型）（保健福祉部子育て社会推進課所管）を受託した幼稚園数は６５園。

○

　預かり保育に係る経費について補助を実施
することにより、子育て支援の機能充実が図
られたため。

　預かり保育に係る経費について補助を実施
することにより、子育て支援の機能充実が図
られたため。

　特になし 　「子育て支援を進める県民運動」に継
続して取り組むとともに、さらに、地域
において子育て世帯を支援する体制が整
備されるよう支援していく。

私学・公
益法人課
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待機児童解消
推進事業

関連 無 170,271 104,346

　市町村が行う保育所整備等に対して
補助を行うほか、各種待機児童解消施
策を効果的・効率的に推進し、県内に
おける保育所等の待機児童の解消を図
る。

【事業目標】
　待機児童の解消

【実施状況】
　保育所整備への支援として以下を実施
○国の補助事業活用により保育所等整備を進める市町村への支援を行った。
○保育所の整備に対する県単独の上乗せ補助を行った。

◎

　各市町村において、保育所等の整備を行
い、待機児童数がＲ５．４．１：４１人（う
ち仙台市０人）からＲ６．４．１：１８人
（うち仙台市０人）と２３人減少した。

　各市町村において、保育所等の整備を行
い、待機児童数がＲ６．４．１：１８人（う
ち仙台市０人）からＲ７．４．１：１７人
（うち仙台市０人）と１人減少した。

　その年の待機児童数を上回る保育所等
の整備を行ってきたところであるが、高
い申込ニーズや利用を希望する地域の偏
在などにより、待機児童の解消までには
至らない。

 今後は、地域毎のニーズに合わせた保
育施設の統廃合を含む施設整備や医ケア
児等の多様な児童の受入れ体制整備を支
援することにより、待機児童の解消を
図っていく。

子育て社
会推進課

7／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考
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苦情処理体制
運営事業

関連 無 6,501 6,729

男女共同参画社会の形成に当たって
は、家庭における男女の共同参画の実
現、特に男性側のさらなる参画が重要
である。
　家庭における、要介護・要支援高齢
者に対する介護等についても、同様に
男女の共同参画が重要である。
　本事業は、介護保険制度上、国民健
康保険団体連合会（以下「国保連」と
いう。）が実施する、苦情処理体制運
営事業に対して必要な補助を行う事業
であるが、当該補助事業において、補
助事業者である国保連が、介護保険
サービスを提供する事業者・施設等に
関する、苦情・相談の窓口を設置し、
介護に対する社会的な支援を行うこと
で、間接的に家庭における介護等に対
する男女の共同参画についても支援を
行うもの。

【事業目標】
　介護保険制度で提供されるサービス内容や事業者・施設等に関する利用者からの苦情・相
談に応じ、適切な介護保険サービスの提供の確保と介護保険制度の円滑な実施を図るため、
国民健康保険団体連合会が実施することになっている苦情処理体制運営事業に対して必要な
補助を行う。

【実施状況】
　苦情・相談受付件数
○令和７年度は、１１４件
○令和６年度は、１１６件
○令和５年度は、１０７件

○

　介護保険サービスを提供する事業所・施設
等に関する、苦情・相談の窓口を設置し、介
護に対する社会的な支援を行うことで、間接
的に家庭における介護等に対する男女の共同
参画についても支援を行った。

　介護保険サービスを提供する事業所・施設
等に関する、苦情・相談の窓口を設置し、介
護に対する社会的な支援を行うことで、間接
的に家庭における介護等に対する男女の共同
参画についても支援を行った。

　特になし 　本事業の主たる目的は、介護保険制度
で提供されるサービス内容や事業者・施
設等に関する利用者からの苦情・相談に
応じ、適切な介護保険サービスの提供の
確保と介護保険制度の円滑な実施を図る
ことである。
　今後も、事業者・施設等に対する苦
情・相談に対して適切に対応すること
で、当該サービス利用者及びその家族
（家庭）における介護に関する悩みや課
題の解決の支援を行い、家庭における介
護に対する男女共同参画の推進に貢献し
ていく方針である。

長寿社会
政策課
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育児に関する
情報提供及び
相談・支援体
制の整備

関連 有 205,878 218,987

育児を社会全体で支えていくための体
制の整備及び子育ての不安解消等を抱
えている方に対する支援を行う。

【事業目標】
○相談体制の充実

【実施状況】
○保健福祉事務所に専任の家庭児童相談員を配置し、児童家庭福祉に関する相談に対応し
た。
○家庭訪問や心理検査など、児童相談所が児童福祉に関する専門機関として相談援助活動を
実施できる体制を整備した。

◎

　相談体制の強化により、各家庭の抱える諸
問題の解決を図った。

相談体制の強化により、各家庭の抱える諸問
題の解決を図った。

　相談窓口の開設時間が平日日中に限定
されるため、就労者等に配慮した相談受
付時間の確保が課題。

引き続き、家庭相談業務を行いつつ、児
童相談所で行う２４時間対応の緊急相談
の維持を図っていく。

子ども・
家庭支援

課
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女性相談支援
員設置事業/女
性相談支援セ
ンター扶助費

主要 有 46,492 51,797

 「困難な問題を抱える女性への支援
に関する法律」に基づき、要保護女性
の保護更生等を実施する場合のほか、
「配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護等に関する法律」に基づき、Ｄ
Ｖ被害女性等について適切な援助の方
法を決定し、その措置を行うまでの間
又は短期間の更生指導を必要とする場
合に一時的に保護する。また、衣食そ
の他日常生活に必要なものを給付する
とともに、心身の状態等の観察を通じ
て必要な指導等を行う。

【事業目標】
　配偶者間その他男女間におけるあらゆる暴力的行為の根絶

【実施状況】（令和８年３月末現在）
○女性相談支援員設置事業：各保健福祉事務所及び女性相談支援センターに配置（配置人
数：１０名）
○一時保護所　　　　　　：１カ所　定員５名
○一時保護人数　　　　　：９０人（うち同伴児童３８人） ◎

　女性相談支援センターにおいて、必要な調
査や心理学的面接を行い、処理方針に基づき
助言指導を実施したほか、警察との連携によ
り夜間や緊急時の体制を整備し、適切に対応
した。

　女性相談支援センターにおいて、必要な調
査や心理学的面接を行い、処理方針に基づき
助言指導を実施したほか、警察との連携によ
り夜間や緊急時の体制を整備し、適切に対応
した。

　相談窓口の一層の周知や支援者の支援
スキルの向上を図る必要がある。

　様々なケースに適切に対応する必要が
あるＤＶ事案について、創意工夫した指
導教養を実施し、全職員の対応能力の向
上を図る。

子ども・
家庭支援

課
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教養及び相談
体制の充実

主要 有 8,034 8,034

　家庭内において、相互に人権を尊重
し、協力した生活を送るためには、配
偶者による暴力を根絶しなければなら
ない。
　被害者が一人で悩みを抱え込まず、
安心して相談できる体制を構築するた
め、職員に対する教養を実施し、ＤＶ
事案に対して適切な保護対策等の知
識・技能を習得する。

【事業目標】
　職員に対する教養を実施し、ＤＶ事案に対する適切な相談受理と保護対策について周知さ
せるとともに、専門的知識を有するアドバイザーの活用による相談体制の強化を図る。
　
【実施状況】
○ＤＶ事案に関する教養資料を作成するとともに、主管部門以外にも幅広い職員を対象に、
その特性に対応した教養を実施し、相談対応能力の向上を図った。
○警察本部に会計年度任用職員としてアドバイザー２名の配置を継続するとともに、ＤＶ事
案に対処する警察官の24時間体制での運用により、相談体制の強化が図られている。
○警察署で受理したＤＶ相談について、警察本部や関係警察署で情報共有するシステムを構
築することにより、個々の相談に対して、多角的に助言し、対応の強化を図った。

◎

  幅広く職員に対する教養を実施し、ＤＶ事
案対処の重要性と相談者の特性を理解させる
とともに、適切な対応について浸透させ、重
大事件の発生を未然に防止した。
　警察署から報告を受けた事案について、ア
ドバイザーからの積極的かつ的確な助言指導
により適切に処理され、重大事件への発展を
阻止した。

　幅広く職員に対する教養を実施し、ＤＶ事
案対処の重要性と相談者の特性を理解させる
とともに、適切な対応について浸透させ、重
大事件の発生を未然に防止した。
　警察署から報告を受けた事案について、ア
ドバイザーからの積極的かつ的確な助言指導
により適切に処理され、重大事件への発展を
阻止した。

特になし 　様々なケースに適切に対応する必要が
あるＤＶ事案について、創意工夫を凝ら
した指導教養を実施し、全職員の対応能
力の向上を図る。
　また、多様な角度から事案の危険性及
び切迫性を判断すべく、継続してアドバ
イザーによる助言指導等を行う。

県民安全
対策課
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児童虐待防止
強化事業

主要 有 165,008 188,469

児童虐待の防止等に関する法律では、
児童虐待について、児童に対する著し
い暴言・拒絶的な対応や児童が同居す
る家庭における配偶者に対する暴力な
ど、心理的な外傷を与える言動につい
ても含まれることを規定しており、適
切な対応が求められている。
　児童虐待相談・通告にしっかり対応
できるよう、マイニングも活用し児童
相談所の体制強化を着実に進めるとと
もに、市町村や警察，学校など関係機
関と連携し、児童虐待の早期発見・早
期支援に努めていく。

【事業目標】
○児童相談所の体制強化
○相談体制の充実
○関係機関連携による支援体制の強化

【実施状況】
○児童相談所職員の専門性強化を目的とした研修の受講により、児童福祉分野における職員
個々の専門知識の向上を図った。
○子育ての不安解消、子育て世帯・子どもの孤立、児童虐待の防止等を目的としたＳＮＳ相
談を年間を通して実施した。
○市町村、児童相談所、学校、警察など連携して支援する要保護児童対策地域協議会の構成
機関を対象とした研修会を開催し、支援体制の強化を図った。

◎

　支援体制及び相談体制の強化により、各家
庭の抱える諸問題の解決を図った。

支援体制及び相談体制の強化により、各家庭
の抱える諸問題の解決を図った。

相談窓口の開設時間が平日昼に限定され
るため、就労者等に配慮した相談受付時
間の確保が課題。

　引き続き、家庭相談業務を行いつつ、
児童相談所で行う２４時間対応の緊急相
談の維持を図っていく。

子ども・
家庭支援

課
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配偶者暴力
（ＤＶ）被害
者支援対策事
業「ＤＶ被害
者等自立生活
援助事業」

主要 有 2,177 2,360

　配偶者からの暴力を防止し、被害者
を支援することにより自立の促進に努
め、かつ配偶者からの暴力を容認しな
い社会の実現を図る。

　【事業目標】
　配偶者間その他男女間におけるあらゆる暴力的行為の根絶

　【実施事業】（令和８年３月３１日時点）
　〇女性自立支援施設退所者への自立生活援助として、電話相談等の実施
　・支援実績件数　３８６件

◎

　女性自立支援施設等の退所後も、電話相談
や訪問、同行支援等を行い、被害者の自立を
支援した。

　女性自立支援施設等の退所後も、電話相談
や訪問、同行支援等を行い、被害者の自立を
支援した。

　女性自立支援施設等への入所者は女性
であるため、男性への支援が弱い。

　引き続き、施設退所後も継続的に自立
に向けて支援する。

子ども・
家庭支援

課

配偶者暴力
（ＤＶ）被
害者支援対
策事業の一
部

8／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考
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コスモスハウ
ス事業費/長期
収容施設入所
委託事業費/さ
くらハイツ管
理運営委託費

主要 有 141,826 153,583

　女性自立支援施設（根拠法：困難な
問題を抱える女性への支援に関する法
律）は、様々な事情により社会生活を
営む上で困難な問題を抱えている女性
のほか、配偶者からの暴力による被害
者の保護を行っており、これら要保護
女子等の生活指導、職業指導等必要な
指導を行い、自立を支援する施設であ
る。また、母子生活支援施設（根拠
法：児童福祉法）は、配偶者のない女
子とその子どもを保護するとともに、
これらの者の自立の促進のためにその
生活を支援する施設であり、ＤＶ被害
者の受け入れが進んでいる。

【事業目標】
　配偶者間その他男女間におけるあらゆる暴力的行為の根絶

【実施状況】（令和８年３月３１日時点）
○女性自立支援施設　１カ所　定員１０世帯
○県外の長期収容施設への入所委託　２名
○母子生活支援施設　４カ所　定員８０世帯

◎

　要保護女子及びＤＶ被害者に対し、相談か
ら保護及び自立支援までを一貫してサポート
することにより、被害者の安全と秘密を保持
しながら社会復帰へ向けた支援を実施した。

　要保護女子及びＤＶ被害者に対し、相談か
ら保護及び自立支援までを一貫してサポート
することにより、被害者の安全と秘密を保持
しながら社会復帰へ向けた支援を実施した。

　ＤＶ等に関する相談件数は高どまりで
推移していることから、ＤＶ被害者及び
同伴児の自立に向けての支援を継続して
実施する必要がある。

　引き続き、配偶者からの暴力等の困難
な問題を抱える女性の保護と自立に向け
た支援を実施する。

子ども・
家庭支援

課
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学校保健総合
支援事業「学
校・地域保健
連携推進事
業、学校保健
研修会（課題
解決）、性教
育、薬物乱用
防止」

関連 有 341 272

児童生徒の心身の健康課題に対応する
ため、県教育委員会主催の研修会を実
施するとともに、各地域の健康課題の
解決を図るため、教育事務所毎に研修
会を実施する。

○学校保健研修会の開催
　・食物アレルギー・アナフィラキシーの対応を考える（参集１２人、オンデマンド２４４
人）
　　実践発表「学校における食物アレルギー対応の実践について」
　　講義「食物アレルギー・アナフィラキシーの対応を考える」
　・学校保健課題解決（参集６３人）※宮城県総合教育センターへの移管事業
　　講義・演習「効果的な健康教育～ナッジで自ら動く健康づくり～」
　　協議・情報交換「学校保健課題の解決に向けて」
○薬物乱用防止教室指導者研修（参集２０人、オンデマンド９５人）
○がん教育指導者研修（参集１０人、オンデマンド５８人）
○性教育指導者研修会（参集３１人、オンデマンド６０人）
○教育事務所ごとの課題解決研修の開催
　・大河原教育事務所「子どもの成長を担う基本的生活習慣の重要性について」（参集２６
人、オンデマンド２６人）
　・仙台教育事務所「子どもの心の健康づくりに果たす教育相談の役割」（参集２２人）
　・北部教育事務所「どうする!? 宮城のこどもの肥満『宮城県小児肥満対策マニュアル
2021』 発行の経緯と活用について」（参集３９人）
　・東部教育事務所「子供の食と健康について」　（参集３７人）
　・気仙沼教育事務所「肥満・やせ」（参集４３人）

◎

　参集開催と合わせてオンデマンド研修を実
施することにより、受講機会の確保に努め
た。
　また、講義と合わせて行政担当者からの事
業説明や学校現場での実践発表、関係機関か
らの話題提供、研修の伝達講習などを行うこ
とにより、知識や理論と実践が結びつく研修
を目指した。
　研修等の開催により、教職員の資質向上と
児童生徒の健康課題解決のための意識向上を
図り、生涯にわたっての望ましい生活習慣に
ついて考える機会となった。

　参加者の受講機会の確保のため、参集開催
と合わせてオンデマンド研修を実施した。オ
ンデマンド研修期間を例年より長く設定する
ことで、長期休業中などの受講が増えた。
　また、講義と合わせて行政担当者からの事
業説明や学校現場での実践発表、関係機関か
らの話題提供、研修の伝達講習などを行うこ
とにより、知識や理論と実践が結びつく研修
を目指した。
　研修等の開催により、教職員の資質向上と
児童生徒の健康課題解決のための意識向上を
図り、生涯にわたっての望ましい生活習慣に
ついて考える機会となった。

本県の児童生徒の健康課題解決に向け
て、学校と家庭、地域が連携して取り組
むことができる研修内容の工夫や地域の
健康課題に応じた内容で学校と家庭が連
携して取り組むことができる環境づくり
が大切である。

　今後も学校、家庭、地域が連携して子
どもの現代的な健康課題に対応するため
の体制づくりを推進する。

保健体育
安全課
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先天性代謝異
常症等検査事
業/未熟児療育
医療給付事業/
乳幼児医療費
助成事業/不
妊・不育症支
援事業/不妊検
査費助成事業/
不妊治療費助
成事業/母子保
健指導普及事
業/母子保健児
童虐待予防事
業

主要 有 1,659,767 1,436,665

 疾病の予防・早期発見・適切な医療
の確保を提供することにより、妊娠・
出産期における母子の健康の保持・増
進を図る。

【事業目標】
　生涯を通じた心と体の健康づくり

【実施状況】
○先天性代謝異常症等検査事業　総検査数　１８，７０５件（R7実績）
○乳幼児医療費助成事業　助成件数　集計中（R7実績）
○未熟児療育医療給付事業　支払決定実人員　２０１人（R6実績）
○不妊・不育専門相談センター事業　相談延件数　８０件（R7実績）
○母子保健関連研修の実施 ◎

　妊娠及び出産期の母子に対し、疾病の予
防・早期発見を行い、適切な医療の提供につ
なげた。また、男性不妊治療を含む特定不妊
治療費助成を行い、子どもを生み育てやすい
環境づくりを推進するとともに、母子保健関
係者に対する研修等により、地域における母
子保健施策の推進が図られ、母子の健康の確
保につながった。

　妊娠及び出産期の母子に対し、疾病の予
防・早期発見を行い、適切な医療の提供につ
なげた。また、男性不妊治療を含む不妊治療
医療費助成を行い、子どもを生み育てやすい
環境づくりを推進するとともに、母子保健関
係者に対する研修等により、地域における母
子保健施策の推進が図られ、母子の健康の確
保につながった。

　母親の産後うつ等の予防のため、産後
ケア事業や妊産婦メンタルヘルスに関す
るネットワーク構築など母子保健施策の
充実と、父親の家事育児への参画を一層
促進する必要がある。

　今後も学校、家庭、地域が連携して子
どもの現代的な健康課題に対応するため
の体制づくりを推進する。

子育て社
会推進課
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こども夜間安
心コール事業

関連 無 34,249 34,571

　子どもの急病時やケガの対応方法等
について電話で相談を受け付ける体制
を整備することにより、保護者等の不
安を解消するとともに、小児初期救急
医療体制を補完し、適切な小児医療提
供体制の構築を図るもの。

【事業目標】
　子どもの急病時やケガの対応方法等について電話で相談を受け付ける体制を整備すること
により、保護者等の不安を解消するとともに、小児初期救急医療体制を補完し、適切な小児
医療提供体制の構築を図る。

【実施状況】
　全国統一の相談電話番号（＃８０００）又は、専用電話番号を利用することにより、子ど
もの保護者等からかけられた相談電話に対応し、症状等を聴取の上、必要な助言等を行っ
た。
○相談時間　午後７時から翌朝午前８時まで
○対　象　者　おおむね１５歳未満の子どもの保護者等
○相談内容　子どもの発熱、事故への対応方法等に関する助言
○相談体制　看護師２人で対応（困難事例については、小児科医がバックアップ）

○

　夜間の子どもの急病時における保護者の不
安を軽減を図るとともに、救急医療機関への
適切な受診の啓発に努め、子どもの健康の確
保の推進に寄与した。

　夜間の子どもの急病時における保護者の不
安を軽減を図るとともに、救急医療機関への
適切な受診の啓発に努め、子どもの健康の確
保の推進に寄与した。

　特になし 　引き続き継続する。

医療政策
課
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学校保健総合
支援事業「性
教育指導者研
修会」

関連 有 64 40

　性に関連する知識の習得による指導
力向上と児童生徒の心身の健康課題に
対応するため、宮城県性教育推進連絡
協議会と共催で性教育指導者研修会を
開催し、健康教育の充実を図る。

○宮城県性教育指導者研修会
　　令和８年１月２８日【参集:３１人】
　　令和８年２月９日～３月１３日【オンデマンド：申込者１９１人】
【内容】
　・講 　 義 「大切な体と心～産婦人科医の実践から～」
　・実践発表 「小学校第４学年「体の成長とわたし」授業実践例」

◎

　オンライン研修と合わせてオンデマンド研
修を実施することにより、受講機会の確保に
努めた。
　また、講義と合わせて、学校現場での実践
発表などを行うことにより、知識や理論と実
践が結びつく研修を実施した。
　研修等の開催により、教職員の資質向上と
児童生徒の健康課題解決のための意識向上を
図り、生涯にわたっての望ましい生活習慣に
ついて考える機会となった。

  参集研修とオンデマンド研修を実施するこ
とにより、受講機会の確保に努めた。
　また、講義と合わせて、学校現場での実践
発表などを行うことにより、知識や理論と実
践が結びつく研修を実施した。
　研修等の開催により、教職員の資質向上と
児童生徒の健康課題解決のための意識向上を
図り、生涯にわたっての望ましい生活習慣に
ついて考える機会となった。

　児童生徒に対する性教育は、発達段階
に応じた正しい知識を身に付けさせ、思
春期に適切な行動が取れることが重要で
ある。研修会等を開催することにより、
学校及び地域における性に関する教育の
一層の充実を図っている。
　今後さらに保護者との連携や地域の理
解を得ることができるように、研修会の
持ち方についての検討が必要である。
　また、それぞれの地域の実情に応じた
内容で学校と家庭が連携して取り組むこ
とができる環境づくりが大切である。

　今後も様々な性教育の課題に対して研
修等を実施することにより、教職員の資
質向上を図るとともに、適切な指導体制
を構築するための一助となるように事業
を推進していく。

保健体育
安全課
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周産期医療対
策事業

関連 無 6,367 6,367

　妊娠・出産から新生児に至る高度専
門的な医療を効果的に提供する総合的
な周産期医療体制を整備するため、国
の「周産期医療対策事業等実施要綱」
に基づき、周産期・小児医療協議会を
運営するほか、周産期医療体制の整備
のための各種事業を実施するもの。

【事業目標】
　妊娠・出産から新生児に至る高度専門的な医療を効果的に提供する総合的な周産期医療体
制を整備する。

【実施状況】
○周産期医療協議会を開催し、地域医療計画の進行管理等を行った。
○国の周産期医療体制整備指針に掲げられている調査項目について、県内の全周産期関連施
設の実態調査を行った。
○周産期母子医療センターの空床情報等を確認できる周産期医療情報システムを運用し、周
産期救急搬送コーディネーター事業と連携したスムーズな周産期救急搬送を図った。
○周産期医療従事者に対し研修を行った。

○

　周産期医療センター間で患者受入可否の情
報を共有することにより、周産期救急患者の
受入先の確保が円滑に行われた。
　また、実態調査の結果を基に協議会等で対
策を検討した。

　周産期医療センター間で患者受入可否の情
報を共有することにより、周産期救急患者の
受入先の確保が円滑に行われた。
　また、実態調査の結果を基に協議会等で対
策を検討した。

　特になし 　引き続き継続する。

医療政策
課

9／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった
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周産期・小児
医療従事者確
保・育成支援
事業

関連 無 110,743 112,193

　産科医師等が不足し、過酷な勤務状
況となっていることなどを踏まえ、分
娩を取り扱った産科医師や産科・新生
児科救急勤務医等に対する手当の支給
を促進し、産科医師の確保を図る。
　産科医を養成し、継続的に県内の医
療機関に配置することにより、周産期
医療の体制整備を図る。
　周産期医療従事者の対応力の向上を
図る。

【事業目標】
　分娩を取り扱う産科医等医療従事者の確保や対応力の向上を図るなどにより、適切な周産
期医療提供体制の構築を図る。

【実施状況】
○産科医等に対して分娩等の手当を支給する医療機関に対し補助を行った。
○産科医の養成・配置に関する経費の補助を行った。
○周産期・小児救急医療等に関する研修を行った。
○医師の指示により業務を補助する医療業務補助者の配置に関する経費の補助を行った。

○

　手当を支給する医療機関への補助や産科医
の養成・配置に対する補助を行うことによ
り、医療機関や産科医の確保等に一定の効果
があったものと考える。
　医療業務補助者の配置により医師、看護師
負担の軽減が図られた。

　手当を支給する医療機関への補助や産科医
の養成・配置に対する補助を行うことによ
り、医療機関や産科医の確保等に一定の効果
があったものと考える。
　医療業務補助者の配置により医師、看護師
負担の軽減が図られた。

　特になし 　引き続き継続する。

医療人材
対策室・
医療政策

課
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周産期医療
ネットワーク
強化事業

関連 無 775 775

　産科セミオープンシステムを導入し
た県北地域及び県南地域の周産期医療
連携体制の定着等ネットワークを強化
する。
※セミオープンシステム：分娩を行う
病院と妊婦検診を行う病院を分け、お
互いに連携する取組。この取組によ
り、リスクの高い妊婦への対応がより
スムーズになる仕組み。

【事業目標】
　産科の少ない県北地域及び県南地域における産科セミオープンシステムによる連携体制を
整え、分娩施設と健診施設の連携を強化する。
【実施状況】
○大崎地区及び石巻地区の産科セミオープン連携体制の定着を図るため、各地域の基幹病院
である大崎市民病院及び石巻赤十字病院に、それぞれの地区の進行管理を委託し医療機関同
士の連携を図った。

○

　大崎地区及び石巻地区の産科セミオープン
連携体制の定着を図るため研修等を行い、助
産師や保健師等のスキルアップや連携体制の
強化につながった。

　大崎地区及び石巻地区の産科セミオープン
連携体制の定着を図るため研修等を行い、助
産師や保健師等のスキルアップや連携体制の
強化につながった。

　特になし 　引き続き継続する。

医療政策
課
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男女共同参画
教育の推進

主要 無 0 0

　高等学校における教科指導や学習活
動等において、男女が共同して社会に
参画することや、協力して家庭を築く
ことの重要性を生徒が認識するための
教育の充実を図る。

【事業目標】
　男女が共同して社会に参画するとともに、協力して家庭を築くことの重要性を生徒が認識
するための教育の充実を図る。
【実施状況】
○各学校において、学校の目標や生徒の実態に応じ、適切な教科指導を行う。
○家庭科においては、男女が協力して家庭や地域の生活を創造する能力と実践的な態度を育
てることを目標の一つとしており、青年期の課題である自立や男女の平等と相互の協力につ
いて認識させ、男女が協力して家庭を築くことの意義を指導している。
○公民科の各科目の学習指導において、職業生活や社会参加について取り扱い、男女が対等
な構成員であることを指導している。「公共」では、「公共的な空間における基本的原理」
という単元で、男女は共に自らの意思により社会のあらゆる分野における活動に参画できる
機会を確保されていること等を指導している。「倫理」では「現代の諸課題と倫理」という
単元において、家族を扱う中で男女共同参画社会の意義を理解し、その視点から男女の対等
の在り方と相互の理解・尊重・協力の大切さに気づかせる。また、「政治・経済」において
は　「雇用と労働を巡る問題」の単元で、労働条件の改善やワーク・ライフ・バランスの視
点から、女性の労働の在り方を考えさせるよう取り扱っている。

○

　高等学校に対して行う教育課程の実施状況
調査の結果、家庭科及び公民科において男女
共同参画社会について取り扱う単元の指導計
画が適切に実施されていると認識しており、
各学校において男女共同参画社会の意義や男
女相互の理解・尊重・協力等、及び協力して
家庭を築くことの重要性などに関して適切に
指導されているものと考えている。

　高等学校に対して行う教育課程の実施状況
調査の結果、家庭科及び公民科において男女
共同参画社会について取り扱う単元の指導計
画が適切に実施されていると認識しており、
各学校において男女共同参画社会の意義や男
女相互の理解・尊重・協力等、及び協力して
家庭を築くことの重要性などに関して適切に
指導されているものと考えている。

　事業の目標とする教育の充実について
は、全ての高校生に男女共同参画の意義
や協力して家庭を築くことの重要性につ
いての学習機会が設定されており、ほぼ
目標を達成していると考えられる。

　現行学習指導要領下では、家庭科にお
いて、男女が性別に関係なく主体的に家
庭や地域の生活を創造する資質・能力の
育成が目指されている。また、公民科に
おいても合意形成や社会参画に主体的に
参画する資質・能力の育成が求められて
いる。今後、性別に関係なく社会参画す
るための資質・能力をより効果的に育成
するためには、これらの教科・科目を中
心にしながら、男女共同参画社会の実現
に向けた学習を教科等横断的に推進する
ことや、めまぐるしく変化する実社会の
課題を踏まえながら、生徒が主体的に課
題を設定しその解決に向けた探究学習に
取り組んだり、校種を超えて生徒同士が
協働し物事に取り組むことなどの活動を
一層推進していくことが必要であると考
える。

高校教育
課
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教育相談充実
事業

関連 無 272,645 177,722

　東日本大震災により被災した児童生
徒への心のケアや、問題を抱える児童
生徒への支援及び問題行動等の未然防
止・早期対応のために、教育相談、支
援体制の一層の整備・充実を図る。

　東日本大震災で被災した児童生徒等の心のケアや学校生活に困難を抱えるようになった児
童生徒が男女の別なく、社会的自立を目指せるよう、スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカー等を派遣し教育相談体制の充実を図った。
○スクールカウンセラーの派遣・配置
○事務所専門カウンセラーの配置
○けやき支援員の派遣
○けやき教室等へのボランティアの派遣
○スクールソーシャルワーカーの派遣・配置（市町村委託）

○

　男女共同参画の視点から教育相談体制の充
実を図るとともに、スクールカウンセラーの
配置についても自らの個性を発揮できるよう
本人の希望や学校の要望を考慮し、小中学校
への全校配置・派遣を行った。また、心のケ
アハウス等の教育支援センターにスクール
ソーシャルワーカーを派遣するなど市町村と
連携して児童生徒・保護者支援を行った。そ
のことにより、学校や教育支援センター等で
スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーに気軽に相談できる体制が整えられ
つつあり、児童生徒や保護者、教職員の不安
や悩みの解消、問題行動等の早期発見・改善
に貢献している。

　男女共同参画の視点から教育相談体制の充
実を図るとともに、スクールカウンセラーの
配置についても自らの個性を発揮できるよう
本人の希望や学校の要望を考慮し、小中学校
への全校配置・派遣を行った。また、心のケ
アハウス等の教育支援センターにスクール
ソーシャルワーカーを派遣するなど市町村と
連携して児童生徒・保護者支援を行った。そ
のことにより、学校や教育支援センター等で
スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーに気軽に相談できる体制が整うよう
に研修を重ねており、児童生徒や保護者、教
職員の不安や悩みの解消、問題行動等の早期
発見・改善に貢献している。

　男女の別なく児童生徒が社会的自立が
図れるよう教育相談体制の一層の充実を
図る。また、女子児童生徒が、異性のカ
ウンセラーに悩んでいることを相談しに
くいという理由で、学校現場から女性の
スクールカウンセラーを求める声もある
ため、人材確保等に一層努める。

　人権や心身の健康について、児童生徒
が相談できるよう教育相談体制の一層の
充実を図る。
　また、スクールカウンセラーの兼務配
置を拡大するとともに市町村と連携し、
スクールソーシャルワーカーを学校や教
育支援センター等に派遣し、だれでも気
軽に相談しやすい体制の構築に努める。
　今後も、学校の要望や本人の希望に配
慮しつつ、女性カウンセラーの割合を高
めていけるよう県臨床心理士会等と連携
を図っていく。

義務教育
課
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高等学校ス
クールカウン
セラー活用事
業

関連 有 100,756 101,829

　人権や心身の健康に関する生徒・保
護者や教職員の相談に応じるため、全
ての県立高校にスクールカウンセラー
を配置する。

【事業目標】
　人権や心身の健康に関する児童生徒及び保護者の相談に応じるため、校内教育相談体制の
充実を図る。

【実施状況】
○スクールカウンセラーの配置
・通常配置　全ての県立高等学校（７３校）にスクールカウンセラーを配置
　被災地区の３校には、スクールカウンセラーを２名配置
・緊急配置　生徒の突発的な事故発生時等の緊急時に、学校の要請に応じて臨時的にスクー
ルカウンセラーを配置
○相談件数：７，７６１件、相談人数：７，８２８人（いずれもＲ８．３末現在）
○スーパーバイザーの配置：スクールカウンセラースーパーバイザー１人及びスクールソー
シャルワーカースーパーバイザー１人を県教育委員会に配置し、緊急時の学校からの派遣要
請等に対応
○スクールソーシャルワーカーの配置：５４校２６人を配置、配置校以外の学校において
も、要請によりスクールソーシャルワーカーを派遣

◎

　学校の要望を踏まえ、全県立学校にスクー
ルカウンセラーを配置するとともに、被災し
た沿岸部の高校に対しては、特別配置により
手厚いケアを行った。また、友人関係（相談
件数に対する割合：１８．３%）や学業・進路
（１９．８%）等に悩む生徒や保護者の相談を
十分に行っている。
　学校のニーズに応じ、配置校以外の学校も
要請により派遣するシステムを保持し、児童
虐待やヤングケアラー等、福祉面での環境改
善のために、多くの学校でスクールソーシャ
ルワーカーの活用が可能な環境を整備した。

　学校の要望を踏まえ、全県立学校にスクー
ルカウンセラーを配置するとともに、被災し
た沿岸部の高校に対しては、特別配置により
手厚いケアを行った。また、学業・進路（相
談件数に対する割合：２１．１%）や友人関係
（１９．７%）等に悩む生徒や保護者の相談を
十分に行っている。
　学校のニーズに応じ、配置校以外の学校も
要請により派遣するシステムを保持し、児童
虐待やヤングケアラー等、福祉面での環境改
善のために、多くの学校でスクールソーシャ
ルワーカーの活用が可能な環境を整備した。

特になし 　スクールカウンセラー・スクールソー
シャルワーカーの配置、スクールカウン
セラー・スクールソーシャルワーカーの
スーパーバイザーの配置と活用を継続さ
せることで、人権や心身の健康について
生徒・保護者や教職員が相談できる体制
を継続する。スクールカウンセラー・ス
クールソーシャルワーカーの助言によ
り、適切な支援につなげる。
また、両スーパーバイザーによる積極的
なサポートにより、外部機関との連携強
化と環境改善に取り組む。

高校教育
課
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総合教育相談
事業

関連 有 35,416 17,098

　人権や心身の健康に関する児童生徒
及び保護者の相談に応じるため、電話
相談、ＳＮＳ相談の窓口を開設する。

【事業目標】
　人権や心身の健康に関する生徒・保護者や教職員の相談に応じるため、教育相談体制の充
実を図る。

【実施状況】令和８年３月末現在
○不登校・発達支援相談室
・実施体制　教育相談心理相談員（臨床心理士、公認心理師）６人のうち火～木曜日に２人
を配置
・相談件数　１，１１１件（来所相談　３９６件、電話相談　７１５件）
○２４時間子供ＳＯＳダイヤル
・実施体制　業務委託
・相談件数　１，７９３件
○ＳＮＳを活用した相談
・実施体制　業務委託
・相談日数　３６５日（令和７年４月１日から令和８年３月３１日）
・相談件数　５６５件

◎

　どの相談においても専門的知見を有する相
談員の配置ができており、不登校等の人間関
係に悩む生徒や保護者の悩み相談を十分に
行っている。不登校・発達支援相談室におけ
る対面による相談件数は新型コロナウイルス
感染症の影響もあり減少傾向にある。電話相
談件数についても減少傾向であるが、同相談
室による不登校相談ダイヤル、子供の相談ダ
イヤルが、悩みを抱える児童生徒や保護者の
相談に対応することに加え、２４時間子供Ｓ
ＯＳダイヤルが、夜間など時間外における不
意の相談にも対応している。また、ＳＮＳを
活用した相談を採り入れ、児童・生徒が自分
にあった相談方法を選べるようにするととも
に、長期休業明け等には回線数を増やすな
ど、相談体制も充実した。

　どの相談においても専門的知見を有する相
談員の配置ができており、不登校等の人間関
係に悩む生徒や保護者の悩み相談を十分に
行っている。不登校・発達支援相談室におけ
る対面による相談件数は新型コロナウイルス
感染症の流行以降、減少傾向にある。同相談
室による電話相談（不登校相談ダイヤル、子
供の相談ダイヤル）が、悩みを抱える児童生
徒や保護者の相談に対応することに加え、２
４時間子供ＳＯＳダイヤルが、夜間など時間
外における不意の相談にも対応している。ま
た、ＳＮＳを活用した相談を採り入れ、児
童・生徒が自分にあった相談方法を選べるよ
うにするとともに、長期休業明け等には回線
数を増やすなど、相談体制も充実した。

特になし 　震災の影響による地域コミュニティの
激変、新型コロナウィルス感染症や物価
高騰等による生活様式の変化等、児童生
徒を取り巻く環境が、多様化しさまざま
な課題を抱える児童生徒が増加している
ことから、現状の多様な相談方法を維持
し、悩みを抱える児童生徒が相談しやす
い体制を充実させ、課題解決を図る。

高校教育
課
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　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考

61

男女共同参画
に関する啓発

主要 無
285,266
の一部

245,577
の一部

　男女共同参画に関する理解促進のた
め、教職員の研修会において啓発を行
う。

【事業目標】
　総合教育センターにおける指定研修・職能研修において、男女共同参画の趣旨に則した意
識の醸成を図る。

【事業実施状況】
○（指定研修）初任者研修・新規採用教員：対象：４８５名　ｅラーニング（オンデマンド
配信）「教員のライフデザインとワーク・ライフ・バランス」を受講。男女共同参画につい
ての理解を図るとともに意識の向上を図った。
○養護教諭研修（新規採用・５年・中堅）対象：３８名　LGBTQ等について、研修前のオリ
エンテーションの中で説明し、理解を図った。
○新任校長研修・新任教頭研修：対象２３５名（校長１０５名、教頭１３０名）　eラーニ
ング（オンデマンド配信）「男女共同参画社会について」を受講。学校経営における男女共
同参画の視点について理解を図った。

○

　新規採用教員が、ワークライフバランスに
ついて考えることで男女共同参画について意
識し、それを基にした児童生徒への指導・啓
発にもつなげることができることから、一定
の成果は得られていると考える。
また管理職に対し、学校経営における男女参
画の視点を伝えることで、各所属校で教職員
への啓蒙・理解につながったと考える。

　新規採用教員が、ワークライフバランスに
ついて考えることで男女共同参画について意
識し、それを基にした児童生徒への指導・啓
発にもつなげることができることから、一定
の成果は得られていると考える。
また管理職に対し、学校経営における男女参
画の視点を伝えることで、各所属校で教職員
への啓蒙・理解につながったと考える。

　男女共同参画に関する研修項目は設け
ていないが、毎年継続して指定研修にお
いて「男女共同参画」に関する講義を位
置づけることで高い効果が期待できる。
しかし、一部の指定研修に留まってお
り、すべての教員を対象に実施する必要
がある。また、学校現場での理解促進を
図るべきLGBTQ等については、講義の中
で一部触れる程度であり、対象を含め、
研修会の中での位置づけを検討する必要
がある。

　研修項目としての設定は、教育課題等
に対する優先度を考慮すると困難である
が、教職経験の中で必ず男女参画につい
ての意識を醸成するための講義を受けら
れるよう、年次研修（初任者研修及び新
規採用教員研修）に盛り込む。また管理
職、養護教諭等学校の中で、男女共同参
画の視点が特に必要と思われる職の教員
向けに、継続してｅラーニング（オンデ
マンド配信）コンテンツを作成し、啓発
を図っていく。

教職員課

62

志教育支援事
業

関連 無 1,362 1,259

　小・中・高等学校等の全時期を通じ
て、男女の別なく、人や社会とかかわ
る中で社会性や勤労観を養い、集団や
社会の中で果たすべき自己の役割を考
えさせながら、将来の社会人としての
よりよい生き方を主体的に求めさせて
いく志教育を推進する。

　男女の別なく、人や社会とかかわる中で社会性や勤労観を養い、よりよい生き方を主体的
に求めさせていくために、志教育推進地区を指定し、指定地区の各学校で、実践体験型PBL
を取り入れた児童生徒の主体的な学びを重視した探究活動・体験活動を実施し、その成果を
授業公開等で発表した。また、実施校の取組について、県教育委員会ホームページに掲載す
るなど県内等へ広く成果を発信した。推進地区以外の学校でも、各学校の実情に合わせた取
組（職場体験学習や地域学習等）が実施された。 ○

　各推進地区において、それぞれの学校の志
教育計画に基づいた取組（職場体験学習や地
域学習等）が可能な範囲で実施され、職場体
験学習や地域学習を通じて、よりよく社会と
関わろうとする姿勢や、目標をもって努力し
ようとする意欲を高めることができた。

　各推進地区において、それぞれの学校の志
教育計画に基づいた取組（職場体験学習や地
域学習等）が可能な範囲で実施され、職場体
験学習や地域学習を通じて、よりよく社会と
関わろうとする姿勢や、目標をもって努力し
ようとする意欲を高めることができた。

　男女共同参画の視点を一層取り入れな
がら、推進地区の取組のよさを地域に普
及し、地域の方々との関わりを大切にし
ながら、地域とともに志教育を一層推進
していく必要がある。

　希望する市町村教育委員会を推進地区
指定の対象とし、地域の課題を自分事と
捉えさせることで独自性や自主性を生か
した取組を支援する。志教育の推進が男
女共同参画社会の推進につながると考
え、保護者・地域との横のつながりや、
異校種間・異学年間における縦のつなが
りを強め、推進地区等を中心により一層
の普及・啓発を図る。

義務教育
課
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いきいきキャ
リアスタート
事業

主要 有
1,913の
一部

1,516の
一部

　これからキャリアをスタートする学
生を対象に、自らのキャリアやライフ
プラン、家庭や職場における男女共同
参画について考える機会を提供する。

【実施目標】
　これからキャリアをスタートする生徒を対象に、地域の企業等で活躍する女性を身近な目
標となる「先輩」として迎え、研修（ワークショップ）を実施することにより、自らのキャ
リアやライフプラン、家庭や職場における男女共同参画について考える機会を提供する。

【実施状況】
　令和７年度いきいきキャリアスタート事業
○気仙沼高校　　　開催日：令和７年１２月５日、参加者数：１７９人
○小牛田農林高校　開催日：令和７年１２月８日、参加者数：１９０人

◎

　身近な「先輩」である卒業生等の講師の話
から、組織で働く女性とはどのようなものか
を知り、自分の将来やりたいことを実現する
多様な方法を学ぶ場を学生に提供できた。ま
た、自らの将来を考えるワークショップにお
いては活発な意見交換が行われており、どの
ようなキャリアを選択するかも含め、生徒に
とって働き方を考える機会となった。

　身近な「先輩」である卒業生等の講師の話
から、組織で働く女性とはどのようなものか
を知り、自分の将来やりたいことを実現する
多様な方法を学ぶ場を学生に提供できた。ま
た、自らの将来を考えるワークショップにお
いては活発な意見交換が行われており、どの
ようなキャリアを選択するかも含め、生徒に
とって働き方を考える機会となった。

　今後とも、キャリアをスタートする前
段階のうちから性別に対する固定観念を
払拭するため、生徒や学生を対象とし
た、家庭、職場における男女共同参画に
関する研修を開催していく必要がある。

　令和８年度は、開催高校を３つに拡大
し、より効果的に実施できるよう事業を
実施していく。
　引き続き早い段階において男女共同参
画の意識の醸成を図るため、多くの生徒
や学生に男女共同参画を理解する場を与
えられるよう今後も施策を進めていく。

共同参画
社会推進

課
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高等学校「志
教育」推進事
業

関連 無 1,626 1,554

　高校生が自ら社会で果たすべき役割
を主体的に考えながら、より良い生き
方を目指し、その実現に向かって意欲
的に物事に取り組む姿勢を育む教育を
推進する。

【事業目標】
　人間としての在り方を模索し、将来の進路実現や社会の一員としての生き方を主体的に求
めさせ、社会的・職業的に自立に必要な能力や態度を育成する。

【実施状況】
○「志教育」研究推進事業
・小中連携推進校（４校：迫桜、田尻さくら、伊具）
・社会人材育成推進校（３校：石巻弘文館、涌谷、仙台南）
○「志教育」情報発信事業
・「みやぎ高校生フォーラム」の開催　令和８年１月２４日　県内公立高校７５校参加
○みやぎ高校生マナーアップ運動推進事業
・マナーアップ運動の周知・広報活動、ポスター等の作成、標語募集等を行った。
・マナーアップ推進校の指定（県内のすべての公私立高等学校）
・マナーアップフォーラムの開催　令和７年１１月５日　県内公立高校７４校・私立高校４
校参加
・啓発活動（ＪＲ諸駅で乗車マナーの向上を呼びかける活動）

◎

　「志教育」研究事業において、「志教育」
推進のために各種の実践を先進的に行なう学
校を指定し、研究推進体制の充実を図るとと
もに、その成果を県下に広げることができ
た。
　みやぎ高校生フォーラムの開催により、地
域貢献活動等で顕著な活躍をしている高校生
が自らの活動報告をすることで、集団や社会
における自己の役割等についての生徒達の意
識向上を図ることができた。
　みやぎ高校生マナーアップ運動推進事業に
おいて、マナーアップキャンペーンやポス
ターやキャッチフレーズ作成等の啓発活動を
とおして、規範意識を身に付けさせることが
できた。また、マナーアップフォ－ラムにお
ける学校の枠を超えた意見交換により、多様
性を認め合う生徒の心の醸成を図ることがで
きた。

　「志教育」研究事業において、「志教育」
推進のために各種の実践を先進的に行なう学
校を指定し、研究推進体制の充実を図るとと
もに、その成果を県下に広げることができ
た。
　みやぎ高校生フォーラムで、「平和な社会
の実現に向けて、私たちができること」を
テーマに、日々の学習や経験等を通じて平和
について学び、考えたことを、発表や意見交
換、活動報告をすることで、集団や社会にお
ける自己の役割等についての生徒達の意識向
上を図ることができた。
　みやぎ高校生マナーアップ運動推進事業に
おいて、マナーアップキャンペーンやポス
ターやキャッチフレーズ作成等の啓発活動を
とおして、規範意識を身に付けさせることが
できた。また、マナーアップフォ－ラムにお
ける講演「日常生活の中のマナーに関する基
本的な考え方」、学校の枠を超えた意見交換
「ちょっと気にしたいマナーを探るワーク
ショップ」により、多様性を認め合う生徒の
心の醸成を図ることができた。

特になし 　人間としての在り方を模索し、将来の
進路実現や社会の一員としての生き方を
主体的に求めさせていく事業を実施し、
社会的・職業的自立に必要な能力や態度
を育成する。

高校教育
課

65

小中学生への
キャリア形成
支援事業

関連 無 10,000 10,000

 県内の児童・生徒を対象とした社会
人との対話プログラムを実践し、勤労
観や職業観を持った人材を育成する。
また、対話プログラム参加を通じて、
社会人自身の勤労観や職業観の形成も
促すとともに、地域内企業の社員同士
の交流の機会を提供する。

【事業目標】
　社会人との対話によるキャリア形成支援事業を通じ、児童・生徒の勤労観、職業観の醸成
及び地域企業間の交流の場を提供する。

【実施状況】
○実施学校数　１４校
○参加児童・生徒数　７５０人

○

　地域の「ものづくり企業」を中心に、そこ
で働く若手社員との対話を通じて仕事のやり
がいや魅力を伝え、職業観・勤労観の醸成を
図った。

　地域の「ものづくり企業」を中心に、そこ
で働く若手社員との対話を通じて仕事のやり
がいや魅力を伝え、職業観・勤労観の醸成を
図った。

　事業には地域で働く若手社員の参加が
必須であるが、企業側の理解を得て参加
に至るまでは時間を要することが多く、
依然として開拓が難しい。

　男女の枠を超えて、生徒達が主体的
に、職業観やマナー等について話し合う
ことができる機会を設定する。

産業人材
対策課

令和７年か
ら事業名の
変更及び内
容の一部変
更あり。

66

高等学校学力
向上推進事業
「理系人材育
成支援事業」

主要 無 13,015 13,730

　科学リテラシーを身に付けた人材育
成のため、理数教育の充実、スーパー
サイエンスハイスクール（ＳＳＨ）指
定校拡大に向けた諸調査、男女問わず
参加できる科学に関わる各種部活動支
援を行う。

【事業目標】
　理数系の探究活動等を男女が共同して取り組む中で、さらに発展的に探究活動を進めるこ
とへの関心を高揚させるとともに、女子学生の理数系進学実績はまだ低調であるため、様々
な支援を行い向上を図る。

【実施状況】
　県立高校では、共学化が完了してから１５年が経ち、別学だった学校の男女比率には、大
きな偏りが見られなくなっている。
　次代を担うリーダーを育成することをスクール・ポリシーに掲げる学校を中心に、理数教
育の充実のための取組を推進したり、スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）指定校と
して先進的な理数教育を推進したりしており、ＳＳＨ指定校では令和４年度から合同発表会
を行うなど、男女問わず参加できる事業を実施している。また、科学の甲子園～みやぎチャ
レンジ～では、生徒の能力向上などを目的に筆記競技や実技競技を実施している。
　新しい学習指導要領が令和４年度から始まり、探究活動のさらなる推進が実践されている
ことを受けて、各学校の生徒は、上記のような事業により男女が協力して探究活動を進めて
おり、県教育委員会では、各学校からの求めに応じて、理系人材育成のために必要な支援を
多角的に行っている。

○

　理数系人材育成の取組として、ＳＳＨ指定
校及び理数科設置校合同発表会を実施し、６
校から１５５名が参加した。科学の甲子園～
みやぎチャレンジ～では、男子８０名、女子
４９名の計１２９名の申込があった。
　また、令和３年度から「知の創出みやぎ探
究メソッド推進事業」に取り組んでおり、指
導者の育成及び生徒の活躍の場を提供してい
る。
　その他、教員研修として「探究活動等指導
者養成講座」を年間３回実施して１６校から
１７名参加し、「みやぎのこども未来博」は
対面形式で実施し、２０校から１５０名が探
究活動の成果発表会に参加した。

　理数系人材育成の取組として、ＳＳＨ指定
校及び理数科設置校合同発表会を実施し、６
校から１３３名が参加した。科学の甲子園～
みやぎチャレンジ～では、男子８２名、女子
４０名の計１２２名の申込があった。
　理系人材育成支援事業の関連として、令和
３年度から取り組んでいる「知の創出みやぎ
探究メソッド推進事業」のうち、教員研修に
ついては令和７年度から宮城県総合教育セン
ターの事業に移管した。一方、生徒の発表の
場である「みやぎのこども未来博」の申込者
数は男女合わせて１７８名であった。

　探究活動による理数系への関心の向上
と理数系への進学は必ずしもイコールで
はないため、様々な取り組みで女子生徒
の参加は確実に増加しているが、直接進
路実績に大きく反映している訳ではな
い。

　次代を担うリーダーを育成するという
スクールポリシーを生かしながら、地道
に理数系進学への支援を継続する。ＳＳ
Ｈ指定校では運営指導委員に女性研究者
が就任したり、講演の講師として卒業生
が担当するケースが見られるようになっ
てきており、今後も生徒たちのロールモ
デルとして活用を進めていきたい。
　県内の東北大学は、理数系教育として
は、男女共同参画の先駆けであり、さら
に、宮城県にゆかりのある方が、猿橋賞
（自然科学の分野で、顕著な研究業績を
収めた女性科学者に、毎年１名贈られる
賞）を、これまで４名（第１３回、第２
５回、第３９回、第４１回）受賞してい
る。東北大学の女子学生を中心に組織す
る東北大学サイエンス・アンバサダーな
ども活用して、継続的に取り組んでいく
必要がある。

高校教育
課

11／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考
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みやぎ若者活
躍応援事業

主要 有 2,735 3,012

　次代を担う青少年の社会参加の意識
を高め、性別にかかわらず地域で主体
的に活躍する人材の育成を目指し、
「ネクストリーダー養成塾事業」及び
「みやぎの青少年意見募集事業」等を
実施する。

【事業目標】
　次代を担うリーダーとなり得る人材の育成を推進する。

【実施状況】
○ネクストリーダー養成塾
・令和７年８月１日から３日の３日間、宮城県庁及び東北自治総合研修センターを会場と
し、２泊３日の宿泊研修を開催した。県内中学生３０名（男性１１名、女性１９名）が参加
した。
・県内等で活躍する方々（男性２名、女性１名）に講師を依頼した。
○みやぎの青少年意見募集事業
・令和７年６月から９月に、４つのテーマに対して意見募集アンケートを行い、延べ３０３
件の回答があった。
・令和７年１１月５日に宮城県庁で意見交換会を開催し、１８名（男性６名、女性１２名）
の若者が参加した。

◎

○ネクストリーダー養成塾
　講話や同世代とのワークショップを通し
て、次代を支える人材育成の推進を図ること
ができた。
　参加者を対象とした、事前・事後アンケー
トでも、「リーダーに必要なことが何か知っ
ている」や「自分が他者を巻き込み、協力者
と共に何かを達成していくイメージを持って
いる」等のリーダーに関する項目で数値の上
昇が見られた。また、参加者のうち女性が占
める割合が約４２％であったことからも、
リーダーとなり得る女性人材の育成に効果が
あった。
○みやぎの青少年意見募集事業
　意見募集回答者のうち女性が占める割合は
４９％、意見交換会参加者のうち女性が占め
る割合は４３％で、男女それぞれの視点から
テーマに対する意見を聴取することができ
た。

○ネクストリーダー養成塾
　講話や同世代とのワークショップを通し
て、次代を支える人材育成の推進を図ること
ができた。
　参加者を対象とした、事前・事後アンケー
トでも、「リーダーに必要なことが何かを
知っている」や「自分の思いや考えを、相手
にしっかりと伝えることができると思う」等
のリーダーに関する項目で数値の上昇が見ら
れた。また、参加者のうち女性が占める割合
が約６３％であったことからも、リーダーと
なり得る女性人材の育成に効果があった。
○みやぎの青少年意見募集事業
　多くの若者から意見募集アンケートの回答
が得られた。また、意見交換会参加者のうち
女性が占める割合は６７％で、男女それぞれ
の視点からテーマに対する意見を聴取するこ
とができた。

　自分の将来について考える機会や、自
分の意見を表明する機会をより多くの子
ども・若者に保障するため、多様な情報
発信を通じて、対象者に本事業を効果的
に周知する必要がある。

　子ども・若者が、自らの将来の夢や目
標について考えることや、意見を表明し
社会に参画することは、社会への影響力
を発揮することにつながることから、参
加者の意見を反映し事業の改善を図りな
がら、継続して本事業を実施していく。

共同参画
社会推進

課
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「地学地就」
産業人材育成
事業

関連 有 47,088 48,645

○企業対応の中で、企業の人事担当者
と充分に情報を交換し、企業・求人情
報を高等学校及び生徒・保護者に還元
することで生徒・企業のマッチングを
図り、県内製造業への就職と職場定着
を支援する。
○系統的なキャリア教育を行うことで
地元産業や地元企業を理解する取組な
どを実施し、地域の人材確保につなげ
る。
○県内企業からの求人に係る相談等に
対応し、適切なアドバイスにより支援
する。
○企業訪問等により、早期離職者につ
いては各支援機関等と連携して再就職
を支援する。

【事業目標】
○　企業訪問等で得た情報を教師や生徒、保護者と共有し、よりよい就労支援につなげる。
○　学校へ訪問する企業応対を行うことで得られた企業情報を、生徒や保護者に還元するこ
とで、企業選択のミスマッチを防ぐとともに、県の雇用対策の重点事項となっている製造業
への就職者の増加を図る。

【実施状況】
 「地学地就」コーディネーターの配置　１０名配置（高校：１６校、地方振興事務所４か
所）
 「地学地就」統括コーディネーターの配置　１名配置（高校教育課・産業人材対策課）

○　地学地就統括ＣＤ（高校教育課及び産業人材対策課）を１人、地学地就ＣＤを就職希望
者の多い高校１６校に１０人配置した。年間６６５件の企業訪問を行い、求人等企業相談対
応は８７５件行った。
○　ミスマッチ防止の対策として、企業との情報交換により収集した情報を積極的に生徒等
に還元し、生徒と企業とのマッチングを図った。（４９６件）
○　圏域版プラットフォーム会議（３回）、地区別就職指導研修会（７回）、就職対策連絡
会議（１２回）等に参加し、地域産業界や各関係機関等との連絡調整を効率的に行った。

◎

　地域産業界と高校との連絡調整を行い、卒
業生の就職先を定期訪問し職場定着を図ると
ともに、企業訪問や会議等で得られた情報を
生徒・保護者に還元し、就職先の理解促進・
認知度向上につながっている。
　【就職内定状況と内定者の割合】(R7.04末
現在)
○就職内定率
Ｒ５．３卒　９８．８％　⇒　Ｒ６．３卒
９９．３％　⇒　Ｒ７．３卒　９９．２％
○内定者の割合（県内）
Ｒ５．３卒　８０．２％　⇒　Ｒ６．３卒
７８．３％％　⇒　Ｒ７．３卒　７６．６％

地域産業界と高校との連絡調整を行い、卒業
生の就職先を定期訪問し職場定着を図るとと
もに、企業訪問や会議等で得られた情報を生
徒・保護者に還元し、就職先の理解促進・認
知度向上につながっている。
　【就職内定状況と内定者の割合】(R8.04末
現在)
○就職内定率
Ｒ５．３卒　９８．８％　⇒　Ｒ６．３卒
９９．３％　⇒　Ｒ７．３卒　９９．２％
⇒　Ｒ８．３卒　９９．６％

○内定者の割合（県内）
Ｒ５．３卒　８０．２％　⇒　Ｒ６．３卒
７８．３％％　⇒　Ｒ７．３卒　７６．６％
⇒　Ｒ８．３卒　７３．８％

　就職内定率は高い数値を推移している
が、産業界の変化や社会情勢の変化に対
応するための情報収集と、変化に対応し
た人材育成が求められる。

　キャリア教育を入学時から実施すると
ともに、新たな時代に即した職業観や勤
労観を育成していくことで、変化の激し
い社会においても柔軟に対応できる人材
の育成を目指す。
　また、就職指導に当たっては、本事業
で得た企業情報を有効に活用することに
より、企業と生徒のミスマッチの軽減を
図り、早期離職の防止につなげていく。

高校教育
課
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ものづくり人
材育成確保対
策事業

関連 有 10,239 10,398

　ものづくり人材を確保するため、教
育庁「みやぎクラフトマン２１事業」
と連携し、コーディネーターを配置す
ることで、高校生の技術・技能向上の
ための取組を支援する。
[ものづくり人材育成コーディネート
事業]

【事業目標】
　熟練技能者による実践的な指導や現場実習等の機会を通し、工業系高校生徒の技術・技能
の向上を図り、地域産業を支える人材の確保に資する。

【実施状況】
○実施プログラム数　１２０件
○参加生徒数（工業系高校１２校）　延べ４，２７５人
○協力企業数　延べ２１６社

○

　工業系高校の女子生徒は少ないものの、熟
練技能者の派遣等により、性別にかかわら
ず、技術・技能の向上に資するプログラムを
提供することで、女性技術者の育成に寄与し
た。

　工業系高校の女子生徒は少ないものの、熟
練技能者の派遣等により、性別にかかわら
ず、技術・技能の向上に資するプログラムを
提供することで、女性技術者の育成に寄与し
た。

　工業系高校への女子入学者が少ない状
況にあることや、後継者不足や熟練技能
者の高齢化に伴い、新たな熟練技能者の
発掘、確保が難しい。

　今後も、各関係機関と連携しながら、
生徒と企業とのマッチングを図り、速や
かな職場定着を促進するとともに早期離
職の防止に努め、産業界の人手不足の解
消を支援する。

産業人材
対策課
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高度電子機械
産業集積促進
事業「みやぎ
高度電子機械
人材育成セン
ター事業」 主要 無 2,607 2,607

 みやぎ高度電子機械人材育成セン
ター事業では、技術者の養成を通じて
高度電子機械関連企業の集積と振興を
図ることを目的に、産学官で構成され
たコンソーシアム形式により、実習を
ベースとした研修やセミナーを企画・
実施している。

【事業目標】
　宮城県内又は宮城県出身の理工系の大学生、高等専門学校生　（主に大学３年生／高専本
科４年生）を主な対象として実践的な研修等を実施して、意欲あふれる優秀な人材を養成す
ることを目標としている。
【実施状況】
　令和７年度は、８月１８日～２２日の５日間、学術施設見学（東北大学マイクロシステム
研究融合開発センター）や各企業のエンジニア等を講師としたエンジニア体験実習Ⅰ～Ⅲ
（会場：アイリスオーヤマ株式会社角田工場、TKPガーデンシティPREMIUM仙台西口）、現役
エンジニアとの交流会からなる「みやぎエンジニア夏期セミナー」を開催した。参加者は、
１８名（男性１４名、女性４名）であった。

○

　セミナーは、各企業のインターンシップや
新人研修の内容を踏まえ構成されており、実
践的な内容となっている。研修を通じて、優
秀な人材育成に寄与できたものと考える。ま
た、講師となる各企業のエンジニアについて
は、男女どちらにも参加いただいており、研
修が男女どちらにも参加しやすい環境づくり
ができた。

　セミナーは、各企業のインターンシップや
新人研修の内容を踏まえ構成されており、実
践的な内容となっている。研修を通じて、優
秀な人材育成に寄与できたものと考える。ま
た、講師となる各企業のエンジニアについて
は、男女どちらにも参加いただいており、研
修が男女どちらにも参加しやすい環境づくり
ができた。

　参加定員を40人程度としているもの
の、令和７年度も参加者が定員に満たな
かった。民間企業のインターンシップと
競合していると考えている。また、参加
する学校が例年固定化されている傾向が
あるため、これまで参加していなかった
学校に向けての周知・広報に力を入れた
い。

　アンケート結果等を踏まえ、引き続
き、実践的な研修等を企画・開催し、優
秀な人材育成に取り組んでいく。また、
研修環境に配慮し、男女ともに参加しや
すい研修を実施していく。 新産業振

興課
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労働相談

関連 無 7,256 7,894

　個別労使紛争の解決を図るため、総
合的な労働相談業務を実施することに
より、労働者の労働環境の向上を図
る。
　総合的な労働相談窓口を運営し、関
係法令の説明や適切な専門機関の紹介
を行う。

【事業目標】
　総合的な労働相談窓口において、女性労働者の労働条件や就労環境の適正化に関わる法令
等を説明するなど、職場における男女共同参画の推進を図る。

【実施状況】
○Ｒ７年度相談件数（実数）　９１３件（うち女性労働者に係るもの４７７件）
（主な相談内容）
　・年次有給休暇、労働時間、社会保険等について
　・退職、解雇等について
　・職場の人間関係（ハラスメント・嫌がらせ等）等について
　・賃金未払い、諸手当等について

◎

　多岐にわたる労働相談に対し、関連する制
度の説明、適切な専門機関の紹介等を行うこ
とで、相談者の抱える問題の解決に向けてき
め細やかに寄り添うことができた。

　多岐にわたる労働相談に対し、関連する制
度の説明、適切な専門機関の紹介等を行うこ
とで、相談者の抱える問題の解決に向けてき
め細やかに寄り添うことができた。

　特になし 　多岐にわたる労働相談に対し、制度の
基本的な説明を行うとともに、内容に応
じて適切な相談窓口や専門機関の紹介を
実施する。
　また、男女共同参画の視点を含め、最
新の法令や施策の情報を踏まえつつ、労
使間の諸問題に的確に対応する。

審査調整
課
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「女性のチカ
ラは企業の
力」普及推進
事業・ゴール
ド認証企業数
増加に向けた
啓発

主要 有
1,913の
一部

1,516の
一部

　富県宮城の実現のために、女性のチ
カラが不可欠であることから、ポジ
ティブ・アクションを進めることが企
業の経営戦略として有効であることを
普及するとともに、男女共に働きやす
く仕事と家庭の両立ができる就業環境
づくりを推進するため、「女性のチカ
ラを活かす企業認証制度」の認証メ
リットの充実を図り、認証企業の増加
と県内企業の自主的な取り組みを促
す。
　また、ポジティブ・アクションや
ワーク・ライフ・バランスについて、
県内企業や県民全体への普及推進を図
るため、セミナーやシンポジウム等を
開催する。

【事業目標】
　企業における女性労働者の能力発揮を促進するための積極的取組（ポジティブ・アクショ
ン）を進めることが企業の経営戦略として有効であることを普及し、県内企業の自主的な取
組を促すため、「女性のチカラを活かす企業認証制度」を実施。認証メリットの充実を図
り、認証企業の拡大を図るほか、認証企業のうち、特に優れた取り組みを実施している企業
を知事表彰をし、他の企業でも取り入れられるよう取組事例を紹介する。

【実施状況】
○「女性のチカラを活かす企業」認証制度
・認証企業数（令和８年３月３１日現在）
　計６７５社（うち県内企業５０５社、県外企業１７０社）
・ゴールド認証企業数（令和８年３月３１日現在）
　計６７社
○「いきいき男女・にこにこ子育て応援企業」宮城県知事表彰
・表彰企業
　最優秀賞：大和電設工業株式会社（仙台市）
　優秀賞　：株式会社YSdiagram（仙台市）、株式会社柴清工業（登米市）、
　　　　　　株式会社建設技術研究所（東京都）
○宮城県男女共同参画推進ＤＡＹ（令和８年１月２０日開催）
　広く一般県民を対象とした男女共同参画啓発イベントを開催し、その中で知事表彰の表彰
式を実施した。（参加者８０人）

◎

　認証制度については、認証件数が大幅に増
加し（Ｒ３年度末５０８社、Ｒ４年度末５７
３社、Ｒ５年度末６２９社、Ｒ６年度末６６
８社）、企業の間でも本認証の認知度が向上
していると考えられる。令和２年度に、認証
企業に対するメリット措置の拡充として、宮
城県の建設工事及び建設関連業務の総合落札
評価方式における加点対象に追加されたこと
も申請を後押ししている。
　宮城県男女共同参画推進ＤＡＹでは、
ジャーナリストの浜田敬子氏による講演等を
通じ、ポジティブ・アクションやワーク・ラ
イフ・バランスの更なる促進を図った。実施
後の参加者アンケートにおいても非常に好評
であり、普及啓発に効果があったものと考え
る。

　認証制度については、認証件数が大幅に増
加し（Ｒ４年度末５７３社、Ｒ５年度末６２
９社、Ｒ６年度末６６８社、Ｒ７年度末６７
５社）、企業の間でも本認証の認知度が向上
していると考えられる。令和２年度に、認証
企業に対するメリット措置の拡充として、宮
城県の建設工事及び建設関連業務の総合落札
評価方式における加点対象に追加されたこと
も申請を後押ししている。
　宮城県男女共同参画推進ＤＡＹでは、昭和
女子大学客員教授の白河桃子氏による講演等
を通じ、アンコンシャス・バイアスの解消や
ワーク・ライフ・バランスの更なる促進を
図った。実施後の参加者アンケートにおいて
も非常に好評であり、普及啓発に効果があっ
たものと考える。

　女性の活躍による地域経済の活性化や
多様な地域課題の解決に期待が高まって
おり、全ての人々があらゆる場面で活躍
できる男女共同参画社会実現に向けた取
組の加速化が必要である。こうしたこと
から、経営者や人事管理担当者へのワー
ク・ライフ・バランス等の推進に関する
普及・啓発や、女性自身が働き続けるこ
とを目標とするような意識付けの機会の
創出等が一層必要となっている。

　男女共同参画の実現のためには、認証
企業数を増やすだけではなく、それぞれ
の企業において、経営者、管理職、労働
者全ての意識の変化が必要であることか
ら、引き続き意識啓発を図っていく。

共同参画
社会推進

課

12／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考

73

第４期みやぎ
建設産業振興
プランの推進

主要 有
 6,032の

一部
6,101の
一部

　令和７年に策定した「第４期みやぎ
建設産業振興プラン」の基本目標の一
つである「担い手の確保・育成」の施
策として、女性の活躍の場の拡大のた
めの取組を推進する。

【目標】
　建設産業への女性の入職促進と活躍・定着

【実施状況】
●女性登用の促進や女性が働きやすい職場環境の整備に向け、女性技術者や女性技能者が配
置された現場において、女性専用の仮設トイレ及び仮設更衣室を設置した場合に工事成績評
定で加点を行うことができるとするモデル工事を発注。
●女性が働きやすい職場づくりやワークライフバランスの確保に取り組む「女性のチカラを
活かす企業」の認証を受けた企業に対する総合落札方式で加点評価する。
●公共事業を希望する建設業者が受審することになっている経営事項審査において、「える
ぼし認定」「くるみん認定」の取得状況に対して加点を実施する。

○

　女性活躍推進モデル工事の実施に継続的に
取り組んでおり、部全体の発注件数413件のう
ち115件（27.8％）についてモデル工事の対象
とした。建設業における女性登用の促進や女
性が働きやすい職場環境の整備に向けて一定
の効果があったと考えられる。+O75:R75

　女性活躍推進モデル工事の実施に継続的に
取り組んでおり、部全体の発注件数４６１件
のうち２５１件（５４．４％）についてモデ
ル工事の対象とした※）参考（Ｒ６年度）４
１３件中１１５件（２７．８％））

　そのほか、総合評価落札方式や経営事項審
査の加点の実施を含めて、建設産業における
女性登用の促進や女性が働きやすい職場環境
の整備に向けて一定の効果があったと考えら
れる。

特になし 　令和７年３月に策定した「第４期みや
ぎ建設産業振興プラン」（取組期間：令
和７年度～９年度）に沿って、建設産業
団体、関係官庁、庁内関係部局と連携し
ながら、推進していくこととしている。
　男女共同参画の実現のためには、「女
性のチカラを活かす企業」「えるぼし」
「くるみん」等の認証企業数を増やすだ
けではなく、それぞれの企業において、
経営者、管理職、労働者全ての意識の変
化が必要であることから、引き続き意識
啓発を図っていく。

事業管理
課

74

女性医師等就
労支援事業

主要 無 39,572 28,949

　女性医師等が妊婦・出産・育児の期
間を通して仕事を継続できるよう、働
きやすい職場環境の整備を行う医療機
関への補助を行う。
　また、出産・育児等からの職場復帰
を希望する女性医師等に対して時短勤
務医師等の身分を確保し、再研修を実
施する医療機関への補助を行う。

【事業目標】
　女性医師等が妊婦・出産・育児の期間等を通して仕事を継続できるよう、就業支援及び離
職防止を図る。

【実施状況】
　仕事と家庭の両立ができる働きやすい職場環境の整備や復職を希望する女性医師等に対
し、ライフステージに合わせて働ける時短勤務医等の身分を用意し、完全復職に向けた再研
修を行う医療機関に対し補助金を交付した。
　実施医療機関数：８病院

○

　当該事業の実施により女性医師等の勤務条
件等の緩和や勤務負担の軽減が図られ、安心
して子育て出来るなど働きやすい職場環境の
整備に繋がっていると思料される。

　当該事業の実施により女性医師等の勤務条
件等の緩和や勤務負担の軽減が図られ、安心
して子育て出来るなど働きやすい職場環境の
整備に繋がっていると思料される。

令和７年度は活用する医療機関数が増加
したが、同じ医療機関が繰り返し活用し
ている。なお本事業の実績は、医療機関
において出産や育児を行う医師がいるか
否かに左右されるものである。

　女性医師等の離職防止や復職支援など
の職場環境の整備に向け、支援が必要な
医療機関において活用されるよう他事業
とも連携しながら更なる事業周知を図っ
ていくこととする。 医療人材

対策室

75

宮城県ダイ
バーシティ支
援センター
（旧女性医師
支援セン
ター）事業 主要 無 7,000 7,000

　職場環境や今後のキャリアデザイン
等で悩みを抱える女性医師や女子医学
生を対象に、豊富な経験を積んだ女性
医師によるカウンセリングやキャリア
デザインに資するセミナーを実施し、
女性医師の離職防止や復職支援などを
図ることにより、女性医師が働きやす
い労働環境づくりを推進するもの。

【事業目標】
　女性医師が妊娠・出産・育児の期間等を通して仕事を継続できるよう、就業支援及び離職
防止の啓発を図る。

【実施状況】
　宮城県ダイバーシティ支援センター事業業務（県医師会委託事業）
○宮城県ダイバーシティ支援会議及び郡市医師会との会議、連絡会議の開催
○キャリアデザインセミナー、キャリアカウンセリングの実施
○保育サービス及び復職研修に関する情報の収集・提供等の実施
○県内各種学術研修会等の開催に係る保育室の設置支援の実施

○

　キャリアカウンセリング相談窓口にて、女
性医師からの相談を広く受け付け助言や情報
提供を行うことで、女性医師特有の課題等の
解決に資することができた。
　保育サービスについて、仙台市外の院内保
育情報についても掲載し、かつ病院毎の詳細
な情報を発信することができた。

　キャリアカウンセリング相談窓口にて、女
性医師からの相談を広く受け付け助言や情報
提供を行うことで、女性医師特有の課題等の
解決に資することができた。
　保育サービスについて、仙台市外の院内保
育情報についても掲載し、かつ病院毎の詳細
な情報を発信することができた。

　キャリアカウンセリング相談窓口や、
キャリアデザインセミナーの開催等の更
なる事業周知に努めていく必要がある。

　セミナーを開催するほか、ホームペー
ジの掲載情報の充実、各種広報媒体を通
じた事業周知を図るとともに、女性医師
等のライフステージに応じた様々な相談
支援等を通じて、女性医師等が生き生き
と働けるようサポートしていく。

医療人材
対策室

76

放課後児童対
策推進事業
（放課後子供
教室）

関連 有
46,863
の一部

43,604
の一部

　保健福祉部局と連携及び情報共有を
図るとともに、放課後児童対策の強化
に向けた普及・啓発、検討等を通し、
放課後子供教室と放課後児童クラブの
連携推進を促す。

　国の事業「学校を核とした地域力強化プラン」を活用して、放課後子ども総合プラン推進
事業を実施する市町村への事業費を負担。
○実施市町村及び教室数→１３市町村５７教室
○実施市町村（石巻市８教室、塩竈市６教室、白石市３教室、多賀城市６教室、登米市９教
室、栗原市１教室、大崎市３教室、富谷市２教室、蔵王町５教室、大河原町３教室、亘理町
５教室、松島町３教室、涌谷町３教室）
◇地域活動・放課後子供教室指導者等研修会・連絡会議（参加者３４人）
（１０／６　東北自治総合研修センター）

○

　補助金を活用した市町村における放課後子
供教室数は５２教室（令和５年度は４９教
室）、そのうち児童クラブと連携して取組ん
だ教室数は４４教室（令和５年度は３９教
室）と増加した。児童クラブとの連携の他、
放課後の体育館や空き教室を有効に使い、活
動をしている教室も見られた。登米市では、
地元ボランティアとＮＰＯの協力のもと、小
学校の体育館を活用して児童クラブと合同で
スポーツ教室を実施した。

　補助金を活用した市町村における放課後子
供教室数は５７教室（令和６年度は５２教
室）、そのうち児童クラブと連携して取組ん
だ教室数は３９教室（令和６年度は４４教
室）と教室数は増加したものの連携教室数は
減少した。大学生や地域企業の参画もあり、
地域全体で活動をしている教室も見られた。
涌谷町では、地元ボランティアとＮＰＯの協
力のもと、小学校の体育館を活用して児童ク
ラブと合同でスポーツ教室を実施した。

　全体数が増加する一方で連携教室数が
減少した要因として、連携型で活動する
教室においては、年度ごとに実施の有無
や回数が変動している点が挙げられ、単
発的に実施されることが実施教室数の推
移に反映されているものと考えられる。
課題としては、児童クラブとの積極的な
連携を促進し、活動を一時的な取組で終
わらせず定着させることである。
　また、学校の統廃合に伴い、放課後子
供教室数の減少や実施場所の確保が困難
になり、子供たちの放課後の居場所や多
様な体験の機会が少なくなることが懸念
される。
　今後は、児童クラブとの連携強化によ
る質の向上と同時に、学校統廃合を見据
えた持続可能な実施場所の確保策を講じ
る必要がある。

　放課後に子供たちが安全・安心に過ご
し、多様な体験活動ができる居場所の安
定的な確保に向け、市町村の実情に合わ
せた実施を検討する。また、視察や研修
会を実施し、情報共有や人材育成を図
り、事業推進に取組む。また、統廃合を
見据えた持続可能な事業展開に向けて、
市町村の実情に応じた支援を行ってい
く。

生涯学習
課

77

県民開放型庁
内保育所運営
事業

関連 無 16,593 15,351

　宮城県特定事業主行動計画の趣旨に
基づき、県職員等の育児と仕事の両立
支援のため、庁内保育所（事業所内保
育所）を設置し、地方職員共済組合宮
城県支部が運営する。
　県は、運営費の一部を負担する。

【事業目標】
　職員等の乳幼児を保育することにより、仕事と育児の両立を支援し、仕事と生活の調和を
図ることができる。このことにより、男女が共に働きやすい環境を整備することを目標とす
る。

【実施状況】
　この事業目標を実現するため、県民開放型庁内保育所「みやぎっこ保育園」を設置し、運
営管理を地方職員共済組合宮城県支部が担っている。県は、特定事業主として、運営費用の
うち利用者の保育料収入で賄えない部分について、同支部と共に費用を負担した。
　定員　３０名（うち一般枠概ね１０名）
　利用園児数（令和８年３月１日現在）：１１名
　※保護者内訳　県職員５名　一般６名

○

　令和７年３月１日現在において、１２名の
乳幼児の保育を実施することで、県職員及び
一般県民における育児と仕事の両立を図り、
男女が共に働きやすい環境の整備に寄与でき
た。

　令和８年３月１日現在において、１１名の
乳幼児の保育を実施することで、県職員及び
一般県民における育児と仕事の両立を図り、
男女が共に働きやすい環境の整備に寄与でき
た。

特になし 継続して実施する

職員厚生
課

78

離職者等再就
職訓練事業

関連 有 460,741 392,426

男女共同参画社会を推進するために
は、男女がともに働き続ける就業環境
づくりが必要である。
就業を希望する女性が希望する職種に
就くために、職業能力を開発する機会
や情報提供を充実させ、出産や育児等
により一旦仕事を離れた女性が再就職
するための支援策として、多様な職業
訓練を実施するものである。

【事業目標】
　再就職や転職を希望する離職者等に対して、多様な職業訓練機会を提供し、再就職を支援
する。

【実施状況】
○介護や保育、事務系の分野について、圏域毎に年間を通して職業訓練を実施し、再就職に
必要な知識・技能の習得の機会を提供する。
○育児又は介護中の求職者を対象としたコース（PC基礎科（時短コース））を設定し、再就
職の際に有利となる知識・技能を習得する機会を提供する。
〇育児や介護等の事情により通所訓練の受講が困難な者を対象とし、自宅で訓練を受講でき
るｅラーニングコースを実施。
○各分野の実施状況　（Ｒ８．３末現在）
　介護系：１０コース　入校者：８７名（男性：２９名、女性：５８名）
　事務系：５２コース　入校者：７１６名（男性：１４１名、女性：５７５名）
　　　　　→うち育児等両立コース：２コース　入校者１７名（男性：１名、女性：１６
名）
　　　　　→うちｅラーニングコース：２コース　入校者：１４名（男性：５名、女性：９
名）
　保　育：　１コース　入校者１１名（男性：０名、女性：１１名）

○

　本事業は全コースが性別に関係なく利用で
きる制度となっているが、育児等との両立
コース及び自宅で受講可能なｅラーニング
コースを設定することで、育児中または介護
中の女性がより学びやすい環境を創出してい
る。

　本事業は全コースが性別に関係なく利用で
きる制度となっているが、育児等との両立
コース及び自宅で受講可能なｅラーニング
コースを設定することで、育児中または介護
中の女性がより学びやすい環境を創出してい
る。

　介護系訓練コースは再就職先の求人
ニーズが高いものの、事務系訓練コース
に比べて求職者の応募状況が低迷してい
る。

　地域の特性及び求人・求職者ニーズの
把握・検証を行うとともに、ハローワー
クや労働局等の関係機関との連携を強化
し、民間教育訓練機関のノウハウを活用
した効果的な委託訓練を実施する。ま
た、オンラインを活用した訓練の増設な
ど、受講希望者の状況や生活スタイルに
合わせた訓練を実施していく。

産業人材
対策課
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　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった
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79

いきいきキャ
リアアップ事
業

主要 無
1,913の
一部

0

　女性が、仕事と生活の両立を図りな
がら、企業等において能力を発揮し、
いきいきと活躍し続けるため、人材育
成や意識啓発のための研修を行う。

【実施目標】
　地域の企業等で活躍する女性を身近な目標となる「先輩」として迎え、研修（ワーク
ショップ）を実施することで、地域の女性の連携や就業継続意識の向上を図る。

【実施状況】
　いきいきキャリアアップ事業
○共催　　：登米市
　開催日　：令和８年１月２１日
　開催場所：長沼ボート場クラブハウス
　参加者数：３０名
○共催　　：利府町
　開催日　：令和８年１月３０日
　開催場所：イオンモール新利府
　参加者数：１４名

◎

　両研修ともに、参加者アンケートにて、
「満足」または「やや満足」とした回答が７
５％を超える結果となった。参加者からは
「実際に活躍している方々のお話を聞けてと
てもためになった。参考になることが多々
あった。」「職場でも、このように語り合う
場を作りたいと思いました。」といった意見
があり、高い満足度を得た。女性がキャリア
アップをしていくに当たり、スキル不足や悩
みを抱える女性も多い中、企業においては、
女性に特化した研修を準備できるところも多
くはなく、本研修は、そういったニーズに合
致したものであったと思われる。

　両研修ともに、参加者アンケートにて、
「満足」または「やや満足」とした回答が９
０％を超える結果となった。参加者からは
「自分の生き方に対して向き合っている姿が
すごいと感じた。」「常に目標を持って少し
ずつやっていきたい。」といった意見があ
り、高い満足度を得た。女性がキャリアアッ
プをしていくに当たり、スキル不足や悩みを
抱える女性も多い中、企業においては、女性
に特化した研修を準備できるところも多くは
なく、本研修は、そういったニーズに合致し
たものであったと思われる。

　令和７年度をもって廃止。 　令和７年度をもって廃止。

共同参画
社会推進

課
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みやぎ県民大
学推進事業

関連 無 2,444 2,281

　多様化する県民の学習活動を支援す
るため、学校や社会教育施設、ＮＰＯ
等との連携・協力により広域的で専門
的な学習機会を提供する。

【事業目標】
　学校や社会教育施設、ＮＰＯ等との連携・協力により、年代や地域毎に抱える様々な課題
を捉え、その解決に向けた実践的な講座を提供し、県民の多様な学びの機会を創出する。

【実施状況】
○学校等開放講座（高校・社会教育施設・大学）３１講座
○スキルアップ講座１講座
○テーマ別講座１講座
○地域力向上講座（南三陸町・名取市）２講座

○

　県民の学習ニーズに合った参加しやすい講
座の取組みとして、対面講座だけでなく、オ
ンライン講座や、対面とオンラインの双方で
受講できるハイブリッド型講座を実施し、903
人の参加があり、県民の多様な学びの機会を
創出した。

　県民の学習ニーズに合った参加しやすい講
座の取組として、対面講座だけでなく、オン
ライン講座や、対面とオンラインの双方で受
講できるハイブリッド型講座を取り入れた。
県民大学全体として920人の参加があり、県民
の多様な学びの機会を創出した。

　学習ニーズの多様化に伴い、生涯にわ
たって学び、学んだことを実践し続ける
ことができる環境づくりの推進が引き続
き必要である。

　オンライン講座や、対面とオンライン
の双方で受講できるハイブリッド型講座
の拡充など、より県民の学習ニーズに
合った参加しやすい講座実施を目指す。

生涯学習
課
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シルバー人材
センター設
立・育成事業

関連 無 10,671 10,633

　概ね６０歳以上の高年齢者に対し
て、日常生活に密着した臨時的かつ短
期的な仕事や軽易な業務を組織的に提
供し、高年齢者の就業機会の増大を図
り、活力ある地域社会づくりに寄与す
ることを目的として、各市町村シル
バー人材センター及び宮城県シルバー
人材センター連合会の運営を支援して
いる。

【事業目標】
　高年齢者の就業機会の増大を図り、活力ある地域社会づくりに寄与することを目的として
「シルバー人材センター」の運営を支援する。

【実施状況】
　・各市町村シルバー人材センター運営費補助（新規設立から３年を上限）：対象案件がな
く補助実績なし
　・宮城県シルバー人材センター連合会運営費補助：10,580千円

○

　シルバー人材センターの運営を支援するこ
とにより、男女を問わず高齢者の就業機会を
増大させた。

　シルバー人材センターの運営を支援するこ
とにより、男女を問わず高齢者の就業機会を
増大させた。

　人口減少により、小規模な町村では会
員の確保・維持が難しい状況になってい
る場合がある。

　今後も各市町村シルバー人材セン
ター、宮城県シルバー人材センター連合
会による高年齢者の就業機会の増大を支
援する。

雇用対策
課
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家内労働情報
提供事業

関連 無 0 0

　家内労働（内職）を希望する県民に
対して、ホームページ、電話及び窓口
対応（産業人材対策課、各地方振興事
務所及び各地方振興事務所地域事務
所）により、家内労働（内職）情報の
提供を行うものである。

【事業目標】
　育児や介護等により外での就業ができない者に対して、家内労働（内職）の情報提供を行
う。

【実施状況】
○求人受理件数　　　　　１１件
○求人数（新規）　　　　３６人
○求職照会件数　　　　２３６件

○

　家内労働の求職者は女性が多く、求人情報
を提供することで、女性の就業機会の幅を拡
張し、男女共同参画への一定の貢献をしてい
る。

　家内労働の求職者は女性が多く、求人情報
を提供することで、女性の就業機会の幅を拡
張し、男女共同参画への一定の貢献をしてい
る。

　求職者は経験不要で誰にでもできる簡
単な作業を求めているが、家内労働（内
職）の求人は非常に少ない上、縫製等の
専門技術を要する作業が多い。

　製造業の海外移転等により、家内労働
（内職）の求人は非常に少ない状況と
なっていることを周知しつつ、当面は情
報提供を継続する予定である。 産業人材

対策課
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みやぎ地域活
性化雇用創造
プロジェクト

関連 有 141,235 141,235

　女性や高齢者等の潜在的労働力の掘
り起こしから就職に至るまでの求職者
支援と企業の採用力向上を支援するた
めの雇用支援拠点である「みやぎシゴ
トサポートセンター」を設置する。求
人・求職側の双方から、トータルかつ
きめ細かなサポートを行い、多様な人
財の活躍を促進することで、企業の競
争力の源泉である「人財」の確保を進
め、富県宮城の実現を雇用政策面から
支える。

○みやぎシゴトサポートセンター運営事業
　事業目標（実績）：就職者数　　　３，３００人以上（１，０４２人（※）うち女性６４
１人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※アンケート２，５１６人を除く
　　　　　　　　　　新規登録者数　３，３００人以上（３，６２５人　　　うち女性２，
１９５人）
　　　　　　　　　　企業の採用力向上、業務効率化支援　２０社(男女別未調整) ○

○就職者数
　女性就職者が就職者全体の約６割以上を占
める結果となった。
○新規登録者
　前年度は女性比率が58.9％であったのに対
して、令和６年度は60.8％となり、潜在的な
労働力の掘り起こしの効果が現れている。

○就職者数
　女性就職者が就職者全体の約６割以上を占
める結果となった。
○新規登録者
　女性比率が前年度60.8％に対し、60.6％と
微減したが、登録者数は前年度を上回ってお
り、潜在的な労働力の掘り起こしの効果が現
れている。

　特になし 　引き続き女性や高齢者などの潜在的労
働力の掘り起こしに向けて、宮城労働局
やハローワークと連携し、各種媒体を活
用して、女性労働者を含めた多様な主体
が活躍できるようメリットのある情報の
普及啓発に努めるとともに企業の採用力
向上を支援する。 雇用対策

課

・R6～事業
名称、事業
内容変更

84

母子・父子福
祉センター運
営事業/ひとり
親家庭等自立
促進対策事業/
ひとり親家庭
高等職業訓練
促進資金貸付
事業

主要 無 50,267 44,123

　宮城県母子・父子福祉センターの運
営を、公益財団法人宮城県母子福祉連
合会に委託し、県内のひとり親家庭の
生活向上のための相談支援を行うほ
か、資格取得のための各種支援を行
う。

【事業目標】
ひとり親家庭の生活の安定と自立

【実施状況】
○母子・父子福祉センター管理運営事業
・就業支援講習会の実施　　　年７回実施
・ひとり親家庭等相談支援事業（電子メール及び電話等。日曜日実施分を含む。）４４６件
○ひとり親家庭等自立促進対策事業
・特別相談（弁護士による専門相談　年２４回実施）
・自立支援教育訓練給付金（２件）及び高等職業訓練促進給付金の給付（１５件）
○ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業
・高等職業訓練促進給付金を活用して資格取得を目指す者に対する準備費用等の貸付（７
件）

◎

　ひとり親家庭を対象に、各種相談や就業支
援講習会を実施したほか、就業の促進を図る
ための給付金を給付し、母子家庭及び父子家
庭の自立を促進した。

　ひとり親家庭を対象に、各種相談や就業支
援講習会を実施したほか、就業の促進を図る
ための給付金を給付し、母子家庭及び父子家
庭の自立を促進した。

　各種支援施策について、関係機関と連
携を図り、効果的な情報提供を行うほ
か、母子・父子家庭へ周知することが必
要である。

　県政だより、宮城県のホームページ、
パンフレット等を活用した事業の周知や
市町村への通知などを継続的に実施する
ほか、他の雇用促進施策との連携を図
り、母子家庭及び父子家庭の自立の促進
を図る。

子ども・
家庭支援

課
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女性経営者の
ための研修会
開催等への支
援

関連 無 8,422 8,350

女性の経営及び決定方針過程への参画
を促進するための意識啓発並びに支援
のため、各商工団体が開催する経営セ
ミナー等に対して補助を行い、女性の
経営参画を促進する。

【事業目標】
　女性経営者及び経営に関与する女性従事者等の育成及び資質の向上を図る。

【実施状況】
○商店街振興組合連合会が実施する研修会に対して支援した。
・商店街近代化講習会　１回（商業者向け補助事業と活用事例）
○宮城県中小企業団体中央会が実施する研修会に対して支援した。
・組合特定問題研究会　7回（組合経営に関するテーマ別研修会)
○宮城県商工会連合会が実施する研修会に対して支援した。
・専門分野別講習会　2回（製造業経営講習会、ECサイト活用講習会)
・調査研究・講習会　1回（DX化推進によるSNSを活用した販路開拓支援）
・商工会地域広域振興対策推進事業講演会　2回（創業塾、デジタル化人材育成講習会）

○

　商工団体の開催する各種経営セミナーを支
援することにより、女性の経営及び決定方針
過程への参画を促進するための意識啓発が促
された。

　商工団体の開催する各種経営セミナーを支
援することにより、女性の経営及び決定方針
過程への参画を促進するための意識啓発が促
された。

特になし 　県の支援により商工団体が実施するセ
ミナー等について、商工団体に対してよ
り女性の経営参画促進を意識した内容の
設定や、女性経営者の参加率を高める取
組の実施を求めていく。

商工金融
課

14／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった
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86

「女性が輝
く」みやぎの
水産加工業創
生事業

主要 無 7,280 7,280

　水産加工業は、本県沿岸の主要産業
であり、生活に直結する食品を製造・
供給する産業である。このことから、
消費者に一番近い感性を持つ女性が多
数就職し、従来の事務や製造部門に留
まらず、商品企画やマーケティング・
対外交渉など、より活発に女性が活躍
する職場として期待されている。今
後、本県の水産加工業が更なる発展を
遂げるには、より女性が就業し活躍で
きる職場に改善を図っていく必要があ
る。しかし、中小企業者が多い当業界
ではマンパワーが不足しており、自助
努力によって短期間に改善を進めるの
は困難であることから、本事業の伴走
型支援により、女性が働きやすい職場
づくりを推進していくもの。

【目標】
　水産加工業において、女性が輝く中核人材として製造に限らない様々な業務を担い、生涯
にわたって働きやすい、活躍できる体制の構築を支援することで、水産加工業における女性
の就業促進を図る。

【実施状況】
　本事業での支援対象企業（水産加工業者）を県で公募・選定するとともに、専門家派遣・
課題抽出及び解決に向けた支援を行う事業者を公募型プロポーザル方式で選定の上で事業を
実施した。また、事業専用HPも整備し、事業内容や実績等について公表した。
○支援企業３者を公募・選定した。
○各支援企業とヒアリングの上、それぞれの課題に応じた専門家の派遣を行った。
○水産加工業者等向けに、「女性活躍推進セミナー」をオンラインで開催し、ＳＮＳを活用
した情報発信をテーマにデザインの原則や受け手に伝わりやすい投稿等に関する講演を行っ
た（令和７年１１月）。

○

　各支援企業において、「より女性が活躍で
きる組織づくり」、「誰もが働きやすい仕組
みづくり」を目標に掲げ、その実現に向け専
門家派遣を行った。
　取組内容としては、評価制度の有効な活用
方法や、在宅ワークの仕組みづくりに向けた
個別面談、女性従業員・管理職者向けの座談
会等を実施。
　結果として、パートの女性社員２名が正社
員へ登用、従業員エンゲージメントの向上、
他者理解の向上につながった。

　各支援企業において、「リーダーシップや
マネジメントスキルの習得」、「能力を発揮
できる環境づくり」を目標に掲げ、その実現
に向け専門家派遣を行った。
　セミナーでは経営者・管理職を対象に、
「女性活躍」を推進するための講演を行った
り、キャリアアップやマーケティング戦略に
関するテーマで講演を実施した。
　これらのセミナーを活用しながら、支援企
業においても、経営理念の見直しを行い、企
業としての共通認識を言語化することができ
た。このことから、新たな体制へ移行する中
でも企業としての方向性や判断軸が明確に
なったため、今後の組織運営の適正化が期待
される。

○水産業界は、女性活躍のビジョンがま
だまだ浸透しておらず、また、危機意識
も薄い業界である。自ら支援を希望する
企業が少ないため、企業のニーズに可能
な限り柔軟に対応する必要がある。
○支援期間は約８か月であったが、企業
が目指す経営理念を実現するためには継
続した取組が重要である。

　本事業はビジョン事業として、令和７
年度～令和９年度の３年間行うことと
なっている。令和６年度は、企業の体制
構築に関する支援を実施し、令和７年度
はそれに加え、女性従業員のスキルアッ
プのため、経営者及び女性従業員向けの
セミナーを開催してきた。令和８年度に
ついても、引き続き企業のニーズを把握
しながらセミナーの内容検討を行ってい
き、必要に応じて前年度のようにスポッ
ト的な専門家派遣等にも対応していく。

水産業振
興課

87

農業・農村男
女共同参画支
援事業

主要 有 1,979 2,959

『男女共同参画チャレンジ活動推進事
業』
　「農山漁村パートナーシップ推進宮
城県大会」を開催し、男女共同参画の
推進について意識啓発を図り、女性が
その能力を十分に発揮できる社会の実
現を目指すもの。
『女性農業者活躍支援事業』
　農業・農村において、女性農業者が
活き活きと輝いて活躍することを目的
に、その能力をさらに向上させる女性
農業者のスキルアップやネットワーク
づくり、またその能力を十分に発揮で
きるよう就労環境整備や男女共同参画
の意識啓発など、女性農業者の経営発
展や活躍を促進させる。

【事業目標】
　令和８年度末までに目標指標である家族経営協定締結数900件及び農業委員に占める女性
の割合30％を達成する。
（令和８年３月宮城県男女共同参画基本計画（第５次））

【実施状況】
○各地域で女性の資質向上を目指した研修会を開催（26回）
○農山漁村パートナーシップ推進宮城県大会の開催や啓発パンフレットの作成・配布、各種
研修会での啓発等により、家族経営協定の推進を図った。
○農業委員改選時期を迎える市町村を訪問し、女性の登用について積極的に働きかけ、登用
率の向上を図った。
〇農業委員向けの研修会等で女性登用の意義について説明を行った。

○

　目標指標である家族経営協定締結数（目標
７７０件）は、８３８件（令和５年度末数
値：最新値）となり、１年前（令和４年度
末）より２６件増加している。
　また、農業委員に占める女性の割合は令和
６年１２月に２１．４％に増加しており（令
和６年２月に２０．７％）、３４委員会のう
ち女性委員のいない委員会は０件となってい
る。

　目標指標である家族経営協定締結数（目標
770件）は、750件（令和６年度末数値：最新
値）となり、前年度（令和５年度末）より83
件減少しているが、新規締結数は20件/年以上
を維持している。
　また、農業委員に占める女性の割合は令和
７年11月に21.7％に増加しており（令和６年
12月：21.4％）、34委員会のうち女性委員の
いない委員会は０件となっている。

○意識の変化には時間を要する。
・若年者は中高年世代に比べ男女格差を
感じていないなど、世代間の意識の差が
あるため、一括で幅広く働きかけること
は難しい。

○ホームページやセミナー、研修会等を
通じた情報発信により、本事業の横展開
を図るとともに、参加者の関心を高め意
識の醸成を促進する。

農業振興
課
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漁業担い手確
保・経営体育
成事業（新た
なみやぎの水
産業を創造す
る人材・経営
体育成事業の
一部）

関連 無
47,363
の一部

41,440
の一部

　新規漁業就業者の確保から法人化や
異業種連携等の漁業経営の高度化ま
で、一体的に宮城の水産業を支える人
材・経営体の育成を支援するため、
（１）沿岸漁業就業に係るワンストッ
プ相談窓口の設置、漁業研修「みやぎ
漁師カレッジ」の実施や、（２）異業
種連携、漁業経営の高度化等をテーマ
とした「イノベーション講座」の実施
などに取り組む。

【事業目標】
○漁業地域における女性の活躍（女性の担い手が陸上作業や加工作業のみならず、漁業経営
においても生き生きと活躍し、地域を支える）
○女性の経営参画、次世代リーダーとしての活躍

【実施状況】
○「漁業就業希望者～就業後おおむね５年程度まで」を対象とした漁業研修「みやぎ漁師カ
レッジ長期研修」を令和７年７月～令和８年２月の８か月間で開催した。男性１３名（うち
既就業者３名）、女性１名の計１４名が参加し、うち１１名（男性１０名、女性１名）が新
しく漁業へ就業した。
○漁業就業等に興味のある方を対象とした漁業研修「みやぎ漁師カレッジ短期研修」を令和
７年６月、１０月の計２回（各２日間）開催した。２回合わせて男性１４名、女性３名が参
加した。
○漁業経営の高度化等をテーマとした「イノベーション講座」として、令和７年７月には
「SNSを活用したプロモーションや個人販売に係る研修会」を開催し、男性３２名、女性２
名が参加した。

○

　みやぎ漁師カレッジ長期研修において女性
１名、短期研修において女性４名の参加があ
り、うち長期研修の１名は研修終了後に漁業
へ就業した。みやぎ漁師カレッジを通じた女
性の漁業就業者は５年ぶりで、みやぎ漁師カ
レッジの取組を始めた平成２８年以降２人目
となった。

　みやぎ漁師カレッジ長期研修において女性
１名、短期研修において女性３名の参加があ
り、うち長期研修の１名は研修終了後に漁業
へ就業した。

　漁業現場（特に船上作業）では男性中
心に作業が行われているのが実態であ
る。このような状況から、就業に至る女
性は少数で、県内の女性漁業就業者数は
県内全体の１割程度に留まっている。

これまでみやぎ漁師カレッジを通じて、
新規就業された女性漁業者を始め、県内
の女性漁業者の情報をSNS等により積極
的に紹介するほか、短期研修の研修先と
することで、女性漁業者の存在をより身
近に感じてもらえるよう取り組む。

水産業振
興課
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専門家派遣事
業

関連 無 2,184 44,200

　（公財）みやぎ産業振興機構におい
て、新分野進出、新製品開発、情報化
促進、経営革新などを図ろうとする中
小企業者等に、専門的な知識や経験を
有する同機構の登録専門家を派遣し、
課題解決のための診断・助言を行う。

　（公財）みやぎ産業振興機構において、雇用や労働条件に関することなど、経営改善等の
ため専門家等を活用して対応した。
○専門家派遣事業　専門家を１８社に対し、延べ６２回派遣した。（うち女性経営者等に対
する派遣　３社延べ１３回） ○

　全体の専門家派遣については、女性専門家
を活用した各種診断・助言も実施し、経営革
新への取組みをサポートした。
　女性経営者等への派遣実績は１３回となっ
た。

　全体の専門家派遣については、女性専門家
を活用した各種診断・助言も実施し、経営革
新への取組みをサポートした。
　女性経営者等への派遣実績は１３回となっ
た。

女性経営者のみを対象とした事業ではな
いため、実績をもたらした施策に課題が
あるとは考えていないが、下記対応方針
により本事業における男女共同参画を推
進したい。

　引き続き女性経営者を含め、中小企業
者が活用しやすい事業を目指す。

中小企業
支援室
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中小企業経営
支援事業

関連 無 486 462

経営基盤の脆弱な中小・零細企業者に
対し、経営課題・問題点の整理、財務
状況の分析、各種支援施策や成功事例
等の課題に対応した情報提供を行うと
ともに、経営改善に向けた助言等を行
い、経営基盤の強化を図る。

創業予定者、経営基盤の脆弱な中小企業に対し、経営に関する悩みについて相談窓口を設置
し、解決に向けた各種支援策・支援機関の情報提供を行うとともに、経営改善に向けた助
言・相談を行った。

○

 女性経営者を含め、中小企業者の経営基盤強
化に繋がった。

 女性経営者を含め、中小企業者の経営基盤強
化に繋がった。

女性経営者のみを対象とした事業ではな
いため、実績をもたらした施策に課題が
あるとは考えていないが、本事業におけ
る男女共同参画を推進したい。

相談窓口の周知を図り、引き続き女性経
営者を含め、中小企業者が活用しやすい
事業を目指す。

中小企業
支援室
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若手後継者等
育成事業

関連 無 7,250 7,250

女性経営者等で構成される商工会女性
部・商工会議所女性会の活動を支援
し、研修会や講習会の受講を通じて指
導者及び後継者を育成するとともに、
資質の向上を図りながら、地域の小規
模事業者の振興発展、地域活性化に寄
与するもの。

【事業目標】
　商工会女性部及び商工会議所女性会の研修会、講習会開催等を支援し、指導者、後継者の
育成及び資質の向上を図る。

【事業実施状況】
○宮城県商工会連合会が実施する若手後継者等育成事業(女性部)に対して支援した。
・女性部員研修会　1回　164名
・女性部主張発表ブロック大会に対する指導会　2回　2名
・女性部リーダー研修会　１回　95名
・商工会正副部長等研修懇談会　1回　83名
・広域エリア別指導者研修会事業(県内26エリア)　26回　397名
・都道府県商工会女性部連合会長研修会への参加　2回　2名
・東北六県・北海道商工会女性部員交流研修会への参加　１回32名
・都道府県商工会女性部指導者研修会への参加　1回　28名
○仙台商工会議所が実施する若手後継者等育成事業(女性会)に対して支援した。
・女性経営者資質向上に関する公開講演会　6回　321名

○

　例年様々なテーマによる研修会等を継続し
て開催しており、女性商工自営業者の今後の
経営のヒントや動機付け等につながり、経営
参加促進のための啓発に資する機会が確保さ
れた。

　例年様々なテーマによる研修会等を継続し
て開催しており、女性商工自営業者の今後の
経営のヒントや動機付け等につながり、経営
参加促進のための啓発に資する機会が確保さ
れた。

特になし 　今後も継続的に女性経営者等の交流、
資質の向上の機会を確保する必要があ
る。

商工金融
課
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　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考
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県ボランティ
アセンター運
営事業

関連 無 10,000 10,000

　県民のボランティア活動への参加を
促進するため、ボランティア活動の拠
点として、宮城県社会福祉協議会に
「みやぎボランティア総合センター」
を設置し、ボランティアコーディネー
ターの養成研修やボランティアに関す
る福祉教育・広報・啓発を通して、県
内ボランティア活動の振興と共助の取
組の活性化を図る。

【事業目標】
　ボランティア推進事業を行う宮城県社会福祉協議会に対する運営事業費補助等を行い、
「誰もがいきいきと安心して暮らせる地域づくり」の実現を目指す。

【実施状況】
○多様なボランティア活動や市民活動に対する支援の強化
・地域福祉・ボランティア業務担当者会議を開催：２回
・地域指定福祉教育推進事業を実施：３か所
※指定社協への助成、住民主体による運営委員会の開催等を行うもの。
・福祉教育学習会（セミナー）を開催：２回
○人材育成と各種団体との広域連携の推進
・ボランティアコーディネーターの育成のための研修を実施：２回
・みやぎボランティア総合センター運営委員会を開催（関係団体による外部委員１０名で構
成）：２回
○ボランティア・市民活動の推進
・『福祉みやぎ※』発行による情報発信を実施：３回
※宮城県社会福祉協議会発行の福祉に関する情報誌
・ボランティア保険事務説明会を開催：３回

○

　市町村社協ボランティアセンターの運営に
関して、誰もがいきいきと安心して暮らせる
地域づくりを目指して、相談等の支援や各種
の研修事業を実施したことにより、ボラン
ティア事業の質の向上が図られた。

　市町村社協ボランティアセンターの運営に
関して、誰もがいきいきと安心して暮らせる
地域づくりを目指して、相談等の支援や各種
の研修事業を実施したことにより、ボラン
ティア事業の質の向上が図られた。

　事業主体である宮城県社会福祉協議会
と認識を共有しつつ、研修の内容等、男
女共同参画の視点を踏まえたアップデー
トに引き続き取り組んでいきたい。

　引き続き事業を継続し、市町村社協ボ
ランティアセンターに求められる課題に
応えるとともに、ボランティア活動の活
性化を図っていく。

社会福祉
課
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ＮＰＯ活動促
進事業(ＮＰＯ
等の絆力を活
かした震災復
興支援事業を
含む）

関連 無 138,321 51,729

　震災復興の担い手として引き続き期
待されているＮＰＯ等（ＮＰＯ法人や
ボランティア団体、地域コミュニティ
組織、その他非営利活動団体）が、自
立的かつ継続的に活動を行えるよう支
援するもの。
　東日本大震災後は、多くのＮＰＯが
県内各地で復興支援活動を行っている
が、女性のリーダーも少なくないこと
から、ＮＰＯに対する支援は男女共同
参画の推進にも繋がるものと考える。

【事業目標】
　下記事業を推進し、男女共同参画の推進に係る活動を含むＮＰＯ活動の促進と、ＮＰＯ活
動を行う女性の活動を支援する。

【実施状況】
○県有遊休施設等の有効利用によるＮＰＯの拠点づくり事業　…ＮＰＯの活動拠点として、
県の遊休施設（用途を廃止した庁舎・宿舎等）を安価な料金で貸付けした。拠点施設５施設
のうち、１施設を人権擁護活動支援事業を実施する団体に貸し付けしている。
○民間非営利活動プラザ（みやぎＮＰＯプラザ）　…ＮＰＯ活動の中核拠点施設を運営し、
ＮＰＯを対象とした相談・研修事業、中間支援組織（ＮＰＯを支援するＮＰＯ）の機能強
化、ＮＰＯに関する情報発信などのソフト面の支援機能も充実させ、県内全域でのＮＰＯ活
動を促進した。
○ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業等　…ＮＰＯ等の絆力を活かした復興・被災
者支援の取組や復興・被災者支援を行うＮＰＯ等の絆力強化に資する取組、被災者が人と人
とのつながりや生きがいを持てるような心の復興に関する取組に対して支援した。

○

　ＮＰＯの活動拠点の提供、ＮＰＯ等の絆力
を活かした震災復興支援事業の補助事業や委
託事業等、「みやぎＮＰＯプラザ」の相談・
研修事業等により、男女共同参画の推進に取
り組むＮＰＯや女性が活躍するＮＰＯを支援
する形で男女共同参画を推進した。

　ＮＰＯの活動拠点の提供、ＮＰＯ等の絆力
を活かした震災復興支援事業の補助事業や委
託事業等、「みやぎＮＰＯプラザ」の相談・
研修事業等により、男女共同参画の推進に取
り組むＮＰＯや女性が活躍するＮＰＯを支援
する形で男女共同参画を推進した。

　男女共同参画の推進や女性の支援等に
取り組むＮＰＯの中には、事業活動が非
常に活発な団体はあるが、数的にはまだ
少ないと考えている。
　ＮＰＯの多くは、組織・運営基盤が脆
弱であり、マンパワーも不足している状
況にある。

　男女共同参画の分野をはじめ様々な社
会的課題に取り組むＮＰＯ全般を引き続
き支援し、ＮＰＯ活動に対する県民の理
解醸成とＮＰＯの運営基盤強化を図るこ
となどにより、男女共同参画を推進して
いく。

共同参画
社会推進

課
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婦人会館施設
管理事業

関連 無 13,675 13,675

 県内各地域の婦人団体の活動活性
化、県民の教養の向上及び男女共同参
画社会の実現に寄与するため、一般県
民を対象とした各種研修会を開催する
とともに、婦人団体の活動に関する情
報収集、情報提供及び婦人団体が主催
する事業への指導・助言を行う。

【事業目標】
　女性団体等の活動の活性化に向けた各種研修会等を開催する。

【事業実施状況】
　令和７年度事業実績
○女性教育及び家庭教育に関する研修　５４回開催（１，２３１名参加）
○男女共同参画に関する研修　１８回開催（５７２名参加）
〇教養向上に関する自主研修　毎週又は隔週等開催（１，７３０名参加）
○女性団体への指導助言　　　１６回実施（６４２名）
〇女性団体の指導者養成　　　　５回実施（２９５名）
〇施設利用者数（延べ人数）　　９，８８２名

◎

　研修内容の充実を図り、婦人団体等の活動
の活性化のみならず、男女共同参画の意識醸
成に向けた講座を実施するなど、一定の事業
展開が推進できた。

　研修内容の充実を図り、婦人団体等の活動
の活性化のみならず、男女共同参画の意識醸
成に向けた講座を実施するなど、一定の事業
展開が推進できた。

特になし 　学校や社会教育施設、ＮＰＯ等関係団
体とさらに連携・協力し、多様な学習機
会の充実とその成果を地域活動等で活
用・実践につながる講座を提供してい
く。

生涯学習
課
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民間企業との
包括連携協定
締結と連携促
進（男女共同
参画分野）

主要 有 0 0

　県と民間企業とが包括連携協定を締
結し、相互の連携を強化することで、
男女共同参画社会の推進を図るもの。
　令和７年４月現在で、２５社と包括
連携協定を締結しており、うち５社
（第一生命保険株式会社・日本郵便株
式会社・カメイ株式会社・あいおい
ニッセイ同和損害保険株式会社・株式
会社七十七銀行）と男女共同参画に関
する事業で連携を行った。

【事業目標】
　各企業の特徴を活かし、県と企業相互の連携を強化することで、男女共同参画社会の推進
を図るもの。

【実施状況】
○第一生命保険株式会社（平成２８年１１月締結）
・「女性のチカラを活かす企業認証制度」のゴールド認証企業
・令和２年度いきいき男女・にこにこ子育て応援企業表彰優秀賞受賞
○日本郵便株式会社（平成２９年９月締結）
・「女性のチカラを活かす企業認証制度」の認証企業
○カメイ株式会社（平成３０年２月１５日締結）
・「女性のチカラを活かす企業認証制度」の認証企業
○あいおいニッセイ同和損害保険株式会社（平成３１年１月２３日）
・「女性のチカラを活かす企業認証制度」のゴールド認証企業
○株式会社七十七銀行（令和３年１月締結）
・「女性のチカラを活かす企業認証制度」のゴールド認証企業
・令和２年度いきいき男女・にこにこ子育て応援企業表彰最優秀賞受賞

○

　民間企業のネットワークを活かした事業を
一定程度展開することができた。

　民間企業のネットワークを活かした事業を
一定程度展開することができた。

　協定に基づき施策やイベントでの協力
等をいただいているため、今後とも継続
して協力関係を築いていく必要がある。
また、連携企業数が限られているため、
新たな企業との連携も検討していく必要
がある。

　男女共同参画に関する啓発事業をより
効果的かつ広範囲に拡大していけるよ
う、各企業と方法や手段について協議す
るなどし、更なる連携を図っていく。

共同参画
社会推進

課
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建築物のバリ
アフリー化の
推進

関連 有 0 0

　高齢者、障害者等が自立した日常生
活及び社会生活を安心して送ることが
できるよう、建築物等のバリアフリー
化を推進する。

　「だれもが住みよい福祉のまちづくり条例」に基づく、建築物の整備に関する届出書の受
理、審査、指導助言等を行った。
　受理、審査、指導助言件数：７６件（県内件数で仙台市は除く） ◎

　建築物のバリアフリー化を推進することに
より、ハード面から高齢者、障害者等の自立
を支援することができたと考えられる。

　建築物のバリアフリー化を推進することに
より、ハード面から高齢者、障害者等の自立
を支援することができたと考えられる。

特になし 　引き続き、届出が必要な建築物につい
て指導助言等を適切に行っていく。

建築宅地
課建築指
導班
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サービス付き
高齢者向け住
宅（旧高齢者
円滑入居賃貸
住宅）の登
録・閲覧制度 関連 有 0 0

高齢者単身・夫婦世帯が安心して居住
できる賃貸住宅等を登録し、その情報
を広く提供することにより、高齢者が
バリアフリーかつ見守りサービスのあ
る賃貸住宅等を探しやすい環境を整備
するもの。

【事業目標】
　サービス付き高齢者向け住宅の登録の促進と閲覧制度の普及を図り、高齢者の自立した生
活を支援すること。
【実施状況】
　令和７年度（３月末時点）は宮城県内では１棟１９戸（うち仙台市０棟０戸）が新たに登
録され、合計１３４棟３，８３３戸（うち仙台市は６２棟２，１２６戸）となっている。 ○

　制度開始以降、県内での登録件数は大きく
減少することなく維持しており、高齢者が自
分の生活に適した住宅及び居住環境を選択
し、自立した生活を送る環境が整備され、高
齢者に対する生活支援・介護に係る家庭の負
担が軽減されている。

制度開始以降、県内での登録件数は大きく減
少することなく維持しており、高齢者が自分
の生活に適した住宅及び居住環境を選択し、
自立した生活を送る環境が整備され、高齢者
に対する生活支援・介護に係る家庭の負担が
軽減されている。

　登録事業者からの登録更新申請及び登
録変更申請に係る書類の精度が低いた
め、事務処理に時間を要し、互いに労力
を割いている状況となっている。また、
こちらの修正依頼に対し、対応いただく
までに長期間要することがあり、催促な
どの対応が必要な場合がある。これは人
の入れ替えやシステムを日常的に使用し
ていないことが原因と考えられる。

　引き続き、申請や届出が必要な場合に
ついて指導助言等を適切に行っていく。

住宅課
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県営住宅ス
トック総合改
善事業

関連 無 1,180,586 1,140,273

　高齢者又は身体障害者等の円滑な活
用に供するための改善を行うもの。高
齢者等への自立した生活を支援する改
善を行うことで、家族の負担軽減をあ
る程度期待できる。

【事業目標】
　敷地内の段差状況、高齢者等の入居状況等を勘案しながら、対象住宅を選定し、敷地内の
段差解消や屋外階段手すりの設置、集会所玄関へのスロープ及び手すり設置、集会所内の洋
式便器への交換等のバリアフリー化改修工事を実施し、利便性の向上を図る。

【実施状況】
　折立住宅集会所の和式便器を洋便器に改修する工事に着手した。

○

　宮城県県営住宅ストック総合活用計画に基
づき、集会所便所の洋式化に係る設計を行っ
た。
　名取田高住宅入居者・自治会からの要望に
応じ、駐車場への出入り口へスロープ及び手
すりを設置した。

　宮城県県営住宅ストック総合活用計画に基
づき、集会所便所の洋式化に係る工事に着手
した。

　特になし 　高齢者の入居状況や県営住宅毎の劣化
状況等、各県営住宅の特性を勘案し、計
画的に整備を実施していく。

住宅課

16／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考
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バリアフリー
みやぎ推進事
業

関連 有 622 585

　「地域で自分らしい生活を安心して
おくれる社会」の実現に向けて、高齢
者障害者等全ての人々が安心して暮ら
しやすいバリアフリー社会を形成して
いくため、「だれもが住みよい福祉の
まちづくり条例」を基本的な指針とし
て、公益的施設のバリアフリー化の推
進やバリアフリー思想の県民への浸透
を図る。

【事業目標】
　「だれもが住みよい福祉のまちづくり条例」を基本的な指針とし、高齢者や障害者など、
全ての人々が日常生活や社会生活を送る上で障壁（バリア）となるものを取り除く「バリア
フリー化」を推進し、「地域で自分らしい生活を安心して送れる社会」の実現を目指し、バ
リアフリー思想について県民への啓発を図るとともに、公益的施設におけるバリアフリー化
の推進を図る。

【実施状況】
○県民への意識啓発等
　・福祉のまちづくり普及啓発事業
　　小学校高学年向け「福祉のまちづくり読本」を各市町村教育委員会を通して県内の小学
校に電子媒体で配布

○公益的施設整備に向けた取組み
　・多目的トイレ標識設置事業
　　多目的トイレの無償利用に協力していただける施設等に標識を配布：０件（Ｈ１２～累
計２７７件）。
　・条例の整備基準に合致した公益的施設に対する適合証の交付：０件（累計３７９件）

○

　小学校中高学年を対象とした福祉教育に活
用できる「福祉のまちづくり読本」を配布
し、授業を通して「だれもが住みよい福祉の
まち」を実現するため、身の回りにある様々
な福祉に関心を持つことにより福祉活動等へ
の参加が期待されること。

　小学校中高学年を対象とした福祉教育に活
用できる「福祉のまちづくり読本」を配布
し、授業を通して「だれもが住みよい福祉の
まち」を実現するため、身の回りにある様々
な福祉に関心を持つことにより福祉活動等へ
の参加が期待されること。

　読本の内容や条例の基準等、男女共同
参画の視点を踏まえたアップデートに引
き続き取り組んでいきたい。

　引き続き事業を継続し、公益的施設の
バリアフリー化の促進やバリアフリー思
想の県民への浸透を図っていく。

社会福祉
課
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障害者の就労
支援事業

関連 有 15,180 12,756

　職域の拡大のための職場実習の場の
提供、ＩＴ講習会の開催等を行い、障
害者の就労及び定着を支援する。

　下記事業について、委託等を行った。(Ｒ８．３．３１時点実績）
○障害者ITサポート事業
　コース　計　１０１人受講（男性　６６人　　女性　３５人）
○障害者ビジネスアシスタント事業
　実習生　３人（男性２人　　女性１人）

○

　各種研修・講習を手厚く行うことで、男性
１１人、女性６人、計１７人就労に結びつい
た。
※内訳・・・ＩＴサポート　男性６人、女性
５人
　　　ビジネスアシスタント　男性５人、女
性１人

　各種研修・講習を手厚く行うことで、男性
２人、女性１人、計３人就労に結びついた。
※内訳・・・ＩＴサポート　男性２人、女性
０人
　　　ビジネスアシスタント　男性０人、女
性１人

特になし 　引き続き、関連機関と連携の上、就労
支援に努めていく。

障害福祉
課

今後の対応
方針につい
て、104番の
回答で上書
きされてい
たため修正
します。
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障害者就業・
生活支援セン
ター事業

関連 有 35,213 41,552

職業生活における自立を図るために、
就業及びこれに伴う日常生活または社
会生活の支援を必要とする障害者に対
して、雇用・保健福祉・教育等の関連
機関の連携を図りつつ、身近な地域に
おいて必要な指導、助言その他の支援
を行うことにより、障害者の雇用の促
進及び職業の安定を図る。

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者に対し、指導・相談対応を委託に
より実施（令和８年３月３１日時点）。
○登録人数　　　３，２９０人
○相談件数　　１４，１７６件
○就職人数　　　　　２９４人 ○

　７センターで計１４，０４７件の相談に対
応し、計２７０人の就職に結びつけた。ま
た、当該センターへの登録者数は３，２４３
人となり、登録者数は前年比で５０人増加し
ている。就職者数も前年度帆で３人増加して
いる。

　７センターで計１４，１７６件の相談に対
応し、計２９４人の就職に結びつけた。ま
た、当該センターへの登録者数は３，２９０
人となり、登録者数は前年比で４７人増加し
ている。就職者数も前年度比で２４人増加し
ている。

特になし 　引き続き、関連機関と連携の上、就労
支援に努めていく。

障害福祉
課
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明るい長寿社
会づくり推進
事業、みやぎ
シニアカレッ
ジ運営事業

関連 無 59,231 58,989

  明るく豊かな長寿社会づくりを推進
するため、多様な方法で高齢者の生き
がいづくりや健康づくりを支援するも
の。
　実施主体は、社会福祉法人宮城県社
会福祉協議会。

【事業目標】
　活力ある豊かな地域社会実現のため、高齢者も仲間づくり、生きがいづくり、健康づくり
などに男女の別なく積極的に参加ができるよう多様な学習機会を提供する。

【実施状況】
○明るい長寿社会づくり推進事業
・宮城シニア美術展の開催
　令和７年１２月１２日～１２月１４日にせんだいメディアテークで開催
・シルバースポーツ振興事業（シルバースポーツ団体への助成）
　「ねんりんピック岐阜2025」に男性102人、女性28人の計130人が参加
・地域活動支援事業（生きがい健康づくり推進協力員の委嘱、モデル事業の実施等）
○みやぎシニアカレッジ運営事業
・対象者：おおむね６０歳以上の県民
　令和７年度は、男性43人、女性119人の計162人が在籍
・在学年数：２年間　開講回数：４０回／２年間
・内容：一般教養や健康・福祉・地域活動等の他、クラブ活動や委員会活動を行う。

◎

 高齢者を対象として、知識や技術の習得、社
会参加活動、スポーツ活動を支援することに
より、男女の別なく高齢者の生きがいや健
康、仲間づくりに寄与した。特に男性は、定
年後に仕事関係以外での新たな関係性を築く
ことができ、地域活動に参加するきっかけと
なっている。

高齢者を対象として、知識や技術の習得、社
会参加活動、スポーツ活動を支援することに
より、男女の別なく高齢者の生きがいや健
康、仲間づくりに寄与した。特に男性は、定
年後に仕事関係以外での新たな関係性を築く
ことができ、地域活動に参加するきっかけと
なっている。

男性の学園生の人数が女性の学園生より
少ない状況が続いている。
レクリエーション・仲間づくりが中心
で、地域人材への意識づけや卒業後に地
域活動につなげる仕組みが不十分であ
る。

事業実施主体が適切に事業実施するよう
必要に応じて助言を行うとともに、適切
な補助事業の実施を行う。

長寿社会
政策課
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スポーツ・レ
クリエーショ
ン事業

関連 有 59,353 63,681

　スポーツ・レクリエーション活動を
通じて障害者の自己実現、社会参加、
生活の質の向上を図ることを目的と
し、各種スポーツ大会（全国大会ブ
ロック予選等）や障害者スポーツの視
野拡大のためのスポーツ教室を開催す
る。
　また、パラスポーツ指導員を養成す
ることで、パラスポーツ人口の拡大と
競技力の向上を図ることでパラスポー
ツを推進する。

　スポーツ・レクリエーション事業の実施について、障害者団体等に委託を行った。（令和
８年３月３１日時点）
○全国障害者スポーツ大会選手団派遣事業
　開催県：滋賀県　参加選手２４人（７種目参加）
　金メダル１２個　銀メダル６個　銅メダル４個　計２２個
○パラスポーツ指導員等養成研修等事業　１１回実施　２７人参加
○障害者スポーツボランティア養成・ネットワーク事業
　ボランティア等養成研修　６回実施　参加者９１人、ボランティア派遣　６０名派遣
○障害者スポーツ大会団体競技予選会開催事業　１回実施　７チーム参加
○宮城県障害者スポーツ振興推進員設置事業　推進員３名配置
○宮城県障害者スポーツ大会開催事業
　種目：陸上競技、水泳競技、卓球競技、フライングディスク競技、ボッチャ競技、ボウリ
ング競技、
　　　　アーチェリー競技（身体・知的・精神）　　参加者６９６名
○全国障害者スポーツ大会団体競技普及推進事業
　講習会　４回開催　交流試合　１回

○

障害者スポーツ大会等への参加により、ス
ポーツを通じた障害のある方同士の仲間づく
りや生きがいづくり等、社会参加や広く県民
の障害理解に影響を与えることができたと思
われる。また、指導者やボランティアの養成
を行うことにより、障害者に対する理解も深
まっているものと考えられる。

　障害者スポーツ大会等への参加により、ス
ポーツを通じた障害のある方同士の仲間づく
りや生きがいづくり等、社会参加や広く県民
の障害理解に影響を与えることができたと思
われる。また、指導者やボランティアの養成
を行うことにより、障害者に対する理解も深
まっているものと考えられる。

特になし 　引き続き、関係機関と連携の上、障害
者の社会参加推進に向けて、仲間づく
り、生きがいづくりの機会確保とその支
援に努めていく。また、障害者スポーツ
大会を実施し、幅広い年齢層の参加が可
能となるよう、障害者スポーツの普及啓
発や競技人口の拡大及び競技力の向上な
ど視野拡大に努める。

障害福祉
課
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多文化共生社
会推進事業

関連 無 7,015 9,591

　国籍や民族の違いにかかわらず、県
民が互いの人権を尊重し、共に地域社
会に参画できる「多文化共生社会」の
実現を目指し、外国人県民の前に立ち
はだかる「意識の壁」、「言葉の
壁」、「生活の壁」の解消を目指し、
関係機関との連携の下、多文化共生社
会に関する基本理念の啓発や多言語化
支援、相談体制の整備等を実施する。

外国人県民の前に立ちはだかる「意識の壁」、「言葉の壁」、「生活の壁」の解消を目指
し、関係機関との連携のもと、多文化共生に関する基本理念の啓発や多言語化支援、相談体
制の整備等を実施した。
○宮城県多文化共生社会推進審議会（委員１０人、うち女性委員７人）において、多文化共
生社会形成推進に関して講じた施策について審議した。
○災害時通訳ボランティアとして１８言語、１０９名（うち女性８９名）を確保し、災害時
の体制整備を図った。
○みやぎ外国人相談センターにおいて、外国人県民やその家族に対して、日常生活に係る相
談に応じ、困りごとの解消を図った（外国人相談員７名、うち女性６人）。
○「外国人材と共に支え合う地域を目指して」をテーマにフォーラムを開催し、多文化共生
に関する基本理念の啓発を図った（登壇者４人、うち女性１人）。

◎

　災害時通訳ボランティア登録者やみやぎ外
国人相談センター相談員の女性の割合は高
く、女性も相談しやすい環境が整備されてい
る。また、審議会委員についても、半数以上
が女性であり、女性の立場から意見等をいた
だくことができた。

　災害時通訳ボランティア登録者やみやぎ外
国人相談センター相談員の女性の割合は高
く、女性も相談しやすい環境が整備されてい
る。また、審議会委員についても、半数以上
が女性であり、女性の立場から意見等をいた
だくことができた。

特になし ○災害通訳ボランティア事業やみやぎ外
国人相談センター事業を引き続き実施
し、性別を問わず地域に暮らす外国人が
暮らしやすい環境を整備する。
○多文化共生の理念啓発に係るセミナー
の開催や啓発資料の配布を継続的に実施
すること等により、多文化共生の理念に
ついて、性別を問わず、より一層の啓発
を図る。

国際政策
課

17／18



　　自己評価凡例：◎…十分な成果を上げた、○…ある程度の成果を上げた、△…期待した成果が得られなかった

宮城県男女共同参画基本計画（第４次）　令和 ７年度施策推進関係事業の実施状況一覧 　資料２

No 事業名 種別
他部
局連
携

Ｒ７年度
当初予算
（千円）

Ｒ8年度
当初予算
（千円）

趣旨及び概要 目標と実施状況
自己
評価

成果【前年度】 成果 課題と原因 今後の対応方針 課(室)名 備考
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宮城県防災会
議の運営

関連 無 962 929

　災害対策基本法第１４条第２項に基
づく地域防災計画の作成及びその実施
の推進を図ることを目的に男女共同参
画を推進し幅広い視点からの意見を取
り入れるため、宮城県防災会議の女性
委員を１５名委嘱している。
　災害対策基本法第１４条に規程され
る都道府県防災会議の所掌事務の推進
のため、災害対策基本法の改正や国の
防災基本計画の修正に伴う都道府県地
域防災計画の修正について、男女共同
参画の視点からの防災体制の確立に寄
与した。

【事業目標】
　宮城県防災会議の委員に占める女性の割合を３０％（男女共同参画基本計画に記載）

【実施状況】
　宮城県防災会議条例第２条第１項に基いて、法第１５条第５項第５号から第８号委員まで
の定数は４０人以内とされている。
　令和４年度においては、委員のうち第５号委員について、防災に関する重要事項等の審議
は、副知事（復興・危機管理担当）及び防災関係部長のみで審議が可能であることから、指
名対象を必要最小限の者とし、知事の裁量で選任ができる第８号委員の指名枠を増やし、女
性委員登用率の向上を図った。
　令和５年度、令和６年度、令和７年度においては、各委員の異動等の任命替えの際に、各
防災関係機関における積極的な女性委員の指名を依頼している。

△

　防災会議を構成する委員については、令和
４年度に委員構成を抜本的に見直し、女性委
員比率が大幅に増加したことにより、都道府
県地域防災計画の修正について、男女共同参
画の視点からの防災体制の確立に寄与するこ
とができた。
　一方で、委員は災害対策基本法第１５条に
基づき各防災関係機関の長のあて職となって
いることに加え、委員となっている各防災関
係機関の長は男性の比率が高いため、結果的
に人事異動女性委員は１名増加したものの、
女性の比率を高めることが困難であった。
　また、指定公共機関等については、委員が
各機関の長とあて職にはされていないもの
の、各機関の長等が就任する場合が多くか
つ、男性の比率が高いため、女性委員の増加
には至っていない。

　防災会議を構成する委員については、令和
４年度に委員構成を抜本的に見直し、女性委
員比率が大幅に増加したことにより、都道府
県地域防災計画の修正について、男女共同参
画の視点からの防災体制の確立に寄与するこ
とができた。
　一方で、委員は災害対策基本法第１５条に
基づき各防災関係機関の長のあて職となって
いることに加え、委員となっている各防災関
係機関の長は男性の比率が高いため、結果的
に人事異動女性委員は１名増加したものの、
女性の比率を高めることが困難であった。
　また、指定公共機関等については、委員が
各機関の長とあて職にはされていないもの
の、各機関の長等が就任する場合が多くか
つ、男性の比率が高いため、女性委員の増加
には至っていない。

　防災会議を構成する委員については、
災害対策基本法第１５条に基づき各防災
関係機関の長のあて職となっていること
に加え、委員となっている各防災関係機
関の長等は男性の比率が高いため、女性
の比率を高めることが難しい。

　引き続き、委嘱している女性委員の
方々の意見やニーズに対して積極的に耳
を傾けるとともに、現状の女性委員の比
率を最低限維持できるように、現在委員
を委嘱している各機関に引き続き女性委
員登用の協力を得られるよう努めてい
く。

防災推進
課
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市町村におけ
る防災会議の
女性委員状況
調査

主要 有 0 0

　市町村防災会議の女性委員の登用状
況を調査することにより、調査を実施
したことによる意識啓発及び調査結果
を公表にすることにより、現状の把握
をしてもらい、登用率向上を図るも
の。

【事業目標】
　市町村防災会議への女性委員の登用向上を推進するため、調査等を実施することにより、
市町村の意識向上を図るもの。

【実施状況】
　男女共同参画の視点に配慮した市町村地域防災計画及び避難所運営マニュアルの策定状況
を調査の対象としており、女性委員の登用状況のみならず、防災における男女共同参画の視
点についても併せて調査をしている。調査を通じ、防災における女性の参画について、意識
向上を図り、また、調査結果を公表することで女性委員の登用拡大の働きかけを図った。

◎

　当該調査により、防災分野における男女共
同参画に関する現状や、県内市町村の進捗状
況を把握した。女性委員の当擁立が低い自治
体には、適宜助言を行う等、市町村防災会議
における女性委員の登用率向上を図った。

　当該調査により、防災分野における男女共
同参画に関する現状や、県内市町村の進捗状
況を把握した。女性委員の当擁立が低い自治
体には、適宜助言を行う等、市町村防災会議
における女性委員の登用率向上を図った。

令和８年４月時点での市町村防災会議の
女性登用率は、１４．４％で前年度と比
較して１．０ポイント増加している。ま
た、防災会議で女性の登用がない自治体
は３市町村と前年度より１市町村減少し
ている。
　女性の登用割合は増加傾向にあるが、
依然として全体としての登用率の低さや
登用が一切ない自治体も確認されるた
め、引き続き体制の見直しが求められ
る。

　市町村防災会議への女性委員の登用状
況や施策の推移を把握することが重要で
あることから、本調査を継続する。

共同参画
社会推進

課

107

市町村におけ
る防災分野で
の男女共同参
画推進状況調
査

主要 有 0 0

　市町村における防災分野での男女共
同参画推進状況を調査することによ
り、調査を実施したことによる意識啓
発及び調査結果を公表にすることによ
り、現状の把握をしてもらい、登用率
向上を図るもの。

【事業目標】
　市町村における防災分野での男女共同参画推進状況調査を実施し、また結果を公表するこ
とにより、市町村の意識向上を図るもの。

【実施状況】
　市町村における「防災会議の女性委員登用状況」や男女共同参画に配慮した「市町村地域
防災計画策定状況」「避難所運営マニュアル策定状況」について調査を実施。女性委員の登
用状況の調査の視点のみだけではなく、防災における男女共同参画の視点についても併せて
調査実施することにより、調査を通じて、防災における女性の参画について、意識向上を図
り、また、調査結果を公表することで情報提供や女性登用拡大の働きかけを図った。 ◎

　当該調査により、防災分野における男女共
同参画に関する現状や、県内市町村の進捗状
況を把握することができた。また、公表する
ことにより、市町村における防災分野での男
女共同参画の推進を図った。

　当該調査により、防災分野における男女共
同参画に関する現状や、県内市町村の進捗状
況を把握することができた。また、公表する
ことにより、市町村における防災分野での男
女共同参画の推進を図った。

　令和８年４月時点での、男女共同参画
に配慮した「市町村地域防災計画策定状
況」は、調査を開始した平成２５年４月
時点と比較すると２４自治体で新に策定
され、３５市町村とすべての市町村で策
定されている。
　また、男女共同参画に配慮した記載が
ある「避難所運営マニュアル策定状況」
は３１市町村であり、調査を開始した平
成２５年４月時点の１７市町村と比べ増
えている。
　市町村によっては、マニュアルへの記
載以外方法で避難所における男女共同参
画の視点での配慮について対応している
自治体があるため、それらを含めた調査
研究が必要である。

　男女共同参画に配慮した「市町村地域
防災計画策定」や「避難所運営マニュア
ル策定」について、施策の推移状況を把
握することが重要であることから、本調
査を継続する。

共同参画
社会推進

課
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防災指導員養
成事業

関連 無 10,993 10,384

地域の自主防災組織等における防災活
動の中心的な役割を担う人材育成を行
うもの。
　宮城県防災指導員を養成するための
講習会や、女性防災指導員相互の交流
や情報交換を促進し活動の活性化を図
る「女性防災指導員等交流セミナー」
を開催する。

【目標】
　防災女性リーダーの養成に引き続き取り組む。

【実施状況】
○防災指導員養成講習を合計１８回開催するなどし、防災女性リーダー養成者数は令和７年
度末で目標を上回る１，９３８人となった。
○女性防災指導員等を対象に県主催で開催した女性防災指導員等交流セミナーには、５０人
の女性防災指導員が参加した。

◎

　防災女性リーダー養成者数は令和６年度末
時点で１，７２９人となり、令和５年度末時
点の１，５４３人よりも１８６人増加した。

　防災女性リーダー養成者数は令和７年度末
時点で１，９３８人となり、令和６年度末時
点の１，７２９人よりも２０９人増加した。

　防災指導員養成講習は自主防災組織の
役員等が多く受講するが、地域の防災活
動の主体となる自主防災組織は町内会を
母体として組織されることが多く、運営
する役員は比較的男性が多いため、宮城
県防災指導員の実人数のうち、女性の割
合は約１７％に留まっている。

　災害対応に多様な視点を取り入れるこ
との重要性を普及啓発することにより、
地域の防災活動への女性参画を推進して
いく。 防災推進

課
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ＮＰＯ等の絆
力を活かした
復興・被災者
支援事業

主要 無 24,555 0

　ＮＰＯ等が、被災者と被災者、被災
者と行政、被災者と支援者等を結び付
ける「絆力」を活かして行う復興・被
災者支援の取組に対して助成するも
の。また、復興・被災者支援を行うＮ
ＰＯ等の「絆力」の強化に資する事業
を実施するもの。
　東日本大震災後は、多くのＮＰＯが
県内各地で復興支援活動を行ってお
り、女性メンバーによる活動も見受け
られることから、復興の担い手として
の女性の力の活用に繋がるものと考え
る。

【事業目標】
　事業実施を通じて、復興・被災者支援に取り組む女性を含むＮＰＯ等の従事者を支援す
る。

【実施状況】
　ＮＰＯ等の非営利団体（６団体）に対し補助金を交付し、被災者の心のケア、健康・生活
支援に向けた取組、コミュニティ形成等の復興に向けた取組、復興・被災者支援を行うＮＰ
Ｏ等をサポートする中間支援の取組を支援した。また、復興・被災者支援を行うＮＰＯ等が
支援者や他団体等との結びつきを強化するためのマッチング・交流事業を委託により実施し
た。

○

　補助事業や委託事業の実施を通じて、ＮＰ
Ｏ等と各種地域団体との連携を促進し、女性
が活躍するＮＰＯを支援する形で男女共同参
画を推進した。

　補助事業や委託事業の実施を通じて、ＮＰ
Ｏ等と各種地域団体との連携を促進し、女性
が活躍するＮＰＯを支援する形で男女共同参
画を推進した。

　男女共同参画の推進や女性の支援等に
取り組むＮＰＯの中には、事業活動が非
常に活発な団体はあるが、数的にはまだ
少ないと考えている。
　ＮＰＯの多くは、組織・運営基盤が脆
弱であり、マンパワーも不足している状
況にある。

　事業統合に伴い、統合先部局及び関係
部局との連携を図りつつ、男女共同参画
の視点に配慮した施策の推進が図られる
よう必要な調整を行う。

共同参画
社会推進

課
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ＮＰＯ等によ
る心の復興支
援事業

主要 有 64,000 0

　東日本大震災による本県の被災者が
主体的に参加し、人と人とのつながり
や生きがいを持ち安定的な日常生活を
営むことができるよう、支援団体等に
よる心の復興事業の実施に対して支援
するもの。
　東日本大震災後は、多くのＮＰＯが
県内各地で復興支援活動を行ってお
り、女性メンバーによる活動も見受け
られることから、復興の担い手として
の女性の力の活用に繋がるものと考え
る。

【事業目標】
　事業実施を通じて、復興・被災者支援に取り組む女性を含むＮＰＯ等の従事者を支援す
る。

【実施状況】
　ＮＰＯ等の非営利団体（４４団体）に対し補助金を交付し、農業、水産業、文化・芸術、
ものづくり、子どもの健全育成・世代間交流、コミュニティ形成等において、被災者自身が
主体的に参加し地域住民等と共に活動することで、人と人とのつながりや生きがいを持てる
取組みへの支援を実施した。また、事業による心の復興効果を測るため、アンケート調査を
実施した。

○

　被災者支援の活動に取り組むＮＰＯでの女
性の力の活用や、被災者の人とのつながりや
生きがいづくりのための取組み・交流をとお
して、男女共同参画の推進が図られた。

　被災者支援の活動に取り組むＮＰＯでの女
性の力の活用や、被災者の人とのつながりや
生きがいづくりのための取組み・交流をとお
して、男女共同参画の推進が図られた。

　男女共同参画の推進や女性の支援等に
取り組むＮＰＯの中には、事業活動が非
常に活発な団体はあるが、数的にはまだ
少ないと考えている。
　ＮＰＯの多くは、組織・運営基盤が脆
弱であり、マンパワーも不足している状
況にある。

　事業統合に伴い、統合先部局及び関係
部局との連携を図りつつ、男女共同参画
の視点に配慮した施策の推進が図られる
よう必要な調整を行う。

共同参画
社会推進

課
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